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平成5年度国立環境研究所地球環境研究年報  

の発刊に当たって   

地球環境研究の特徴は長期的展望のもとに継続した観潮や研究と問題解決の対策及び技  

術開発研究にあります。その意味ではまだ研究は緒についたばかりであるといえますが，  

本年度は地球環境研究総合推進費による研究が始められて4年経過し，一部終了した課題  

もあります。地球環境研究の重要性の認識はますます高まり，研究者の責任もそれだけ重  

いわけですが，それぞれある程度のめどが付いてきた段階に達したと考えられます。本報  

告書にその一端をお読みとりくだされば幸いです。   

地球環境研究のかなりの部分がまさに地球レベルでの研究であり，本報告訊こ見られま  

すように国外における研究の比重が高まっています。国内における研究にしても既に国際  

的な研究ネットワークの一部として位置づけられ，より信頼性の高い研究を期待されてい  

ます。本研究所が地球環境研究において国際的にリードするには，さらなる研鏡が必要で  

あることは申すまでもありません。   

本研究は地球環境研究グループが主体となって推進していますが，研究所内の他の組織  

及び研究所外の機関もかなりの部分に関与してしており，その成果も一部ここに納められ  

ています。これからの研究のためにできる限り多くの方々のご批判，及びご助力をお願い  

する次第です。  
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1．概 況   

分野では，動輪射，エネルギーや運動量の輸送などを含  

んだ大気循環モデル（まだ，海洋大循環との結合や陸域  

生物圏との相互作相を含まない）を完成させた。また，  

熱岸域での雲の川年規模での変動に関する研究を行った。   

地球の温暖化影響t対策研究では，アジア太平洋地域  

からの温室効果ガス排出還雇予測するために，日本等の  

国別エネルギー需要モデルを完成させ，また，世界モデ  

ルを改良して気候変化の感度分析を行うとともに，温暖  

化がアジア太平洋地域に及ぼす影響を分析するために水  

資源変化モデルを改良し，また，植生モデルを構築した。  

また，温室効架ガス削減に有効な技術について，意識調  

査や産業間連表を用いて技術導入に伴う削減効果を定見  

的に分析する（全国消費実態調査）とともに，電気自動  

車，断熱材，廃薫物リサイクル，資源サイクル等による  

温室効果ガス削減効果とその普及策について検討した。   

一方，温暖化影響の研究については，温暖化に伴う柑  

物への影響を数個解析，野外実験及び施設実験により検  

討した。また，健康への影響については，熱ストレスに  

よる影響研究を続けるとともに，中国雲両省や沖縄の現  

地調速などにより，気候凌化に伴うマラリア分布の変化  

の可能性を分析した。   

酸性雨研究では，TGAC／APARE計画に基づく国際協  

同研究の－環として航空機による酸性・酸化性物質の  

空間分布の観測を行った。屋久島の西方の東シナ海上空  

および満州馬に着陸してここをベースに韓国西方の黄海  

＿l∴空における観測を行った。また，酸性物質の沈請願マッ  

プ作成のためにガス，エアロゾルの拙走を各地で開始し  

た。越境汚染の定最化のため鉛剛正体の測定法を確立し，  

データを得た。さらに，大気汚染物質の移流，変質，沈  

着モデル作成に着手した。酸性雨対策の技術の評価を行っ  

た。また，酸性雨関連化学種の生体系影響を評価するた  

め，屋久島生休系に注目し，樹木，土壌，河川，水など  

のサン7bリングならびに化学分析を行った。また，自然  

酸性環境の森林ならびに湖沼・剛l闇三態系に分布する動  

植物に関する調査を開始した。   

海洋研究では，新たに沖縄フェリー，瀬戸内海フェリー  

により開始されたモニタリングをプラットフォームとし  

て，淘水溶存CO2分王巨，DIC，DOC等の計測を行い，  

当研究所における地球環境研究は，主として環境庁・  

「地球環境研究総合推進艶」と地球環境研究センター  

経史によって実施されている。   

地球環境研究総合推進費による課題は   

（1）課題研究   

（2）総合化研究   

（3）課題検討調査研究  

の3つのカテゴリーに区分されているが，課題研究は8  

研究分野，合わせて約42課題にわたっており，地球環境  

研究グループだけでなく，地域環境研究グループおよび  

基盤研究部の多くの研究者がかかわって研究を推進して  

いる。総合化研究は，地球環境研究センターが【1】」L、となっ  

て研究を推進している。   

オゾン層研究では，レーザーレーダー，ミリ波分光計  

等による地上からのオゾン層総合的観測手法の開発，成  

層圏エアゾルがオゾン層に及ばす影響に関する観測的研  

究及びラジカル反応等の実験的研究，オゾン層観劇デー  

タの解析や数値モデルを用いたオゾン層変動の解析に関  

する研究，紫外線の増加が皮膚ガンの発症及び仁‖内陣に  

及ばす影響に関する研究，植物における紫外線障害の修  

復機構に関する研究，フロン及びハロン代替物質の生体  

毒性や大気環境影響に関する研究，フロン等対策技術の  

評価に関する研究を行った。   

地球の温暖化現象解明研究では，二酸化炭素やメタン  

など温室効果気体の地球規模での増加に関する研究と，  

気候変動モデルの開発研究を中心的な研究課題としてい  

る。シベリアにおいて，夏に航空機による大気微量成分  

の測定と気象の大規模な観測を行い，二酸化炭素やメター  

ンの発狂・吸収を中心とした大気の動態の研究を推進す  

るとともに，数値モデル計算との比較検討を行った。通  

年の観測右，東シベリアでの地＿」二観測と，西シベリアで  

の航空機観測との二つの方向で開始した。また，シベリ  

ア凍土他称こおける湿原，湖沼，凍二Ⅰ二からのメタンの発  

生舅に関する研究や，環境が森林形成に及ぼす影響など  

の研究を行った。また，国内では温室効果気体である対  

流圏オゾンにかかわる研究，土壌「いの二酸化炭素の発生  

プロセスなどの研究を行った。他方，気候変動モデルの  
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の放牧容量の算出手法の検討を行った。また，水収支，  

徴気象，社会経済等のデータの収集を行い砂漠化進行人  

間活動の関連を明らかにするための基礎データとした。   

さらに，広域的に乾燥地の環境状況を把握するため，  

人工衛星データ（ランドサット）を用いてタール砂漠の  

土地利用図と植生図の作成を行った。   

衛星観測研究では，地上衛星間のレーザー長光路吸収  

測定法による大気微量成分の計測手法の開発，衛星搭載  

レーザーレーダーによる大気環境評価手法に関する研免  

次世代の衛星搭載大気センサーの基礎的研究の他，地球  

観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）に搭載され  

る火気センサー（ILAS，RIS）のデータ処理アルゴリズ  

ムの研究，データ処理・運用システムの開発に係わる研  

究が続けられた。   

フェリーの無人モニタリング項目や衛星可視域データと  

比較して，広域の海洋変動の解析を行った。また，  

CO2シミュレーターにより，円石藻その他の植物プラ  

ンクトンを中心とした炭素循環の研究を行い，また，海  

域メゾコズム（隔離生態系）により植物・動物ブランク  

トンを中心とした物質循環を調べた。また，日本近海の  

動物プランクトンに含有される重金属等の汚染，生物濃  

縮メカニズムの研究を行った。   

熱帯林研究では，複雑な階層構造を有し，多様な生物  

種から成る熱帯林生態系の構造と種多様性の機構の解明  

を目的として，マレけシ7国半島部で調査・研究牽行っ  

た。熱帯林の構造解析では，調査区を設け，胸高直径，  

樹高，りタ一員の測定等の各種測定を行った。また，種  

の多様性の機構解明は林内において椎樹の生存を調査し  

た。パソ森林保護区内に高さ40ml本，30m2本のタワー  

とそれをつなぐ林冠歩道を設置し微気象，光合成特性な  

どの測定を行った。さらに，熱帯林の環境形成作用の研  

究として，土壌動物による落葉・落枝の分解過程の測定  

を継続した。熱帯林の減少を定量化する手法を開発する  

ことを目的として，人工衛星NOAAに掲載された可視  

近赤外域センサAVHRRからの画像を用いて，東南ア  

ジア地域の植生分布の現況及びその変化を調査し続行し  

た。   

野生生物研究ではマレーシア半島部の熱帯林において，  

森林規模，植生構造，標高などを異にする3つの森林を  

対象として調査を継続して行った。また，野生動物の遺  

伝的多様性が適応度に及ばす影響解明のために，メダカ，  

オオヨシキリ，、トンボ，ユスリカ等を用いてフィールド  

調査および室内実験を開始した。これらの動物から抽出  

したDNAの特定部位をPCR法で増幅し，ごく微蔓のDN  

Aから個体問の差果を検出する方法を開発した。上記の  

動物について体の部位の左右非対称性のゆらぎ（完全な  

対称性からの狂い）を測定し，左右非対称な個体は発育  

速度，生存率，交尾成功度などが劣ることが分かり，適  

応度の指標としてお右対称性のゆらぎを使用できる可能  

性が高まった。  

砂漠化研究では，人間活動による砂漠化進行機構を解明  

するため，インド中央乾燥地研究所（CentralArid  

Zone ResearchInstitute）と共同で，インド西部のター  

ル砂漠を試験地として研究を開始したふ本年度は，ター  

ル砂漠に降雨量の異なる3試験地を選定し，各々の試験  

地において植生調査を行い乾燥地植物の成長速度と家畜  

平成5咋度地球環境研究総合推進費により国立環境研  

究所において行われた研究課題は以下の通りである。  

（これらの内☆印を付した課題は平成5年度からの新規  

あるいは組みなおし課題，他は平成3年度から発足した  

継続課題の研究である。・印は主課題，無印は副課題。）  

（1）課題別研究  

オゾン層の破壊  

・新型レーザーレーダ計測技術の開発に関する研究   

梅屋利用レーザーレーダ計測技術の開発に関する研究   

（分光計測法の開発）  

☆衛星搭載レーザレーダによる地球大気環境の評価に関  

する研究  

・紫外線の増加がヒトの健康に及ぼす影響に関する研究  

☆ 紫外線が皮膚ガン発症の素過程に及ぼす影響に関す  

る研究  

☆紫外緑の増加がヒトの白内障発症に及ぼす影響に関す  

る研究  

☆ （紫外線による白内特発症に関する疫学的研究）  

☆ （紫外線照射による白内障発症機序の解明に関する  

実験的研究）  

・紫外線の増加が植物等に及ぼす影響に関する研究  

☆植物の紫外線に対する防御機構に関する研究  

☆ （植物における紫外線障害の修復機構に関する研究）  

☆ （紫外線増加に対する海藻類の馴化に関する研究）  

・フロン等対策技術の総合評価に関する研究  

☆ フロン等対策技術のフィージビリティに関する研究  

－2－   



民生・生活関連分野の温室効果ガスアナリシス，対策   

技術探索，個別技術評価に関する研究  

・アジア太平洋地域における温暖化対策分析モデル   

（AIM）の構築に関する研究   

アジア太平洋地域における温室効果ガス排出・吸収モ   

デルの構築に関する研究   

アジア太平洋地域における地球温暖化の影響評価モデ   

ルの構築に関する研究   

アジア太平洋地域における社会発展等の基本シナリオ   

の設定に関する研究  

・家庭等における二願化炭素排出抑制システムに関する  

研究   

家庭等における二酸化炭素排出抑制システムのための   

建造物の断熱構造化の普及促進に関する研究   

家庭等における二硬化炭素排出抑制のための太陽エネ  

ルギーの利用促進に関する研究   

家庭等における二酸化炭素排出抑制システムの導入に  

関する研究  

・電気自動車の普及促進による二顧化炭素排出抑制交通  

システムヘの転換に関する研究   

電気自動車の普及阻害安国の分析に関する研究  

☆地域導入システムの組合評価と電気自動車の普及に資  

・するモデル車両の総合的解析  

・地球温暖化抑制のための汚水・廃棄物処理処分システ  

ムの確立と評価に関する研究  

☆汚水・廃乗物の処理処分に伴う温室効果ガス発生蚤，  

．有効利用可能エネルギー畳，リサイクル可能資源量  

の評価と解析に関する研究  

☆適正な汚水・廃棄物処理処分システム及びリサイクル  

導入による温室効果ガス排出抑制効果の評価に関す  

る研究  

フロン等対策技術の環境影響評価に関する研究  

地球の温暖化（現象解明）  

・メタン・亜酸化窒素の放出源及びその放f1j量の解明に  

関する研究   

閉鎖性水域からの放出量の解明に関する研究  

☆地球温暖化に係わる対流圏大気化学の研究  

☆大気中微量成分の消滅・生成に係わるフリーラジカル  

反応の速度・機構の解明  

☆対流圏における・オゾン増加原因の解明に関する研究  

・シベリア凍土地帯における温暖化フィードバックの評  

価に関する研究   

メタン濃度の測定と放出量の評価に関する研究   

大気中二懐化炭素濃度の測定及‘びフラックスの測定に  

関する研究  

☆シベリア・ツンドラ地嵩の凍土融解に伴う大気微量成  

分の放出に関する研究  

・気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

気候変動予測モデルの開発・改良に関する研究   

気候変化に係わる雲の大気物理過程の解明に関する研  

究  

地球の温暖化（影響・対策）  

・地球の温暖化が植物に及ぼす影響の解明に関する研究   

自然植生の分布への影響及び予測に関する研究  

☆植物に及ぼす複合影響に関する実験的研究  

・地球温暖化による郡市環境の影響評価及び対策に関す  

る研究   

都市環境への影響の評価システムの開発と総合評価に  

関する研究  

・地球温暖化による人類の生存環境と環境リスクに閲す．  

る研究  

☆暑熱による生体防御系と代謝解毒系の変動と疾病発生  

に関する研究  

☆東アジア地域におけるマラリア及び媒介蚊の地理的分  

布と，その規定要因の解明に関する研究  

☆地球温暖化防止対策技術の評価及び評他方法の開発に  

関する研究  

☆地球温暖化対策技術総合評価システムの開発に関する  

研究   

交通関連分野の温室効果ガス7ナリシス，対策技術探  

象 個別技術評価にl対する研究  

堅些堕  

・東アジアにおける酸性・硬化性物質の動態解明に関す  

る研究   

地上観測による酸性t酸化性物質の動態解明に関する   

研究（同イ立体比測定による大気汚染物質の大陸から  

の寄与の推定と惰性物質沈着良マップ作成に関する  

研究）  

☆航空楓 船舶等を用いる酸性，酸化性物質の動態解明  

のための国際共同観測（IGAC計剛こ基づく航空機  

等を使用した国際共同観測）   
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☆大陸からの大気汚染物質の移流解明のための酸性，酸  

化性物質の発生，移流，変質，沈着モデルの作成  

（東アジアにおける酸性，酸化性物質の発生，移流，  

変質，沈着モデルの作成）  

☆酸性物質の生態系に与える影響に関する研究  

☆酸性物質の植物環境系に与える影響に関する研究  

☆酸性物質の臨界負荷量に関する研究  

☆二L∵壌における臨界負荷量に関する研究（土壌一植物系  

における臨界負荷量の評価に関する実験的研究）  

・畢アジアにおける酸性・酸化性物質の制御対策とその  

評価に関する研究  

動植物の相互作用の多様性に関する研究  

・熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究  

☆熱帯林の徴気候形成作用の解明に関する研究   

土隆環境形成における動物の役割に関する研究  

・熱帯林生態系の修復に関する研究   

自然更新機能の解析に関する研究  

・NOAA－AVNIIRR（LAC）画像データを用いた東南   

アジア地域甲植生桁数図及び相生分布図作成手法に  

関する研究  

野生生物  

・森林破壊が野生生物種の減少に及ばす影響の機構に関  

する研究  

・熱帯アジア地域における湿地の生物多様性保全に関す  

る研究  

☆希少野生動物の遺伝的多様性とその保存に関する研究  

☆希少野生動物の遺伝萬多様性に関する研究（希少野生  

動物の遺伝的多様性の現状把擦）（退伝的多様性減  

少の影響の解明）  

☆希少野生動物の生息域外保全及び増殖技術に関する研  

究（希少野生動物の過伝情報管理のシステム化）  

海洋汚染  

・大陸棚海域循環過繹における沿岸一外洋の物質フラッ   

クスに関する研究  

☆海洋生態系の遷移にともなう物質循環フラックスの変  

動機構に関する研究  

☆海産藻矧こよる物質循環機能のモデル化に関する研究   

（海底堆積物の化学組成を用いた長期物質循環変動の  

推定手法に関する研究）  

・海洋汚 染物質の海洋生態系への取り込み，生物濃縮と  

物質循環に関する研究   

海洋プランクトンの海洋汚染物質の取り込み，及び循  

環に関する研究   

イカ類肝臓の蓄積化学物質による全海洋環境監視計画  

に関する研究（肝臓中蓄積物質の検索に関する研究）  

・衛星可視域データのグローバルマッピングによる広域  

環境変動に関する研究   

定期航路連続観潮と衛星データによる海洋環境指標の  

時空間変動に関する研究  

－ペルシャ湾岸の原油汚染等が海洋環境に及ぼす影響の  

評価に関する研究  

☆衛星リモートセンシングによる沿岸域生懲系のモニタ   

リングに関する研究  

些型阜  

・砂浜化と人間活動の相互影響評他に関する研究  

☆乾燥・半乾燥地域における砂漠化に及ぼす人間活動の  

影響評価に関する研究  

☆半乾燥・半湿潤地域のおける砂漠化に及ぼす人間活動  

の影響評価に関する研究（砂漠化と人間活動の相互  

影響評価に関する圏際比較研究）  

（2）総合化研究  

・持続的発展のための世界モデルに関する研究  

・地球環境保全のための社会経済システムのあり方に関   

する国際比較研究  

・環境資源勘定体凛の確立に関する研究（地球規模の環   

境変化を反映した環境資源勘定の手法開発に関する   

研究  

塑堅埜  

・熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究  

☆熱帯林構成樺の成長様式に関する研究  

☆動物群集の動態に関する研究  

・熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関する研  

究  

☆樹冠形成過程の生理生態学的多様性に関する研究  

（3）課題検討調避研究  

☆オゾン層変動による植物影響の国際的モニタリング手  

法の碓立に関する予備的研究  

☆定期航空便を利川したシベリアにおける二酸化炭素，   
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メタンの高度分布の通年に関する予備的研究  ドラインの作成に関する研究  

☆シベリア凍土地帯における植生に関する予備的研究  ☆都市における温暖化防止対策研究の総合化に関する予   

（リモートセンシング及び地上探査によるシベリア  備的研究   

凍土地帯における植生調査手法に関する予備的研究）   ☆北極アイスコア分析による地球環境変動研究の予備調  

☆アジア・太平洋地域における気候変動の影響評価ガイ  査  
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2．地球環境研究総合推進費による研究  

2．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔研究組織）  地球環境研究グループ  

統括研究官  

オゾン層研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  

衛星観測研究チーム  

社会環境システム郡  

資源管理研究室  

化学環境部  

計測管理研究室  

化学毒性研究室  

環境健康郡  

部長  

病態機構研究室  

環境疫学研究室  

大気圏環境部  

郡 長  

大気物理研究室  

大気反応研究室  

高層大気研究室  

大気動態研究室  

生物圏環境部  

環境植物研究室  

地域環境研究グループ  

上席研究官  

新生生物評価研究チーム  

主任研究官  

客員研究員 20名  

安野正之 

○中根英昭・林m佐智了  

井上 元  

笹野泰弘  

天野耕二  

安原昭夫  

披谷邦光・白石不二雄  

三浦 卓  

遠山千春・藤巻秀和・青木康展  

小野雅司・本田 靖  

駕田仲明  

花崎秀史  

今村隆史・盛島泰正  

杉本伸夫・松井一郎・湊 淳  

泉 克幸  

大政謀次・清水英幸  

巾杉修身  

近藤矩朗・佐治 光■中嶋信美  

校本幸雄  

成層圏オゾンを破壊する。フロンのほか，消火剤に含ま，  

れるハロンから放出される臭素原子もオゾン層を破壊す  

ることで知られているが，このほか四塩化炭素，メチル  

クロロホルム等も問題となっている。  

1970年代から警告されていたフロン等によるオゾン層  

破壊は，南極オゾンホールという予測をはるかに上回る  

深刻な事態として人類の前に姿を現わした。また，中緯  

度においても冬季には，モデル予測を上回るオゾンの減  

（研究概要〕   

フロンガス（クロロフルオロカーボン；CFC）は非常  

に安定な化合物であり，無臭，不燃などの数々の特長を  

持っているため，スプレー製品，冷媒，洗浄乱 発泡剤  

などに幅広く使用されている。安定であるために，対流  

圏（地上約15kmまでの大気）中では分解せずに成層圏  

（地上約i5～50kmの大気）に達し，紫外線によって分解  

されて塩素原子を放出し，この塩素原子が連鎖反応的に  
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少トレンドが検出されているが，その原因は解明されて  

いない。西暦1996年までに，成層圏オゾン層の破壊につ  

ながる特定フロン等を全廃することば決定しているが，  

フロン等によるオゾン層破壊がどの程度まで進行し，人  

の健康や生態系にどの程度の被害を与えるのかについて  

の評価は不十分である。また，特定フロン等の全廃を実  

現するための代替フロンの開発が急務であるが，そのた  

めには代替フロンの環境影響評価手法の確立が必要であ  

る。   

このような状況においてオゾン層破壊の研究にまず求  

められるものは，オゾン層変動を総合的に観測する手法  

の評価，総合的観測に基づくデータ解析に関する研究で  

ある。また，オゾン層の破壊によってもたらされる紫外  

線（UV－B）の増大が，人の健康や生物および生態系に  

およぼす影響を定量的に把握することによって初めて，  

フロン等オゾン層破壊物質の規制の有効性を評価するこ  

とが可能になる。さらに，オゾン層保護対策の推進とそ  

の環境影響評価に関する研究により有効なオゾン層保護  

対策の実行が可能となる。   

本研究では，上に述べた研究に対する要請を踏まえ，  

国際的な協力と地球環境研究総合推進費による省標的な  

共同研究の一端を担い，オゾン層の総合的観測放び解晩  

節型レーザーレーダー計測技術の開発，オゾン層破懐の  

健康影響評価，植物影響評価，代替フロンの環境影響評  

瓜 フロン等対策技術の環境影響評価に関する研究を行  

う。  

合的に解析する手法，及び解析に必要な数値モデルによ  

る研究手法に関する研究を行う。  

課題2 オゾン層保護対策技術の開発と評価に関する研  

究（1）ハロン代替物質の環境影響（毒性）評価に関す  

る  研究   

ハロン代替物質（アミン系パーフロロ化合物）が実際  

に使用された場合を想定し，ハロン代替物質そのものの  

生体に対する毒性，及び火災現場におけるハロン代替物  

質の熱分解二次生成物の組成と毒性の評価を行う。  

（2）ハロン及びフロン等代替物質の環境影響（寿命）   

評価に関する研究   

ハロン及びフロン代替物質の寿命の評価に必要なOH  

ラジカルとの反応速度の測定，大気中での分布と輸送・  

消滅等に関する評価を行う。  

課題3 新型レーザげレーダー計測技術の開発に関する  

研究  

（1）衛星利用レーザー長光路吸収計測技術の開発に関  

する研究   

分光計潮法の開発：オゾン層破壊の実態把握のために  

は，オゾンおよびオゾン層破壊に関連する種々の分子を  

高感度・高精度で測定する必要があるが，衛星利用レー  

ザー長光路吸収法ほそのための重要な技術の一つである。  

衛星利用レーザー長光路吸収計測技術の確立のためには，  

測定対象分子ごとの最適な分光測定手法の選汎 有望な  

レーザー光齢こついての特性の評価と最適なレーザー光  

源の選定，測定データから大気微昂分子の高度分布と気  

柱全量を求めるためのアルゴリズムの開発が必要である。  

このために，既存の赤外レーザーを用いた分光測定実験  

とレーザー波長特性調査を行うと共に，測定に必要な高  

精度のレーザー波長掃引換構の開発，信号検出・処理装  

置の検討，データ解析手法の開発を行い，衛星利用長光  

路吸収測定の基礎技術を確立する。  

課題1  オゾン層の総合的観測及び解析に関する研究  

（1）地上からの総合的観測手法の開発とその評価に関  

する研究   

レーザーレーダー，ミリ波分光計等によって，オゾン  

及びオゾン層破壊関連物質を地上から総合的に測定する  

手法の開発と評価を行う。  

（2）成層圏エアロゾルがオゾンに及ばす影響に関する  

研究   

成層圏エアロゾルとオゾンの動態の把握，エアロゾル  

がオゾン層破壊に及ぼす影響に関する実験及びモデルを  

用いた研究を行う。  

（2）衛星搭載レーザーレーダーによる地球大気環境の  

評価に関する研究   

成層圏オゾン層破壊，地球温暖化等に関係する地球規  

模大気環境の評価のための衛鼻搭載レーザーレーダーの  

開発に係る農礎的研究として，衛屋搭載レーザーレーダー  

による地球大気環境評価の具体的目標（目的，目標性能）   

（3）オゾン変動の解析に関する研究  

本課題及びその他の観測によって得られたデータを総  
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大気バックグラウンドでの光分解・光化学反応速度を調  

べ，二次生成物の生成濃度を推定する。また，成層圏に  

おける光分解速度を測定し，分解生成物の定量的関係を  

明らかにする。さらに，代萄フロンおよび二次生成物の  

環境濃度の推定を行い，その生体影響を評価する。  

の設定に係る検開発すべき機器使朋の検討のためのシミュ  

レーション，地球大気環境評価のためのデータ利用方法  

に関する調査を行う。特に，成層圏オゾン層の破壊に関  

係する極成層圏芸，並びに地球温暖化現象と密接に関係  

する雲の広域分布計測に関する調査に重点を置く。  

〔研究成果〕   

それぞれの課題において研究計画に沿った研究成果が  

得られているが，ここでほその一部について紹介する。  

なお，他の成果については，「平成5年度地球環境研究  

総合推進費研究成果報告集」を参照されたい。  

課題4 紫外線の増加がヒトの健康に及ぼす影響に関す  

る研究  

・紫外線による免疫機能等生体防御機能の低下に関す  

る研究   

発がんリスクの促進影響：紫外線，特にUVBの増加  

による免疫系などの生体防御機能の低下機構を，実験動  

物や培養細胞に紫外線を照射し，紫外線塁と発がんの員一  

反応関係，免疫担当細胞への影響，がん関連遺伝子と生  

体防御タンパク質の発現への影響等を検討することによ  

り明らかにし，紫外線による発がんリスクの促進影響を  

評価する。さらには，紫外線による発がんに対する発が  

んプロモーターの影響について検討し，紫外線による発  

がんリスクの促進影響について評価を行う。  

（1）下部成層圏高精度測定用オゾンレーザーレーダー  

の開発   

レーザーレーダーによるオゾンの観榔は高度45km付  

近までのオゾンの高度分布を精度良く測定できる点に大  

きな特長がある。国立環境研究所ではオゾンレーザーレー  

ダーを用いて1988年から観測を続けている。この間，  

1991年のフィリピンのピナツポ火l上，lの噴火により大豊の  

成層圏エアロゾルが成層園に注入される状況を経験し，  

大量のエアロゾルがオゾンの測定に影響を及ぼす可能性  

が明らかにされた。このため，エアロゾルの影響の補正  

を多波長のレーザーレーダーデータを用いて行う手法を  

開発し，ピナツポ火山噴火以降のデータについてはこの  

手法を用いて解析を行っている。その一方，レーザーレー  

ダーシステムの改良によってさらに信赦性の高い観測が  

行えることが明らかにされ，本文で述べるような改良を  

実施した。   

国立環境研究所オゾンレーザーレーダーは成層圏の測  

定を目的とする高高度システムと下郡成層圏以下を測定  

する低高度システムから構成され，ユキシマーレーザー  

とラマンシフターを用いて，高高度システムでは308，  

339，351nm，低高度システムでは277，292，313nmの  

それぞれ3波長を用いて測定を行っている。高高度シス  

テムでは，高度約15km以上の高度で3波長による観測  

が可能であるのに対して，低高度システムでは，277nm  

が高度数kmで減衰してしまうため，全測定領域で3波  

長のデータが得られない欠点があった。また，低高度シ  

ステムで用いる3波長は，それぞれ波長の差が大きいた  

めエアロゾル濃度の高い下部成層圏および対流圏におい  

てはエアロゾルの影響が大きく，また，精度の高い補正  

を行うことは国難であった。   

課題5  紫外線の増加が柄物等に及ぼす影響に関する研  

究  

・紫外線の植物への影響の作用機構に関する研究   

オゾン層破壊により増加する紫外線UVBによる，植  

物の成長，増殖の阻害作用機構を明らかにするために，  

290～320nmの紫外線について，高等植物の成長阻害の  

作用スペクトルを明らかにすると≠いこ，紫外線受容物質  

の推定，UVBの活性酸素防御系酵素に与える影響，可  

視光による回復，種々の植物種，環境条件における紫外  

線の影響の比較，可視障害の画像診断法の検討を行い，  

紫外線の植物への影響の作用機構を解明する。また，微  

細藻類の増殖・光合成に及ぼす紫外線の影響の藻類種間  

差について検討する。さらに，環境条件と紫外線吸収物  

質合材昆および紫外線感受性との関係を比較し，植物の  

紫外線防御機構を推定する。  

課題6 フロン等代替物質の開発と環境影響評価に関す  

る研究  

・フロン代♯物質の開発および環境影響評価に関する  

研究   

フロン代替物質の対流圏分解物質の環境影響評価に関  

する研究：物理化学的手法を用いて，フロン代替物質の  
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以上の問題点を解決するために，低高度システムに新  

たに，Nd：YAGレpザーの第四高調波（266nm）で励  

起した重水素の誘導ラマン散乱を用いた波長289nmを追  

加した。この改良によって，高度10数kmまでのオゾン  

の測定を比較的エアロゾルの影響を受けずに行うことが  

可能な近接した2波長，289，292nmの波長組のレーザー  

光源が得られるようになった。また，約20kmまでの低  

高度システムの観測領域の全高度において3波長以上の  

レーザーレーダー信号が得られるようになり，多波長の  

組み合わせを利用したエアロゾルの影響の評価も可能と  

なった。   

YAGレーザーとぅマンシフターは，従来のエキシマー  

レーザーの光学系の＿】：層に新たに光学定盤を増設して設  

置された。また，298nmの受信チャンネルは従来の292  

nmのチャンネルと共通とし，エキンマーレーザーと  

YAGレーザーの発射のタイミングをずらすことによっ  

て信号を分離した。これを行うために受信信号系につい  

ても改良を加えた。  

している。また同時に，極渦の安定性の辟論的解析を行  

い，現象の力学的特性を解明するものである。   

本年度は，昨咋度まで用いてきた，回転球面上の水平  

2次元流体に対する数値計算プログラムの3次元化を行っ  

た。これまでの水平2次元モデルは，鉛直方向には，  

‘－一層”のモデルであったため．大気の鉛直密度分和  

風速の鉛直分布の効果などを陽に調べることが不可能で  

あったが，この3次元モデルにより，これらの影響の予  

測が可能となる。   

用いた方程式系は，基本的には準地衡風近似を用いて  

おり，3次元的な渦位（potentialvorticity）の保存の  

式である。準地衡風近似では，従属変数の数が少ないた  

め，通常の大気大循環モデルのような複雑な現象の再現  

はできないが，高い計算精度が得られるというメリット  

がある。この式は，古くは成層憧の突然昇温の数値予測  

に用いられた方程式系（Matsuno，1971など）の非線形  

版とも言えるものである。これにより，極渦の時間発展  

に伴う大変形など，力学系において非線形効果が鮎著と  

なる場合でも，現象の本質を正しく再現できると期待さ  

れる。計算方法としては，水平方向にほスペクトル法，  

鉛直方向には差分（格子点）法を用いている。   

このモデルを用いて，これまで行ってきた，数値成層  

による榛渦の3次元安定性の変化に関する理論的解析の  

結果の具体的な検証も可能となる。今後，この3次元モ  

（2）極渦崩壊シミュレーションモデルに関する研究   

オゾンホールの挙動の多くは，力学的に形成される棒  

渦の時間発展と密接に関係している。したがって，木研  

究では，極渦の数値シミュレーションモデルを開発し，  

オゾンホール現象の本質的部分を予測することを目標と  

図1熱分解装胃と分析システムのブロック図  
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ないために実験結果の比較ができず，装置の性能評価が  

難しくなる。現在，熱分解装置は極めて安定した性能を  

示している。この熱分解装置ならびに分析システムの概  

略を匡＝に示す。熱分解装置の性能として重要なものは，  

温度制御とガス導入系の安定性である。温度制御はGC  

装置で用いられている方式を採用し，温度変動をlOc以  

内に抑えることができた。ガス流員制御についてもGC  

装置のものを採用して，その安定化を図った。現払 一  

定濃度のバッグ入りガス試料を低流速で装置に送り込む  

ための部分がまだ安定化していない。熱分解生成物の分  

析は複数の手段を組み合わせる方法をとった。無機系の  

壬生成物（二硬化炭素，一針ヒ炭素，塩化水素，塩素，  

二酸化塩素，ホスゲン）は連続式ガスモニターで測定さ  

れる。ただし，フッ素化合物ではフッ素，フッ化カルポ  

ニルなどの生成物はガスモニターがないので，アルカリ  

の水溶液でフッ素イオンとした後，イオンクロマトグラ  

フィーで測定される。微量有機成分は溶媒吸収法あるい  

は低塩凝縮法で濃縮捕集後，GCおよびGC／MSで分  

析される。この分析システムでの問題点は，熱分解温度  

の上昇に伴って，無機系の壬生成物の濃度が大きく増加  

するために，連続式ガスモニターの測定範囲を超えてし  

まうことである。現在，ガス希釈をして測定が広範囲に  

できるように改良を検討中である。  

デルを用いて，種々の風速，鉛直密度分布に対する極渦  

の時間発展を具体的に解明していく予定である。   

十九 これまで行ってきた孤立した極渦の安定性に関  

する理論解析の発展として，本年度は，渦が一定の風速  

のシアーの巾に置かれた場合の安定性の変化を調べた。  

これは，大気［1〕に現れる現実の渦が，実際には孤立した  

桐ではなく，何らかの基本流（外場）の中に置かれてい  

ることを想定したものである。その結果，渦の置かれて  

いる外場が，渦と同方向回転の渦の性質を持っている場  

合には，鉛直成層による3次元的不安定性は弱いが，渦  

と反対方向回転の渦の性質巷持っている場合には，鉛直  

成層による3次元的不安定性が重要となることが分かっ  

た。  

（3）ハロン代替物質の熱分解二次生成物に関する実験  

的研究   

ハロン代替物質を熱分解するための装置および分析シ  

ステムを作り，その性能をチェックするために，1，1，1  

トリクロロエタンで熱分解を行った。対象物質として  

1，1，1一トリクロロエタンを選んだのは，これらの塩素系  

物質については既にいくつかの報告が発表されているの  

で，実験結果の比較ができるためである。フッ素系化合  

物を対象物質とした場合，熱分解実験の報告がばとんど  
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2．2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

〔研究組織〕  地球環境研究グループ  

統括研究官  

上席研究官  

温暖化現象解明研究チーム  

社会環境システム部  

情報解析研究室  

化学環境部  

部 長  

計測技術研究室  

動態化学研究室  

大気圏環境部  

部 長  

大気物理研究室  

安野正之  

古川昭雄  

○井上 元■野尻幸宏・向井人史・竹中明夫・町田敏暢  

m村正行・安岡善文・山形与志樹  

森田邑敏  

横内陽子  

田中 敦  

鷲田仲明  

鵜野伊津志・光本茂記・高薮 緑・花崎秀史・沼⊂1敦・  

菅田誠治  

今村隆史・触 金一・盛島泰正  

泉 克幸・内山政弘・酒巻史郎  

大気反応研究室 

大気動態研究室  

生物圏環境部   

環境微生物研究室  広木幹也・渡辺 信  

客員研究員 21名， 共同研究員 8名  

いる。温室効果気体の変動にかかわる研究が温暖化現象  

解明の研究の一つの柱である。   

それには，生物地球化学的過程として，①生物圏・大  

気圏・海洋圏の大気微量成分のフラックス，②大気徴員  

成分の大気圏内過程，③表層・深層水の生物地球化学，  

④陸域生態への施肥効果と炭素循環，⑤陸域から海洋生  

暦系への物質入力などの分野における研究が必要である。  

国立環境研究所で行っている温暖化現象解明の研究のう  

ち，（1）「シベリア凍土地帯における温暖化フィードバッ  

クの評価に関する研究」は，①のプロセスを，地球上で  

最も研究が遅れており，しかも，面積的に大きいフィー  

ルドであるシベリアを対象として研究するものである。  

（2）「地球温暖化にかかわる二硬化炭素・炭素循環に関  

する研究」においては，①に関連して土壌中の微生物プ  

ロセスおよぴ③に関連して炭素の深層水への輸送プロセ  

スを研究している。（3）「メタン・亜酸化窒素の放出源  

およぴその放出量の解明に関する研究」においては，①  

③に関連して湖沼から大気中へのメタン放出メカニズム  

〔研究概要〕   

地球温暖化は人間活動の大規模化に伴う対流圏大気中  

の二簡化炭素，メタン，亜酸化窒素，フロン難およびオ  

ゾンの増加によって引き起こされる。化石燃料の燃焼や  

森林場伐採に伴うバイオマスの消費に起因する大気環境  

中の二硬化炭素の増加，反窮動物である家畜の増加，化  

石燃料の採胤 有機物の処理などに伴うメタン放出量の  

増加，あるいは，メタンの大気中での消滅速度の低下に  

起因する大気中メタンの増加，窒素肥料使用量の増加に  

伴う亜酸化窒素放出量の増加，フロンや代替フロンの放  

出，窒素酸化物の放出量の増大に起因する対流圏オゾン  

濃度の増加などが，人為活動による直接的原因として指  

摘されている。さらには，気候変動に伴う大気海洋間の  

二硬化炭素交換の変化，陸域植生の変動による二酸化炭  

素の収支の変化 湿原の拡大や気温上昇によるメタン放  

出昆の増加など，温暖化と降雨の変化による二次的影響，  

フィードバック効果も，温室効果ガスの自然環境による  

吸収■放出員に変動に大きな影響を及ぼすと考えられて  
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の解明を行っている。（4）「地球温暖化にかかわる対流  

圏大気化学の研究」では，（塾の化学反応の研究を行って  

いる。   

温暖化のフィードバック効果を見積もるには，生態系  

とその運動を理解するために，①構造と機能の長期的な  

観測，②気候とその他のストレスに対する応答，③物理  

的・生物学的プロセスの相互作用，④相互作用・フィー  

ドバックり各苔のモデル，⑤生産と賢仮のモデルなどの  

研究が必要である。（1）「シベリア凍土地帯における温  

硬化フィードバックの評価に関する研究」では，②に注  

目して樹木の成長と寒冷ストレスに対する応答の研究を  

①の視点から開始しているが，③④についてはまだ研究  

の緒についた段階である。   

温暖化現象解明の研究のもう一つの柱は，上記のよう  

な温室効果気体の急激な増加に伴い，どのような気候変  

動が引き起こされるかを，大気・海洋■生物の各悶の相  

互作用を含むグローバルな気象モデルによって予測する  

ことである。これも長期的■総合的に進めるべき課題で  

あり，そのためには，気候と水文学の研究として，①エ  

ネルギー収支における雲の役割，②海洋循環と熱フラッ  

クス，③陸，大気，海洋の水とエネルギーのフラックス，  

④気候結合システムと定量的リンク，⑤海洋圏，大気圏，  

水圏の相互作用などの分野における研究が必要である。   

国立環境研究所で行っている温暖化現象解明の研究の  

うち（5）「気候変動モデルによる気候変動評価‾に関す  

る研究」は，まず，大気圏におけるエネルギーと運動員  

の輸送を含んだモデルを開発し，海洋循環と結合したモ  

デルに発展させ，さらには，生物圏や水圏を含む水とエ  

ネルギーの循環モデルを含んだ信頼性の高い気候予想モ  

デルの構築を計画している。この目的で，いわゆる大気  

循環モデルの開発を進めると共に，熱帯域で①の研免  

接地境界層での③や⑤のプロセスをモデルに組み込むた  

めの基礎的研究などを行っている。   

湿地の植物生産により固定された炭素は，小動物や微生  

物の活動蘭間が短いため腐敗せず，腐植として大壷に蓄  

積されたり泥炭化して永久に固定化される。熱帯域や中  

緯度では，土壌中の炭素は植物生産による蓄積速度と二  

酸化炭素として放出される竃とが自然の状態ではバラン  

スしているが，シベリアのような寒帯林や湿原では炭素  

の蓄積が進行しているという説もある。また，大気中の  

二酸化炭素濃直の増加や大気中に放Llほれる窒素酸化物  

などが肥料となり，生物の一次生産の増加，温暖化の進  

行によるバイオマスの増加などをもたらしている可能性  

が指摘されている。シベリアの森林は夏期に乾燥するの  

で自然森林火災が頻発しており，全体として自然林でも  

樹齢は比較的若い。そのため環境の変化に対し適応が早  

く，気候変動に対応して二駿化炭素のシンクとして働き，  

負のフィードバックとなる可能性がある。   

他瓦 西シベリア大低地には現在世界最大の湿原地帯  

があり，メタンの大きな発生源であると見られる。同時  

に，化石燃料として天然ガスの採掘が行われており，人  

為的なメタン発生源である可能性もある。ここからのメ  

タンの発生量を推定することば，世非全体のメタンの収  

支を明らかにする＿1二で重要である。さらに，自然湿原か  

らのメタンの発生塵を支配する要素を解明することは，  

将来の気候変動の下でのメタンの発生員の増減を予想す  

る上で必穿iの研究プロセスである。   

シベリア・アラスカ・カナダ・グリーンランドなどに  

存在する永久凍土地帯は陸域の20～30％を占める。これ  

らの地域でほ，厳しい環境にもかか．わらず針葉樹林があ  

り南部では農業も行われている。シベリア中央部は近年  

温暖化により永久凍二Lの氷解，地盤の軟弱化，倒木の増  

加を招いており，裸地化がさらに凍土の氷解を払いてい  

る。このため，湿地が増加し，大意に蓄積された腐植が  

嫌気性細菌により分解され，メタンとして大気中に大量  

に放出されている可能性がある。また，凍土深層部にあ  

るメタンハイドレートの氷解によるメタン発生の可能性  

も指摘されている。これとは別に過去の嫌気性細菌の活  

動により生成し，凍土の氷や土壌の巾に閉じ込められて  

いるメタンも膨大な塁になることが分かってきた。この  

氷角利こよるメタン放出も見積もる必要がある。   

以上のように，シベリアの自然が地球環境に及ぼす影  

響は大きいにもかかわらず，実際の観測や研究はロシア  

自身ではほとんどなされておらず，生物地球化学的過程  

を理解する上で杜桔となっている。また，温暖化のフィー  

上記のような総合的な研究の推進という視点を持ちっ  

っ，国際的・省際的な研究協力や分担を考慮して，国立  

環境研としてこの分野に最も寄与できる課題を重点とし  

て，以下の研究を行っている。  

（1）シベリア凍土地帯における温暖化フィードバック   

の評価に関する研究  

シベリアの亜寒帯，寒帯，極域に分布する森林や草原，  
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同位体比の測定を行ったところ60パーミル前後であり，  

主として生物起源のメタンであると考えられた。メタン  

の炭素安定同位体比は，グローバルなメタンの収支を推  

定する鍵となる因子であるので，今後調査範囲を広げ，  

シベリア地域から放出されるメタンの炭素安定同位体比  

を推定することが必要である。  

ドバック効果は高緯度で最も艶著に現れると予想され，  

シベリアでのそれを見積もることも重要である。このよ  

うな観点から，1991年度より本研究課題を開始した。  

1991年の準備活至臥1992年の予備現地調査に引き続き，  

1993叩から本格的な調査・観潮研究が展開されている。  

日本から50名余り，ロシアからも50名をこえる研究者や  

技術サポートスタッフの参加を得て，国際的にも注目を  

集める国際研究計画に発展している‾。  （3）地球温暖化に係わる対流圏大気化学の研究   

地球温暖化現象は大気中の微量成分の増加（蓄積）が  

その最も基本的問題である。大気中微量成分は自然およ  

び人為的起源からの大気への放出がまずあり，その後大  

気中で太陽光による光解酪 OHラジカルなどによる大  

気中でのラジカル反応を起こし，それによる消滅あるい  

は新しい二次生成物の生成といった種々の過程のフィル  

タを通して最終的には安定化学物の蓄積が行われる。こ  

れらの過程の解明がいわゆる対流圏化学の中心であり，  

地球温暖化現象が対流圏の問題である限り，これらの研  

究なしには温暖化の現象解明は進行しない。本研究は地  

球温暖化の現象を対流圏化学の立場から解明する試みを  

なすもので，大気化学反瓜こ係わる基礎データの測定と，  

温暖化現象と深くかかわり，かつ対流圏化学の中心問題  

の一つである対流圏オゾンの増加原因解明を二本の柱と  

した研究である。基礎データの測定は対流圏化学反応モ  

デルの構築を通して，対流圏オゾンの増加の原因解明に  

寄与し，対流圏オゾン増加にかかわるNOェ，オゾン，  

BOC，炭化水素の測定とオゾン増加の実懇把鼠 さら  

にその動態のモデル研究は，逆に対流圏オゾン増加原因  

解明にはどんな基礎データが必要であるかを示すもので  

ある。 以上の研究から，対流圏大気反応モデルの充実  

と，それによる対流圏オゾンの今後の増加予測ひいては  

温暖化の将来予測の強化がなされ，対流圏化学の立場を  

柱とした温暖化現象解明が行われるのであり，本研究は  

温暖化現象解明研究にとって不可欠である。   

以上木研究は温暖化の現象解明を対流圏化学の切り口  

から行う研究であり，大気中のラジカル（特にRO，  

RO2を「い心とした）反応速度・機構の研究，大気中の  

放出された微量気体の光解離過程の研究による基礎デー  

タの蓄積と，温暖化に貢要な対流圏オゾン増加の原因解  

明をNO∫，炭化水素，オゾンの相関を中心に行い，モ  

デルによる全体の評価を行う。研究内容は以下である。   

1）大気中微i託成分の消滅・生成に係わるフリーラジ  

カル反応速度・機偶の解明  

（2）凍土地帯の湖沼・湿原からのメタンの放出に関す  

る研究   

主要な温室効果苛体であるメタンについては，天然水  

域からの放出員が重要な部分を占め，熱帯と並んで寒露  

域の湿原の寄与が大きいとされる。本研究では，東シベ  

リア地域のアラースとよばれる小湖沼のメタン放Jhの測  

定と解析を行った。7ラースは永久凍土が広く分布する  

東シベリアタイガ地帯に点々と数多く分布する小湖沼で，  

凍土の融解水によって確毒されている。大きなものは直  

径数kmの大きさであるが，干上がる寸前のものは数十  

mの大きさで，周辺の草地が放牧に利用されていること  

も多い。今年度はヤクーツク市西部のレナ川河岸段丘l二  

の6カ所のアラースで，チャンバー法によるメタン放出  

量測定，湖底泥から採駁したガス試料のガス分析とその  

同位体分析を行った。チャンパ¶法による放出屋は，湖  

面，湖岸滞，周囲の草地の■それぞれで測定した。最大の  

放出量は湖岸の湿地帯でみられ110～1900mgCH4／m2／  

da）′の範囲であった。湖面からの放出量は130～830mg  

CH4／m2／dayであった。周囲の草地からも数101ngCH4／  

m2／dayの有為な放出量が見られることが多かったが，  

放出の認められないところもあった。周辺草地を含む平  

均値としては2DOmgCH4／m2／day程度と推定されるが，  

大型のアラースでは湖水面からの放‘1jが主体，小型のア  

ラースでは周辺草地からの放出が主体であることが分かっ  

た。寒帯の湿原の放出鼠として従来の報告値よりやや高  

いものであるが，夏の最大値と考えられる妥当なもので  

あると考えられた。湖水は酸素を十分に含んでいるが，  

湖底泥は完全に嫌気状態にある。底泥に含まれる気泡を  

水深の大きい（ユm以上）のアラースで採取したところ，  

60～80％がメタン，数％が二酸化炭素，妓りが窒素とい  

う組成であった。水深の浅いアラースでは，メタン濃度  

が減少する分だけ窒素の濃度が高まるが，酸素濃旺が窒  

素とともに高まるわけではない。そのメタンの炭素安定  
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国立環境研究所で開発された通常世界で用いられてい  

る装置の100倍の感度を持っ光イオン化質量分析計を中  

心とした，紫外吸収，レーザー誘起ケイ光法などの物理  

化学的手法により，大気中の反応において重要なフリー  

ラジカル反応速度・機構を測定する。光化学チャンバー  

による機構解明も行う。   

れは土壌有機物の分解をになう土壌微生物群の土壌中で  

の存在彙と活性の変動が大きく，また偏在しているため  

であると考えられる。そのため，土壌に供給される植物  

適体あるいは土壌に蓄積された有機物の土壌中での分解  

i．こかかわっている微生物塁およぴその分解活性とそれら  

に影響を及ぼす環境要因との関係を明らかにすることは，  

土壌圏に蓄積されている有機物量の変動とその機構を明  

らかにしていく上で重要な課題である。これらの点を背  

景として，本研究課題では平成5年度より3カ年の計画  

で，主として温帯域の森林土壌において，土壌からの二  

酸化炭素発生員の変動とその変動要因について土壌微生  

物群集と環境条件のかかわりにおいて明らかにする事を  

目的として研究を行っている。  

2）対流圏におけるオゾン増加原因の解明に関する研  

究   

今後，温暖化において最も重要な大気二次生成物の一  

つであると予想される対流圏オゾンの増加の原因を解明  

するために，窒素酸化物（NOご，NO｝・）炭化水素頬  

（BOC，HC）の大気中での濃度とオゾン濃度の相関を  

中心に測定を行い，対流圏オゾン増加の実態を把握する。  

さらに対流圏化学反応と物質輸送モデルにより，現象全  

体の評価を行い，対流屡オゾン増加の将来予測，塩感化  

の将来予測に貢献する。  

（5）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

二硬化炭素その他の温室効巣ガスの増加に伴い，地表  

面近くの大気温度の上昇，降水分布・乾燥度の変化等の  

気候変動がもたらされることが予測されている。その気  

候変動が人類の生活・産業にとって好ましくない影響を  

及ぼすことが懸念され，二酸化炭素の排出量を制限する  

などの対応策が議論されている。しかし，その基礎とな  

るべき気候変動予測には多くの不確実性が残されている。  

したがって，信頼できる予測を与えるような優れた気候  

モデルの開発を行うことが緊急に必要な課題である。   

現在の気候モデルにおいて気候予測の不確定性をらた  

らしている大きな要因としては，海洋循環過程，種々の  

陸地両過程，および雲に関連した諸過程等の取扱いの不  

十分さがあげられる。そこで，精密な気候モデルの開発  

と気候システムの諸過程の解明を目的として1991年度よ  

り本研究課題を継続している。本研究課題では，以下の  

サブテーマ   

①気候モデルの開発・改良に関する研究   

②気候変化に係わる雲の大気物理過程の解明に関する  

研究  

を設定し，研究を行った。第1の課題では特に従来の大  

気大循環モデルでは不十分であった様々な，物理過程の  

改良（大気放射過程パラメタリゼーションの高精度■効  

率化 雲水量予報スキームの導入，陸面過程の精軒化等）  

を行い，昇2世代の大気大循環モデルの基礎を確立した。   

一方，第2の課題では，熱帯の積雲対流活動の短周期  

変動が緯度，季節，エルニーニョ等の大規模気候変化に  

よりどのように変化するかを解析し，地球規模の大気状  

（4）地球温暖化にかかわる二酸化炭素，炭素循環に関  

する研究   

温室効果気体の濃度変化およびその変動機構を解明す  

るには，二酸化炭素，メタン等の主要な温室効果気体の  

構成物である炭素の大気，海洋，土壌および生物圏での  

動態を明らかにする必要がある。このうち，陸上生態系  

においては土壌有機物および植物休等の形で存在する炭  

素量は大気中に存在する炭素量の3倍以上になると言わ  

れており，植物により固定された大気中の二酸化炭素は，  

これらの植物体が枯死した後，土壌中で微生物により分  

解され，炭酸ガスあるいはメタン等の形で大気圏へ戻る。  

温帯域の安定な生態系では通常，これらの大気中の二酸  

化炭素の植物による固定塁と土壌中■の有機物の分解量の  

バランスが保たれていたと考えられるが，気候変動ある  

いは人為的なかく乱により二駿化炭素の固定員および土  

壌有機物の分解量が変動すると，植物による生産量が土  

壌中での有機物の分解量を上回ると土壌中の有機態炭素  

の蓄積量は増加し，また，分解量が生産量を上回ると土  

壌中に蓄積されていた有税態炭素は減少して二酸化炭素  

あるいはメタンとして大気中に放出され，大気中のこれ  

ら温室効果気体の濃度の増加をもたらす。一方，土壌中  

での有機物分解はこれまで土壌からの炭酸ガスの放出速  

度などで測られたが，場所的変動が大きく，また，温度  

や水分条件にも大きく依存することが知られており，こ  
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態と雲活動との関係を調べ た。気象衛星による雲のデー  

タを統計的に解析し雲の組級化の特徴に鮎著な季節依存  

性；緯度・海面水温分布依存性が存在することを示した。  

また，この積雲対流活動の研究の成果は，気候システム  

の持っ複雑で様々なフィードバックプロセスの理解と気  

候モデルの時間・空間スケールに適合したモデル化の重  

要性を明らかにした。以上の研究成果をもとに，大気t  

陸面過程，及び，二大気水循環・雲過程を中心とした気  

候のフィードバック過程の大循環モデルヘの適切な導入  

手法の研究と，全球の大気と海洋を同時に取り扱う大気  

・海洋結合モデル開発の基礎研究を開始した。  

が行われた。   

二酸化炭素は非分散赤外吸収法による連続測定器で測  

定し，330ppmと3鋸ppmの標準ガスで校正を行った。す  

でに1992年の測定で測定精度は0．3ppmが達成できてい  

るので，あらたにデータ解析が容易になるように標準ガ  

スや試料の分析状況を中央データ収録システムに記録す  

る方式をとった。   

メタ／はすでに1992年から，FIDガスクロで測定し  

0．012ppmの測定精度を達成している。しかしながら一  

回の測定に約4分必要とし，一つの信頼できる値を求め  

るのに20分も必要とする欠陥があった。このため高度分  

布を測定している間に混合層の高度など気象条件が変動  

することもあった。このため連続測定器の開発が必須の  

条件であったが，東京大学の遠嶋助手の協力を得て機上  

で触媒燃焼＝FID検出方式による測定を成功させた。こ  

の方式は酸化触媒の温度を制御して非メタン炭化水菜の  

燃焼メタンの不燃焼の条件で，非メタン炭化水素を除去  

し，ガスタロを適すことなく直接FID検出器で測定する  

ものである。区＝にこの装置の概略図を示す。   

（研究成果〕  

（1）シベリアにおける二酎ヒ炭素の収支に関する研究  

1991年既に，ロシア科学アカデミー凍土研究所およぴ  

ロシア気象委員会中央高層大気観測所（CAO）との共  

同研究の合意文書に署名し，共同研究の条件を整えた。  

1992年度はこれに基づき北海道大学，東北大学などの腕  

力を得て，西シベリアのチュメニを基地とした航空機観  

測，東シベリアのヤクーツクを中心とした調査・観測を  

行った。1993年度は，ロシア科学アカデミー微生物研究  

所，生態森林生産研究センターとの協力関係も新たに開  

始した。日本側からは，国立環境研究所，農水省森林総  

合研究所，北海道大学，東北大学，東京大学，東京工業  

大学，東京ガス，地球・人間環境フォーラムからの研究  

者が現地調査・観測研究に参加した。  

1）航空機による温室効果気体の観測   

CAOの気象観測機イリユーシンー18を共同運航し，二  

願化炭嵐 メタン，オゾン，水蒸気など温室効果気体の  

空間分布測定を連続測定器を剛、て行った。また，これ  

に関連する一酸化炭嵐 二酸化硫黄，水素などを機上で  

測定すると共に，金属やガラスの容器に採取した大気試  

料を実験室で分析し，二酸化炭素，メタン，一酸化二塁  

嵐 二酸化炭素の安定同位体などをの濃度を求めた。   

使用した航空機は100人乗りの旅客機を気象観測用に  

改造したもので，GPS，高度レーダーなどのナビゲーショ  

ン装置，日照や地表面温度の測定器を含む気象測器を装  

備している。観測器用の机などが設置されているため，  

搭乗できる観測員の人数は32人である。日本側からは13  

名が搭乗し，上記の観測に当たった。ロシ7側は気象観  

測の他に，メタンとオゾンの測定を独自に行った。  

1993年の航空機観測では，1992咋に比べ幾つかの改良  

2）メタンフラックスの測定  

1992年は西シベリア低地の中心にあるハンチマンシス  

ク付近で，7月18日から22日まで，湿地からのメタンの  

発生量を評価することを目標とした観測を行ったが，  

1993年はほぼ同時期の7月21E】から26日までニジェノバ  

ルトフスクを中心に観測を行った。   

大気中のメタン濃度は地表からの発生量と，接地境界  

層から上部対流圏への垂直運動によって決まる。垂直の  

運動は乱流により，乱流は地上が太陽熱で熟せられて生  

じるので図2のような日変動を示す。大気が安定になる  

日没から日の出にかけては，地表面からのフラックスは  

あるが接地逆転層内にトラップされているので，ある高  

度でのフラックスはゼロとなる。地表廟が太陽光で熟せ  

られ大気の状態が不安定になり上下の混合が始まると，  

それまでトラップされていた高濃度のメタンを含んでい  

る大気が上方に輸送され大きなフラックスを示す。混合、  

が盛んになる午後には地表面のフラックスとある高度で  

のそれは等しくなる。   

原理的には，もし，航空機観測でメタン濃度と乱流の  

強さを測定すればメタンの発生量が計算できることにな  

る。風の垂直成分は，それによって引き起こされる航空  

機の上下の加速度（加速度センサーと1NSで独立に測定）  
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図1 シベリア航空機観測のメタン測定システムの概略図  

メタン濃度は触媒変換／FrDとガスクロ／FIDの両方で測定している。  

高度（m）  P＝－K（∂c／∂z）＝－（Kl＋K2）（ClC2）／2（z2－Zl）  

一120  

．．．、．＿＿220  

＿ 320  

一一 420  

【m－ 520  

620   

で求まる。但し，pはメタンの渦フラックス（mg／ポh），  

Cはメタン濃度（mg／d），・Kは渦拡散係数（ポ／h）であ  

る。航空機で二高度を飛行L，それぞれの高度での渦拡  

散係数とメタン濃鑑を求める。メタン濃蔭は触媒燃焼＝  

F工D方式により，連続的に求めた値を使用する。風の垂  

直成分を数分間測定し渦拡散係数を求める。高度を変え  

て測定する間隔は15分程度であるので，この間に大気の  

状態は大きく変わらないとして，上の式でフラックスを  

計算したものを図3に一例として示す。左端は樹木のほ  
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図2 フラックスの口変化の高度による違いを示す概念図  
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と飛行機のピッチ角の変動（傾斜計とINS）によって測  

定される。この方法はCAOによって開発されたもので  

20％の誤差が見込まれる。これは10Hz以下の変動に対  

して十分な感監を召する。メタン濃度はl二記のように遠  

嶋が担当し測定を行ったが，測定器の応答は0．1Hz以下  

である。したがって，いわゆる渦相関法によって直接フ  

ラックスを測定することはできない。   

直接渦相関饉でフラックスが測定できない場合は，濃  

度勾配法によって求める。それは次式  

ロ  コD  40  る0  80  

コンタ川 イルティシュ川  

図3 西シベリアにおけるメタンフラックスの空間分布とその時刻  

変化  
Zは地表面の海抜高庇 Plは9～】0時，P2は10～11晩  

P3は11～12時の顔け定値。  
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りつけることが必要と考えられる。もう一つの方法は，  

渦相関法を変形したコンディショナルサンプリングとい  

う方法である。これは垂直の風の成分が上向きの場合と  

下向きの場合とに分けてサンプリングを行い，その差を  

後で高精度で測定してフラックスを求めるものである。  

さらに，渦拡散を担っているのは，比較的大きな風速の  

渦であることが分かっているので，サンプリング時にあ  

る大きさ以上の風の時のみサンプリングをするようにす  

れば，上向きと下向きのメタンの農度差が大きくなるの  

で測定精度ほ向上する。   

航空機による測定は大きな長所があるが，高頻度で大  

型航空機を使うことば費用が膨大になり不可能である。  

そこでメタンの測定と加速度，傾斜角の測定に特化した  

小型の装置を開発し，小梨の飛行機で高頻度で測定する  

ことを考える必要がある。   

さらに，長期に連続的に測定を継続するには，地面に  

箱をかぶせてその中のメタン濃度の増加を測定するチャ  

ンバー法や，地上での渦相関法による測定を継競する必  

要がある。   

とんどない湖沼の多い湿原であり，55km地点でオビ河  

支流をわたり，樹木と湿原の混在した姐執こ続いている  

（図の最も下の線が地表面高度を示す）。これに対応し，  

メタンのフラックスは湖沼地帯で小さく，河の上で極値  

を示し，森林のある湿原で大きな値となっている。夜間  

や早朝には河は一般に周辺より温度か高いので，周辺の  

空気を集めて上昇気流を作るので，このような大きなブ  

ラックスとなったものと考えられる。湖沼では湖水中で  

の酸化プロセスがあるので，水位がゼロに近い湿原より  

メタンの発生塁は少ないことが知られている。また，熱  

容童が大きいためこの時刻では混合が弱いためとも考え  

られる。午前9時台は∂皿g／ポhで，10時台になると22  

mg／ポhと3倍に増え，11暗から12時台にかけては再び  

7曙／ポhに戻っているp これは図2に対応した現象と  

考えられる。   

このオビ河流域は，オビ何のそそぐ北極海から約3000  

km離れているが，海抜は100mに過ぎず，降水はほとん  

ど海に向かって流れないので，広い範囲にわたって湿原  

や湖沼が分布している。その植生や水位は多様かつ複雑  

で，生物起源のメタン発生凝は場所による依存性が強い。  

上記のようなメタンの空間分布の空気力学的な解析から  

フラックスを求める方法ほ，ある広がりでの平均値を示  

しており，この地域の全メタン放出量を推定するには有  

効な方法といえる。さらにフラックスの日変化全体，場  

所によるフラックスの違い，その季節変化などから年間  

のメタン放出量を推定する必要があるが，今回の測定で  

その手がかりがつかめた。   

将来の課題としては，次の3点が残されている。   

①航空機によるフラックスを渦相関法で直接測定する  

二∴   

②航空機による測定を高頻度で測定するためのシステ  

ムを開発すること。   

③長期に連続測定を行うために地上での渦相関法測定  

を開始すること。   

①の航空機による直接測定は，メタン濃既の変動を高  

速でかつ高感度で測定する必要が有る。応答を早めるた  

めには触媒を用いないで炭化水素全景をFIDで検出する  

はかない。非メタン炭化水素の割合はこの辺りではiO％  

以下と予想され，フラックスの測定精度の範囲内である。  

また，大きな炭化水素を吸着除去できればほぼ無裾でき  

る。将来的には巾赤外のレーザーによる測定を計画して  

いるが，川Hzの応答を実現するには機外に光学系を取  

3）地上での長期連続観測   

航空機による観測が空間的な把握ができ全体的な素描  

が得られるという特徴とするが，時間的にある限られた  

一時期のものであるという制約を持っている。これと相  

補的な観測として，地＿l二で長期連続観測を行うことは大  

気圏・生物圏の相互作用を把握する上で妥要である。   

凍土地帯のほぼ中央にあるヤクーツク近郊で，ロシア  

科学アカデミー凍土研究所との共同研究として二酸化炭  

素・メタンの大気しい濃度の通叶観測を開始した。二酸化  

炭素やメタンの地表面濃度は気象条件などにより大きく  

変動することが予想されること，また，研究予界が少な  

いことから，潮定精度は劣るか安栖で，維持費も少なく  

て済むガスクロによる測定法を採用した。   

項地は世界中で最も大陸性の気候であることから，麦  

と冬の寒暖の差は激しく，月平均気温で70皮，最高最低  
気温ゐ差は100皮を超える。199】坪庭ヨf前調査を行い，  

1992年旺に測定に必輩なガスを現地で生産する装置を含  

んだ自立抑こ観測が可能なシステムを闘発，設置した。   

観測場所はヤクーツクの西約40kmにあるテレビ・ラ  

ジオの中継所を選慮Lた。その理由は．①北西風が卓越  

する風配であるヤクーツクの西方にあるためヤクーツク  

市の排ガスの影響を受けないこと，②高度120mの鉄塔  
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があり，80m以‾Fのどの高度からでも大気の採取が可能  

であること，③比較的安定な電力の供給があり，停電時  

もディーゼル発電機から供給されるので，ラボの温度が  

下がり機器が破壊される危険性がない，④管理者が常駐  

しているので盗難防止や事故に対応できる。  

1993年の葺からデータが出始め，現在その解析方法を  

検討している。  

主として生物起源のメタンであると考えられた。メタン  

の炭素安定同位体比は，グローバルなメタンの収支を推  

定する鍵となる因子であるので，今後調査範囲を広げ，  

シベリ7地域から放出されるメタンの炭素安定同位体比  

を推定することが必要である。  

（3）地球温暖化にかかわる対流圏大気化学の研究   

平成5年度は本研究課題の初年度であり，各テーマに  

おいては主に研究の立ち上げが行われた。  

1）大気中微量成分の消滅・生成に係わるフリーラジ  

カル反応の速度・機構解明   

本研究においては大気中で重要なフリーラジカル反応  

の速度・機構を決定していくことを目的として，フリー  

ラジカルの直接検出に優れた方法の開発とそれを用いた  

反応研究が行われている。異休的方法としては①高感度  

光イオン化質量分析計，②レーザー分光法，③紫外吸収  

法，④6山光化学チャンバーと長光路赤外吸収法など  

である。①については従来の装置の100倍の感度を肯す  

る装置が完成し，それを用いてHO2やCH302ラジカル  

の検～jiとそれらのラジカルとNOの反応速度が決定され，  

特にCH302ラジカルにおいては従来報告されている反  

応速度が50％修正された。平成5年度は特に，アセトア  

ルデヒド（CH3CHO〕の紫外光解離過程の決定が行われ  

た。アセトアルデヒドは紫外線を吸収して以下の三つの  

過程で光解離する。  

CH3CHO十hレ→CH3＋HCO  （1a）  

→CH4十CO  （1b）  

→CH3CO＋H  （1c）  

この中で（1a）のHCO生成の収率は大気化学におい  

て特に重要である。それはHCOが02と反応してHO2  

ラジカル源となるためである。本研究では紫外線として  

は波長可変の色素レーザーを用い280～350nmの光で  

CH3CHOを光解離させ，生成したCH3，HCOラジカル  

を光イオン化質屋分析計で直接検出し，過程（1a）の  

量子収率を決定した。その結果280～310nmでは過程  

（1a）が支配的であるが，320nmより長波長では量子収  

率が急激に低下する事が明らかになった。   

今後は大気中で重要でありながら，ほとんど反応が分  

かっていないCH202ラジカルの大気中での反応につい  

て，①～④の各方法を組み合わせて総合的に研究する予  

定である。  

（2）凍土地帯の湖沼・湿原からのメタンの放出に関す  

る研究   

主要な温室効果気体であるメタンについては，天然水  

域からの放出塁が重要な部分を占め，熱帯と並んで寒帯  

域の湿原の寄与が大きいとされる。本研究では，東シベ  

リア地域のアラースとよばれる小湖沼のメタン放出の測  

定と解析を行った。アラースは永久凍土が広く分布する  

東シベリアタイガ地帯に点々と数多く分布する小湖沼で，  

凍土の融解水によって津養されている。大きなものは直  

径数kmの大きさであるが，干＿卜．がる寸前のものは数1・・  

mの大きさで，周辺の草地が放牧に利用されていること  

も多い。今年度はヤクーツク市西部のレナ川河岸段丘上  

の6カ所のアラ【スで，チャンバー法によるメタン放出  

量測定，湖底泥から採取したガス試料のガス分析とその  

同位体分析を行った。チャンバー法による放出量は，湖  

面，湖岸笛，周囲の草地のそれぞれで測定した。最大の  

放出量は湖岸の湿地帯でみられ110～1900mgCH4／m2／  

dayの範囲であった。湖面からの放出量は130～830mg  

CH4／m2／dayであった。周囲の草地からも数10mgCH4／′  

m2／dayの有為な放出量が見られることが多かったが，  

放出の認められないところもあった。周辺草地を含む平  

均値としては200mgCH4／m2／day程度と推定されるが，  

大型のアラースでは湖水面からの放出が主体，小型のア  

ラースでほ周辺草地からの放出が主体であることが分かっ  

た。寒帯の湿原の放出量として従来の報告値よりやや高  

いものであるが，夏の最大値と考えられる妥当なもので  

あると考えられた。湖水は酸素を十分に含んているが，  

湖底泥は完全に嫌気状態にある。底泥に含まれる気泡を  

水深の大きい（1m以上）のアラースで採取したところ，  

60～80％がメタン，数％が二酸化炭素，残りが窒素とい  

う組成であった。水深の浅いアラースでは，メタン濃度  

が減少する分だけ窒素の濃度が高まるが，酸素濃度が窒  

素とともに高まるわけではない。そのメタンの炭素安定  

同位体比の測定を行ったところ－60パーミル前後であり，  
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2）対流圏におけるオゾン増加の解明に関する研究   

対流圏オゾン増加の解明に関していくつかの研究が始  

められた。   

NOJ計の検出感度の向上   

温暖化の原因物質の一つとして近年その濃度増加が問  

題となってきている対流圏オゾンの大気中濃度を支配し  

ている物質として，窒素酸化物（NOェ）は最も重要な物  

質である。そのパックブランド対流圏大気中における濃  

度は100pptv～数ppbv程度と極めて低く，その構成成分  

である一酸化窒素（NO）やPAN等の濃度はさらに一  

桁程度低い。これらの低濃度NOェを測定するには，現  

有の高感鑑NO∫計では十分な測定感度を持ってほいな  

い（検出下限：Ca．50pptv）。この検出感度の向上を目的  

として各種測定パラメータ（化学発光を行わせる反応槽  

体隠 反応糟址九 試料空気流量，オゾン分圧）の検出  

感度に対する影響を詳細に検討した。使用した測定装置  

において実用上採用可能な変吏を加えたパラメータ条件  

下で得られる最適条件において，約5倍程度の検出感度  

の向上が得られた。しかし今後野外測定で用いるには  

NOと0。の混合を速やかにする工夫が必要である。   

シベリア上空での航空機によるオゾン観測   

対流圏のバックグラウンドオゾンの起源の一つは，中  

高緯度での成層圏から対流圏への大気の降下である。我  

が国でも低気圧の通過に伴う高濃度オゾンがバックグラ  

ウンドの地上オゾン測定局でしばしば測定されている。  

しかしながら，その定量的評価は現在の大気循環モデル  

では精度が粗すぎて困難であり，フィールド測定との比  

較検討も不十分である。温室効果ガスの増加による気候  

変動の結果，成層圏大気の循環が変化し，成層圏から対  

流圏へのオゾンの輸送強度も変化すると考えられており，  

温暖化のフィードバックとしても重要である。このよう  

な視点から，成層圏から対流圏へのオゾンの輸送メカニ  

ズムを明らかにする航空機観測（1993年7月18日，ヤクー  

ツクとテクシの「札 束径130度に沿って北緯70度と63床  

の間を高度7，000mで飛行）が行われた（図4）。その結  

果の一部を簡「勘こ紹介すると，北緯67．5皮付近で気温が  

6度以上上昇し，これに伴い相対湿度が30％から10％に  

‾F◆がり，冷たい湿ったェアマスから噴かい乾燥したェア  

マスに移った際にオゾンの濃度が80～200ppbに急上昇  

し，メタンは85ppbから50ppl）に急激に減少した。高温  

域では再び通常の濃度レベルに戻った。対流圏と下部成  

層圏の大気徴員成分の濃度を比較してみると，下部成層  
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図41993年7月18日のテクシ＝ヤクーツク間の7．〔朕）mの高度で観  

測された大気微量成分  
8は相対湿度，bは気温 Cはオソ’、／，dは二酸化炭素，eは  
メタン，dは水菜．rは一酸化炭業濃度をそれぞれ示している。  

水平軸は緯度で目盛ってあるが、この「札 経度はほとんど変化  
していない。   

圏は，オゾン濃度は高く，メタンは低く，一顧化炭素は  

低いことが知られている。二酸化炭素は季節と緯度によ  

りどちらが高いともいえない。したがってこの濃度変化   
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は‾F部成層圏の大気が対流圏に流入したことによると判  

断された。気象予報に使用されている客観解析データベー  

スを用いたバックトラジェクトリーを計算と成層圏から  

流入するオゾンを評価したモデル計算を行ってみると，  

この領域にオゾンの高濃度ベルトができる。観測された  

オゾンのピークの幅は70kmに過ぎず，GCMによるオ  

ゾン濃度の計算メッシュ500kmは現実の規模よりはるか  

に大きいが，定性的にこの現象を説明している。この種  

の観測を繰り返し，GCM計算と実際の下部成層圏から  

の輸送員との関係を実験的に明らかにすれば，世界規模  

でその量が推定できるようになる。この方法は，対流圏  

のバックグラウンドオゾン濃度が気候変動によってどの  

ように変化するかの予測に役立つ。   

日本周辺海洋上大気中の窒素酸化物および炭化水素濃  

加トレンドは地上から0～2，2～5，5～10kmでそ  

れぞれ約2，1，0．5％／yrであり，地表付近ほど増加率  

が大きいことが分かった。このことは対流圏オゾンの増  

加が地＿t二起源物質に起因していることを強く示唆してい  

る。そこで対流圏でのオゾン増加と地表からの窒素酸化  

物の人為排出量の増加との間の関係を定量化するため，  

対流圏光化学反応を組み込んだ一次元化学拡散モデルに  

よる解析を行った。予備的解析の結果では賓素酸化物の  

放出量の増加とオゾン濃匿の増加との間の関係ほ非線型  

であること，窒素酸化物の放出量の増加に伴うオゾン濃  

度の増加は地表付近のみ成らず，温室効果の大きい対流  

圏上郡にまで及ぶことが分かった。   

海洋起源ハロゲン化合物と対流圏オゾンに関する研究   

最近の極域における日の出直後の観測研究から海洋起  

源ハロゲン化合物（無機あるいは有機の臭素および塩素  

化合物）に由来するハロゲン原子が対流圏オゾンの消失  

に関与していることが明らかになっている。本研究にお  

いては，地球表面の7割を占める海洋上でのハロゲン反  

応が対流圏オゾンの分布にどのように影響するかを見積  

もることを目的として，海洋性大気中臭素化合物の動態  

について観測研究を行うものである。千糞県の沿岸およ  

び日本一インド洋航海（東栄水産大学）において大気巾  

臭素化合物の日変動測定を実施した。ガス状有機化合物  

はテナックスGCトラップに捕集後，キャピラリーGC／  

MSにより測定して，プロモホルム，ジプロモメタン，  

ジプロモクロロメタン濃度を求めた。ガス状無機臭素化  

合物および粒子状無機臭素化合物はそれぞれアルカリ含  

浸フィルターとテフロンフィルター上に捕集してイオン  

クロマトグラフによって測定した。その結果，ガス状無  

機臭素化合物として捕集したサンプル巾の臭素イオン濃  

鑑は明らかな日変動を示し，日中濃度は夜間濃度の約2  

倍であった。このことは，臭素化合物の光化学反応によっ  

て最終的に臭化水素が生成されている可能性を示唆する。  

この過程で臭素原子が放出され，オゾンを消失する触媒  

的な反応が引き起こされている可能性があり，今後より  

系統的な研究を行う必要がある。その他の結果について  

は現在解析中である。  

度の測定   

前年度までに行った航空機による調査の結果から，日  

本周辺海洋上大気中の窒素酸化物（NOェ）濃度の高度  

分布を求めた。高度約5000フィート（1．5km）を境に，  

高高度側では0．15～0．8ppbv，低高度側では1．5～3ppbv  

の値が得られた。この結果は，日本風辺海洋上では周辺  

の陸地から放出された窒素酸化物が接地境界層の影響で  

1．5km程度の高皮内に閉じこめられて移流していること  

を示していると考えられる。このように，日本周辺の海  

洋上，特に大陸側の海洋上では太平洋上における窒素酸  

化物の高度分布（0．1～0．5ppbvで一様，近藤らによる）  

と明らかに異なる分布となっていることを示している。   

また，前年度に引き続き東アジア大気調査（PEACA  

MPOT観測キャンペーン）に参加し，1994年3月7～  

15日の間航空機観測により，西日本周辺海洋上における  

窒素酸化物の空間分布・高度分布測定を行った。これら  

の結果は，現在解析中である。軽質炭化水素についても  

同時に測定が行われた。   

対流圏オゾン増加とその解析   

近年北半球における対流圏オゾンの増加が報告され，  

その温室効果が地球温暖化に及ぼす影響が懸念されてい  

るが，オゾンは他の温室効果気体と異なりその主要発生  

源が大気中における光化学反応過程であるため，IPCC  

でもまだその評価がなされておらず，今後の大きな研究  

課題となっている。鹿児島，筑波（館野），札幌におけ  

るオゾンゾンデデータのトレンド解析を行ったところ，  

これら3地点のすべてにおいて対流圏でのオゾンの増加  

が確認された。過去22年間の3地点平均でのオゾンの増  

（4）地球温應化にかかわる二酸化炭素，炭素循環に関  

する研究   

土壌からの二酸化炭素発生詠ま，これまで，いくつか  

の方法で測定されてきたが，これらは大きく2つの方法  
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に分けられる。～つは土壌から発生する二酸化炭素をチャ  

ンバー内でアルかハこ吸収させる方法であり，もう一つ  

はチャンバーに一定量の通気を行いながら， その導入空  

気どチャンバー内の空気の二酸化炭素濃倭の差からチャ  

ンノヾ∴一内への土壌からの二酸化炭素発生量を算出する方  

法である。前者は簡便に測定できる反面，吸収剤への二  

酸化炭素の吸収が不十分な場合は低めに，また，吸収が  

十分行われた場合にはチャンバー内の二簡化炭素濃度が  

通常の大気中濃度皐りも低くなるため土壌からの二酸化  

炭素の発散を促進し，高めに界汁ける可能性が指摘されr  

ている。一方，後者は通常の大気濃度に近い濃度で測定  

が行われるため実際の値に近い値が得られると考えられ  

ているが，測定原理および装置が複経であることから野  

外での測定には制約が多く，特に森林や草地での実測例  

はアルカリ吸収法によるものが多い。そのため，野外に  

おける研究を遂行するに当たっては，調査地点の立地条  

件に制約を受けることなく，より広範に任意の地点にお  

いて通気法により簡便に測定できるシステムが望ましい。  

すなわち，電源等の制約を受けることがないのはもちろ  

ん，山中に持込むために軽量であり，又，短時間で測定  

できる簡便なシステムであることが必要である。   

このような壇＝］から平成5年皮は携帯型二酸化炭素濃  

度測定装置を用いて土壌からの炭簡ガス発生量を通気法  

により簡便に測定するシステムを整えた。また，通気法  

による測定では一般にチャンバー内のガス濃度が平衡に  

達した状態で測定が行われるが，測定時間を短縮するた  

めに，測定開始時からのチャンバー中の二軟化炭素濃度  

の増加速度から二酸化炭素発生塁の算出が可能かどうか  

を検討した。すなわち，赤外線式炭顧ガス濃度測定器，  

マスフローメーター，ポンプ，データロガーなどを本体  

内に内蔵した携帯型光合成測定装置（島津製作所SPB3  

乱 総頚員約6kg）をベースとして，土壌表面に被せ  

たチャンバーに一定量の通気を行いチャンバー内の二酸  

化炭素濃度の変化を経時的に測定し，これを理論式  

y＝A（1－e－Bt）（y，外気とチャンバー内の二酸化炭素  

濃度の差；A，通気責と二酸化炭素発生速度で決まる定  

数；B，通気塁とチャンバーの容量で決まる定数；t，  

時間）で近似し，得られた近似式の係数より土壌表面か  

らの二願化炭素発生速度を求めることとした。このよう  

にして求めた例として松林の林床および芝生における測  

定結果を図5に示した。また，単位体積（重量）当たり  

の土壌中の微生物バイオマスと有機物分解活性の関係に  
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図5 壬角帯型二酸化炭素濃度測定器による土壌からの二酸化炭素発  
生崖の測定例  
（A）芝生，（B）松林林床。二酸化成案発生速度∴（A）21．2咤  

C／rrf／hr．（B）90，7mgC／nl／hr  

っいて検討するために，方形のチャンバーに入れた土壌  

コアからの二酸化炭素発生塁を同様に測定することとし  

た。これらの測定システムにより土壌からの二酸化炭素  

発生員をフィールドにおいて簡便に測定することが可能  

となった。  

（5）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

本研究課題では，温暖化等の気候変動を定量的に評価  

するための道具である精密な気候モデルの開発を行うと  

ともちこ，気候変動の不確定性をもたらしている主要な原  

因の一つである大規模な署活動分布の理解不足の克服を  

削旨して，観測データおよびモデルに基づいた基礎的な  

研究を行った。本研究課題は．サブテーマとして，①気  

候モデルの開発・改良に関する研究 ②気候変化にかか  

わる雲の大気物理過程の解明に関する研究を設定してい  

る。以下に，これらの2っのサブテーマについて得られ  

た結果を統合して述べる。   
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1）高精度大気大循環モデルの作成とテスト   

平成3年度より開発・改良が始められた3次元大気大  

循環モデルに，雲の効果を含めた高精度の放射計算スキー  

ム，物理的機構に基づいた積雲計算スキーム，雲微物理  

を考慮した層雲計算スキーム，融雪，土壌水分移動を改  

良した陸両過程サブモデル等の現実的かつ物理機構に準  

拠した大気物理過程のパラメタリゼーションを導入・改  

良し，気候モデルの大気部分として高精密な大気モデル  

を完成させた。   

このモデルの川年間程度の積分を行い，現実の気候値  

がほぼ再現されることを確認した。観測データとの比較  

を行うことにより，いくつかのモデル・パラメータの調  

整を行ったが，定量的な問題点はいくつか残され，今後  

の改良の必要性が示された。その主なものとしては，極  

の圏界面付近の低温傾向，熱帯対流圏の乾燥傾向，成層  

圏の循環の歪みなどがあげられる。図6には大気大循環  

モデルによる冬期の平均温直と観測値からの偏差を示す。  

温度  DJF  

大気大循環における重要なフィードバック過程である  

雲と放射の相互作用について，雲水量の見積もりの方法  

を検討した。雲の放射強制力などの塁を衛星観測のデー  

タと比較することにより，定性的にははぼ分布が再現さ  

れるものの，定量的には不一致があり，雲水量の鉛直分  

布など，解決すべき問題点が多いことが示された。   

4）観測データによる雲の変動の解析   

熱嵩の積雲対流活動の短周期変動が緑風 季節，エル  

ニーニョ等の大規模気候変化によりどのように変化する  

かを解析し，地球規模の大気状態と雲活動との関係を調  

べた。気象衛星による1980～89年の雲のデータを統計的  

に解析した結果，雲の組織化の特徴に郎著な季節依存性  

緯度・海面水温分布依存性が存在することを示した。  

．  

506   

裔。。  
崇当  
匝  

一20  

西進  
5   

東西波数  東進  

図7 スペクトル解析から得られた空清動の統計的な特性と赤道彼  

の分散関係との対応   

緯度  30  90  ・90  －30  

－10 ・2  ＋2 K   

図6 大気大循環モデルによる結果：冬期の平均温度と観洲産  

からの偏差の分布   

5）熱帯の大規模雲活動の統計的性質と赤道披理論と  

の比較   

気象衛星「ひまわり」の10年間の赤外データを用いて，  

大規模な雲活動の統計的性質をスペクトル解析を用いて  

調査した。その結果，熱帯域での雲活動は．等価深度が  

20m程度の赤道波動（ケルビン波，ロスピー波，重力波  

等）によく対応して組織化されていることが明確に示さ  

れた（図7）。また，特に2日程度の短い周期で西進す  

る波動を柚～出し，西向き慣性重力波に対応するものであ  

ること，下層が西風の活発な対流活動域にほぼ普遍的に  

存在すること・を示した。   

2）1次元モデルによる陸面過程の評価   

大気一陣地表面一地中間のエネルギー，水分の交換過  

程を鉛直一次元モデルにより詳しく調べた。陸地過程に  

ついては，対応するデータが極めて乏しいため，できる  

かぎりデータに依存しない形でのモデルを作る必要があ  

る。そこで，将来にわたっても取得が困難と思われるデー  

タの一例として，「地下水面」（土壌と地下水との境界）  

の深さについての感度解析を行った。その他 地中の物  

理的性質を表す各種パラメータが，大気一地表面閃の相  

互作用に及ぼす影響について調べた。  

6）熱帯西太平洋域の大規模波動の特別観測の解析   

TOGACOARE（熟青海祥全球大気結合応答観測計  

画）の特別観測のデータを用いて，熱帯東太平洋域のか  

く乱の振舞いを調査した。混合ロスピー蛮力披から台風  3）大気大循環モデルにおける雲と放射の相互作用  
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等）を行い，第2世代の大気大循環モデルの基礎が確立  

したといえる。また，同時に積雲対流や陸面過程など気  

候システムにおける重要なフィードバックプロセスにか  

かわる観測データ解析ならびに感度解析を行い，その時  

間・空間スケールに適合したモデル化の必要性を明示し  

′∴   

本研究は，気候モデルの開発・改良の継続（特に大気  

海洋結合モデルの確立）と，積雲対流・陸面過程の精密  

なパラメタリゼーション ，大気大循環モデルを用いた温  

暖化ガス増加時の気候変動特性の評価を3本性として平  

成6年度からのさらなる発展を日給すものである。  

等の渦モードヘの変質が見られること，また，混合ロス  

ピー重力波の南北風に伴って亜熱帯の非常に乾燥した空  

気塊が赤道域に侵入し，大気海洋に大きな影響をもたら  

していることが示された。   

地球温暖化をはじめとする気候変動を定量的に評価す  

るためには，気候システムの力学とエネルギー・物質循  

環を表現する良質の数値モデルが必要であるのほ言うま  

でもない。以上で示した「気候モデルによる気候変動評  

価に関する研究（平成3～5年度）」においては，従来  

の大気大循環モデルでほ不十分であった様々な物理過程  

の改良（大気放射過程パラメタリゼーションの高精度・  

効率化 雲水屋予報スキームの導入，障面過程の精密化  
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2．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔研究組織〕  地球環境研究グループ  

統括研究官  

温暖化影響・対策研究チーム  

地域環境研究グループ  

統括研究官  

交通公害防止研究チーム  

水改善手法研究チーム  

都市大気保全研究チーム  

大気影響評価研究チーム  

社会環境システム郡  

部長 ．  

環境経済研究室  

環境資源研究室  

環境計画研究室  

情報解析研究室  

環境健康部  

保健指標研究室  

環境疫学研究室  

水土壌圏環境部  

水環境工学研究室  

土壌環境研究室  

生物圏環境部  

環境植物研究室  

地球環境研究センター  

総括研究管理官  

研究管理官  

客員研究員19名  

安野正之  

○森田恒幸・甲斐沼美紀子■増田啓子  

内藤正明  

清水 浩・森口祐一  

稲森悠平・松重一夫  

若松伸司・上原 塙・鵜野伊雄志  

安藤 満  

後藤典弘  

後藤別行・日引 聡・青柳みどり・j【旧康子  

乙間末広・森 保文  

近藤失則  

安岡善文  

山元昭二  

小野雅司  

今井章雄  

恒川篤史  

大政謙次・藤沼康壊・清水英幸・名取俊樹  

西岡秀三  

原沢英夫  

期間にわたって膨大な費用を注ぎ込む必要があり，第3  

に，このような大きな問題にもかかわらず未だ科学的に  

解明されていない部分が多く残されていることである。  

このため，いま世界中の研究者がこの間題の解明に取り  

組んでいる。   

地球温暖化問題の未解明点は大きく3つある。第1は，  

地球温暖化のメカニズムであり，大気中の温室効果ガス  

濃度の変化とそれによる地球の気候変化の仕組みについ  

て，多くの不確実な点が残されている。第2は，地球温  

畷化の影響であり，温暖化やそれに伴う海面上昇により  

〔研究概要〕   

地球温暖化問題は，いま最も注目を集めている地球規・  

模の環境問題である。   

周知のとおり地球温暖化問題とは，大気中の炭素ガス  

やメタンガスなどの温室効果ガスの濃度が増加すること  

によって地球上の平均気温が上昇し，海面水位の上昇，  

降水パターンの変化 農林水産物の生産や自然生態系の  

変化などの各種の影響が生じる問題をいう。この間題が  

注目を集める大きな理由は，第1に，深刻な被害が地球  

規模で予想されており，第2に，その解決のためには長  
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②健康影響研究：施設実験やフィールド調査等による  

人の健康や生存環境への影響の解明   

③都市影響研究：都市のエネルギー利用，水利札 大  

気汚染，防災等への影響と適応策の解明   

以下に，各研究プロジェクトの活動状況と成果を紹介  

する。  

自然環境や社会経済にどのような影響が及ぼされるかに  

ついては，解明されていないことの方が多い。  

第3ほ，地球温暖化のl好止対策についてであり，各種の  

対策技術や政策の有効性を評価するためには，関係する  

技術システムや社会経済システムの体系的解明とそのモ  

デル化が必要である。   

地球温暖化の影響とl軌L対策，すなわち，第2と節3  

の未解明の点に関して，全部で9つのプロジェクトがス  

タートしており，当研究所ではこのうち，水収支への影  

響及び海面上昇の影響を除いた次の7つを担当している。  

（1）地球温暖化の防止対策についての研究   

①予測モデル開発：政策や防止技術の効果判定のため  

の計算機シミュレーションモデルの開発   

②対策技術評価：温暖化防止技術の評価手法の開発と  

民生部門を中心にした各種技術の評価   

③電気自動車普及：電気自動車導入の効果の総合評価  

と普及促進のための各種方策の検討   

④家庭等の対策普及：断熱材 太陽エネルギー等の普  

及促進のための各種方策の検討   

⑤汚水・廃棄物処理システム評価：廃棄物・汚泥処理  

・処分システムの構築，対策手法の開発  

〔研究成果〕  

（1）予測モデルの開発に関する研究   

まず，炭素税などの経済的手段，省エネ政策，エネル  

ギー転換政策，格林政策などを導入した場合，温室効果  

ガスの排出量がどの程度削減され，その結果として地球  

温暖化をどこまで抑えることができるかについて，総合  

的に予測するための計算機シミュレーション・モデルを  

開発している。このモデルは，アジア太平洋地域温暖化  

対策分析モデル（AIM）と呼ばれ，アジア太平洋地域  

の各国の温暖化対策の効果を地球環境の変化および世界  

の社会経済トレンドとのかかわり合いの中で評価するこ  

とを目的としている。   

AIMの全体構造は，図1に示すとおり温室効果ガス  

排出モデル（AIM／e血ssioms）と温室効果ガス影響モ  

デル（AIM／impacts）を核にして，温室効果ガス反応  

・循環モデルと地球気候変化モデルが両者をつなぐ構造  

になっている。   

まず，温室効果ガス排出モデルは，エネルギー消費，  

（2）地球温噴化の影響に関する研究  

①植物影響研究：施設実験及び予測モデルによる植物  

個体や自然植生への影響の解明  

図1AIMの全体構成  
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土地利用変化 農業生産等の温室効果ガス排Hiの原因に  

なる社会経済活動を再現したもので，アジア太平洋地域  

のモデルと世界モデル（その他地域のモデルと世界全体  

の整合性を調整するモデルからなる）から構成されてい  

る。アジア太平洋地域モデルは，この地域の国々につい  

て国別モデルを作成する計画である。昨年度までに世界  

モデルとともにインドネシア及び中国のプロトタイプ・  

モデルを作成し，また韓国モデルと日本モデルの開発の  

ための調査を実施した。今年度の研究活動は，日本モデ  

ルの完成とその途上国への適用の検討に集中した。   

温室効果ガス排出日本モデル（A仙Ⅰ／Japan）の主要  

な部分は，囲2に示すエネルギー需要モデルである。こ  

のモデルは，エネルギーサービス良を予測するモジュー  

ル，エネルギー効率の改善を算定するモジュール及びエ  

ネルギー効率算定の基礎になる省エネ技術の選択モジュー  

ルから構成され，サービス種別にエネルギーサービス量  

とエネルギー効率を掛け合わせてエネルギー需要量を算  

定する仕縛みになっている。日本モデルではエネルギー  

サ、ビス董は産業，家庭，業務，運輸の4つのセクター  

ごとに推定され，表1に示す100種類以上の省エネ技術  

の選択を通じてエネルギー効率が決定されて，各期のエ  

ネルギー需要量が決定されることになる。この際，各々  

の省エネ技術が選択されるか否かは，技術のコストとエ  

ネルギー節約の便益との比較によって決まる。このため，  

炭素税の導入によってエネルギー価格を上げたり，補助  

金の導入により技術コストを下げる．ことにより，省エネ  

技術の導入が促進されることになる。したがって，この  

モデルを用いれば，炭素税や補助金と省エネ技術の普及  

との関係，さらにはエネルギー効率改善による二厳化炭  

素排出の削減効果との閲係がシミュレートできる。   

日本モデルを用いて我が国の二酸化炭素排出削減をシ  

ミュレートした結果，図3に示すとおり，二酸化炭素排  

出還を安定化するためには，炭素トン当たり2万円から  

3二即］程度の炭素税が必要であり，併せて主観的な投資  

回収期問の延長等の省エネ投資に対する国民の理解が進  

むことが必要であることが分かった。また，炭素トン当  

たり3000円柱皮の薄い税率を課した場合でも，その税収  

を補助金として積極的に活用すると，¶定の条件の下で  

はトン2～3方円の炭素税に匹敵する効果が得られる可  

能性があることも明らかとなった。そして，我が国にお  

いて二酸化炭素排出丑を安定化するためには，炭素税等  

の新たな対策を単独ではなく他の諸施篇と組み合わせて  

用いるのが効果的との結果を得た。   

十九 アジア太平洋地域への温暖化影響の総合評価モ  

デルに関しては，昨年度までに既存の文献レビューやデー  

タベースの整備を進め，また，魁暖化に伴う水資源変化  

の予測モデルを開発した。今年度は水資源変化の予測モ  

デルをさらに改良するとともに，アジア太平洋地域にお  

技術遥択モジュール  

図2 エネルギー需要モデルの構成  
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蒙1我が国の検討対象とした省エネ技術の一覧  

部 門  分 野   サービス技術   

コ‾クス炉顔湿義正 スクラップ予熱装置 交流式電気炉 直流式電気炉  
鉄鋼  

鋳造装置 連続偽造装置従来型加熟装置直送圧延／熱片装入 焼鈍装置    連続焼鈍装置 コークス乾式消火設備 コークス湿式消火設備  

湿式高炉炉頂圧発電設備 乾式高炉炉頂圧発電設備  
セメント  チューブミル 予備粉砕機 NSP／SP以外 NSP／SP  

産 業                                    高効率タリンカクーラ 髪型こル ディーゼル発電 廃熱発電  
分解反応装置 高性能分解反応装置 ポリエチレン製造註贋  

石油化学        高性能ポリエチレン製造法際 ポリプロビレン製造装値  
苛性穂ポリプロビレン製造装置 重油ボイラー低空気比重油ボイラー  
従来型蒸解法匠 予備浸透型選抜慕解装置 従来型洗浄装置 高位陀バルブ洗浄袈  
直 従来型脱リグニン装置 酸素脱リグニン装葱 ディフユーザー漂白装置 従来  

紙パルプ                 型蒸発缶 親臨流下型落染缶 従来型サイズブレス装置  
高性能サイズプレス生野 従来型脱水装置 高性能面庄脱水装置 石炭ボイラー  
産油ボイラー 低空気比重油ボイラー ′く－クボイラー 黒液ボイラー   

冷房  ルームクーラ  
冷房・暖房  冷暖房兼用ルームクー7（電気）冷暖房兼用ルームクー7（カス）  

冷暖房兼用ルームクーラ〔石油）  

石油ストープ 石油77ノヒータ 石油温風暖房観 カス77ンヒ一夕  

暖属  ガス温風暖房像 電気ストーブ 電気セラミックファンヒ一夕  
断熱材（新設戸建住宅） 断熱材（新設集合住宅）  

家 庭  断熱材（既存戸嬉住宅） 断熱材（既存集合住宅）  

給湯   カス給湯機 石油給湯餞 電気温水磯 ソーラーシステム 太陽熱温水器  
冷房・暖房  電力多機陀ヒートポンプ ガスヒートポンプ  
・給湯  石油ヒートポンプ  

照明   白熱灯 蛍光灯 インバータ照明  
動力他  丁レビ 冷凍冷蔵庫 洗磁徴 掃除粒 電子レンジ その他   
冷房   電気冷房空調  
冷房・暖房  カスヒートポンプ  
暖房   電気暖房 石油暖房 ガス暖房 保温構造化  
給浪   石油ポイフー給湯 カスポイフー鈴蘭 太陽熱温水器  糞 玲  電力・冷房  コソェネガスエンジン コジェネガスタービン  
暖房・給湯  コジェネディーゼルエンジン  
照明  笥光燈 インバータ照明  
動力他  複写機 計算機 昇降機 その他動力   

ガソリン新型車（軽／／ハ型／普通／営羞／自家バス）  

ガソリン低燃費ヰ（軽／小型／普通／官業）  

旅客輸送          ディーゼル新型車（小型／普通／営薫／自家′くス／営業′くス）  

運 輸  LPG新型車（営業） CNG草（小型／箇条）電気自動車（軽／小型／官業）  
HIMR車（自家用バス／営羞′くス） 鉄道 旅客船 航空  

ガソリン新型車（較／小型／普通）ガソリン低燃費車（軽／小型／普通）  
ディーゼル新型車（小型／普通） 屯気自動塵（握／小型） cNG車（小型）  
鉄道 貨物船 航空  

に基づいたアジア太平洋地域の気候変化シナリオを入力  

して，各流域の水資源の変化を予測した。図4には，こ  

のモデルを用いて10年確率の渇水時における河川流量の  

変化を予測したものである。黒く塗られた地域は，渇水  

時の河川流量が2分の1程度に減少する地域で，中国北  

部，東南アジア，オーストラリ7東部，パキスタン等の  

地域で渇水由リスクが高まることが示されている。   

また，柿生影響の予測モデルについては，第一段階と  

して構造の単純なェコ・マッチング′モデルを作成した。  

これは，細かく分頬された植生ごとに，現在分布してい  

る地域の各種の気候パラメータの値の範囲をまず求めて  

おき，気候変化によって各地域の気候パラメータのいず  

れか一つが現状の植生生息の限界値を越えた場合に，当  

該地域の植生が変化することを仮定している。図5には，   

つもり．m．m  
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‾■▲  3、l間円八⊂  

十事l助金  

図3 日本における二酸化炭素排出量の予測  

ける植生変化の予測モデルおよび全地球規模におけるマ  

ラ】ノア感染の予測モデルを開発した。   

水資源変化の予測モデルにおいては，アジア太平洋地  

域の河川，標高，各集水域の特性データを入力して，集  

水域モデルを作成し，この集水域モデルに火循環モデル  

一30  



10年確率の渇水時における河川流量の変化率  

（CO2濃度倍増時．GFDL（⊇－r】uxモデルの出力に基づく）  

図4 アジア太平洋地域における渇水のリスク推定（二酸化炭素濃度二倍時）  

〉ノr■、  

現存植生が大きな被害を受けると予想される地域  
ヽ  ＜〉  

1 ヽご、  
商標準シナリオによって気温が上界する場合  
標準シナリオ  
低標準シナリオ  

図5 アジア太平洋地域における植生変化のリスク推定（二酸化炭素濃度二倍時）  
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図6 温暖化によるマラリアの安定常在地域の拡大  

な技術的対策がありうるか（技術の探索），③コストや  

社会的受容性など，多くの視点からの技術評価（個別技  

術の評価），④どの技術をどのように開発し，普及させ  

ればどの程度の効果があるか（対策技術の総合的評価）  

の手順で研究を進めてきた。当研究所ではおもに民生部  

門における対策に関する研究および対策技術評価の基礎  

となる部門別CO2圭】F出構造の分析を分担している。   

今年度はまず，酷業連関表による分析を拡張し，輸出  

入の影響を考慮したCO2排出構造分析を行った。これま  

で，国内の排出量を最終需要別にみる目的で，国内への  

生産波及のみを考慮Lた分析を行ってきたが，日本に輸  

入される財が，日本国内と同じエネルギー効率・生産構  

造で生産されたと仮定するモデルを用いて，日本への輸  

入財の生産に伴う海外での排出分を算出した。一方，国  

内で排出される量のうち，海外への輸出需要に伴う排出  

量を算出した。1975年から1990年までの5年おき4時点  

について分析した結果，図7に示すとおり1985年までは，  

日本から輸出される財の生産のための国内排出が，日本  

に輸入される財の生産のための国外における排出を上回っ  

ていたが，1990年にはこれが逆転している。これは，鉄  

鋼など生産時のエネルギー消費の多い財の輸出が減る一  

方 輸入が拡大したことによる。国内と国外での製造業  

におけるエネルギー効率の差異を考慮すれば，日本への  

輸入品のための国外での排出はこの分析結果をかなり上  

回ると推定される。エネルギー多消費産業が国外に移転  

すれば，国内のCO2排出は減っても，地球全体の総排出  

このモデルによる一つの出力を示しており、温暖化によ  

り中国北部やモンゴル，チベットやヒマラヤ，オースト  

ラリア北部の植生が大きく変わる可能性が示されている。  

ただし，このモデルは第一段階のものであり，現在，植  

生遷移モデルをベースとした影響モデルを開発中であ  

る。   

さらに，マラリア感染の予測モデルについては，温暖  

化によるマラリアの媒介動物であるハマダラ蚊の繁殖条  

件の変化と，マラリア原虫の胞子形成期間の短縮効果を  

モデル化し，世界のマラリア疾病負担の増加を定量的に  

推定した。囲6は大気中の二酸化炭素濃度が二倍になっ  

た時点で，マラリアが安定的に常在する地域がどの程度  

拡大するかを示しており，黒の地域は現状で，またハッ  

チされた地域が温暖化後に組み込まれる地域である。中  

国南部の他に，インド，タンザニア、ブラジル等の安定  

常在地域が拡大する可能性が示された。   

平成6年度以降は，新たに途上国等共同研究の枠組み  

に基づいて，アジア太平洋地域の各国の研究機関との協  

力により，さらにAI九4モデルを発鳳していく予定にし  

ている。  

（Z）対策技術の評価に関する研究   

次に，温暖化対策技術の評価に関しては，温暖化がど  

んな技術によってどこまで防げるかを明らかにするため，  

①社会のどの分野からどれだけの量の温室効果ガスが発  

生しているか（温室効果ガスアナリシス），②どのよう  
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得階層ごとの電化製品の保有をもとに機器ごとの消費電  

力量を推定した結果を図8に示す。大型冷蔵庫や大型テ  

レビの保有率の増加がエネルギー消費量の増加に大きく  

影響することが明らかである。世帯のエネルギー消費員  

を，世帯の属性と居住する地域の気候を説明変数とする  

貢回帰モデルで分析した結見 所得，家族人数，且照時  

間などの変数が，戸建て住宅でも集合住宅でも共通して  

有意な説明変数としてあげられた。戸建て住宅ではさら  

に，太陽熱温水器の有無も有意な要因となり，偏回帰係  

数からその省エネ効巣は，102Mcal／月と推計された。  

この値は，太陽熱温水器の性能の公称値の70％程度に相  

当し，妥当な値といえる。   

さらに，資源リサイクルによるCO2排i上脾J減効果を推  

定する目的で，我が国の鉄のマテリアルフローの分析を  

行った。図9に示すように，1985年に流通した約1．3億  

トン（粗鋼換算）のうち，0．5億トン強は鉄鋼製品ある  

いは加工製品として輸出され，ほぼ同量が国内に資本と  

して蓄積される。そして，消費財として流通するのは全  

体の10％強と推定された。消費財には自動車等の耐久消  

■琵孟裏芸よる  

口語条墓誌羞豊  

国冨実意遠姦豊  

よる  
国  

1975 1g80 1985 1990 年  

間7 最終需要の観測からみたCO2の排出受への輸出入品の寄与  

の大きさ  

景はむしろ増加する懸念（いわゆる“Carbon Leakage”）  

が指摘されているが，この分折結果も対策の実施に当たっ  

てこうした視点を考慮にいれるべきことを示唆している。   

また，民生部門での対策については，全国消窯実態調  

査による家計の消費支出データを世帯の属性別に詳細に  

分析し，一般家庭におけるエネルギーの消費要因をライ  

フスタイルの関係という視点を交えながら解析した。所  

医18 電化製品によるエネルギー消費良（一世帯あたり，秋の一ケJj）  

、｛、ミl   



凶9 産業関連表による鉄のマテリアルフロー（1985年）  

いて検討を行い，さらに，普及のための社会システム作  

りに関する研究を行うことを目的としている。具体的に  

は，導入分野別の車輌の走行実体を踏まえて，要求され  

る性能と機能を検討するとともに，電気自動車の二酸化  

炭素削減効果，経済性，性能および機能の総合的予測・  

評価を行い，電気自動車により代替可能な導入分野を検  

討する。さらに，電気自動車の普及促進の観点から，普  

及阻害要因の分析，電池等構成宴素のリサイクルシステ  

ム，および給電・充電システム等インフラストラクチャー  

の整備方策，地域導入システムの総合評価等について検  

討を行う。   

本年度は特に次の成果があった。  

1）各種の実用段階にある電気自動車の性能を踏まえ  

た導入可能分野についての実験的検討   

2）乗用および物流用の電気自動車の普及阻害要医の   

使用実績に基づいた実態調査および，電気自動車の  

実走行調査   

3）rjサイクルおよび電池性能向上による資源節約量  

の検討と電池供給の社会システムの概念設計   

4）電気自動車の適正な車輌運行支腰システムと電力  

供給システムの笑覧負的検討   

5）モデル地域への導入システムのインフラストラク   

チャー歴備に関する基本設計モデル車輌の機能と経  

資財も含まれるため，飲料容器など，日常生活に関連す  

るリサイクル可能な流通量はこれよりさらに少ない。厄」  

収率の向上には余地が大きいものの，消費財に含まれる  

鉄は全生産員からみれば少なく，CO28F出削減という観  

点からは，建築物や生産設備など資本財への鉄の利榔こ  

着目することが蛋要といえる。  

（3）電気自動車の普及促進による二酸化炭素排出抑制  

交通システムヘの転換に関する研究   

以上の技術評価によって二酸化炭素削減に効果のある  

多くの技術が選び出されたが，中でも竃気自動車の有効  

性は特記すべきものである。   

わが国における部門別二硬化炭素排出シェアによると，  

運輸部門は20％で，そのうち85％が自動車から排出され  

ている。また，自動車からの排出塁はGI〕Pの伸びに比  

例して増えており，今後も排出量がますます増加するこ  

とが懸念されている。自動車からの排出を抑えるために  

は自動車の低燃費化もさることながら，低公害車の導入  

が重要である。わけても，電気自動車はエネルギー効率  

が著しく高いことなどのため排出塁の大幅な低減が期待  

できる。だが，これまでの電気自動車にはいくつかの問  

題があり，普及台数はごくわずかである。   

本研究では，電気自動車の導入がふさわしい分野につ  

・1▲卜   



済面での分折   

本研究の一環として行った軽自動車及びこれと同型車  

を改造した電気自動車による東京，大阪聞の実走行テス  

トによるエネルギー消費量の比較結果を表2に示す。同  

走行テストでは往路は国道1号線，復路は東名，名神の  

高速道路を利用している。同義の結果より，往復に用い  

た全エネルギーは原油換算で電気自動車では41リットル，  

ガソリン車では90リットルとなっており，発電や送電等  

の効率を計算に入れても電気自動車で消費したエネルギー  

は約半分であるという結論が得られた。  

法に関する検討，住宅における居住性能評価に関する検  

討，モデル住宅における実測錮査等を実施した。以下住  

宅におけるCO2排出量に関する研究成果を中心に示す。  

（1）モデル住宅の居住時における用途別熱及び電力負荷  

計算結果をもとに，各用途の使用エネルギー，使用機器  

を設定し，CO2排出量を試算した。この計算に当たって  

は熱源として暖房は灯油，冷属は電気，給湯は灯油，厨  

房はLPG，照明動力は竃気を想定した。計算予測結果  

によれば高断熱・高気密レベルと新設住宅の現状レベル  

とを比較すると部分間欠暖房時で20～25％程度，全室連  

続暖房で35～40％程度，高断熱・高気密住宅の方がCO2  

排出塁が少なくなることが分かった。  

（2）高断熱・高気密住宅の建設時におけるCO2排出量を  

推定したところ延昧面積150rゴの住宅で炭素換算で約  

12，2トンの排出があることが分かった。この住宅の耐用  

年数を30年とした時の1年当たりの排出量は約407kgと  

なる。この値と居住時におけるCO2排出量冬全圧17都市  

（札幌，fll「台，新潟，東京，光子，広島，鹿児島）につ  

いて全室連続運転，部分間欠運転ごとに比較した。比較  

に当たっては新設住宅の現状レベル，高断熱・高気密レ  

ベル，高断熱・高気密に太陽熱温水器を利用した場倉  

同じく多機能ヒートポンプを利用した場合，同じく太陽  

熱温水器と多機能ヒートポンプを併用した場合，同じく  

これに太陽光発電を追加利用した場合の6ケースについ  

てモデルシミュレーションによりCO2の発生員を求めた。  

計算結果の一例を図10に示す。全室連続暖房運転では札  

幌，東京両地域においてともに4割近くの差が．新設住  

宅の現状レベルと高断熱・高気密レベルの住宅との問に  

見られ，この値は住宅建設に伴うCO2排出畠よりも大き  

いことが分かる。高断熱・高気密住宅の利用は家庭等に  

おけるCO2排出抑制のために極めて効果的であることが  

示された。  

（4）家庭等における二酸化炭素排出抑制システムに関  

する研究   

民生部門（家庭，事務所ビル等）におけるCO2の排出  

量は我が国における部門別排出量の23％を占めており年  

率3．5％の割合で増加しつつある。この中で家庭からの  

ものは約半分の12％程度であり今後住生活スタイルの変  

化に伴ってさらに増加の傾向にある。このため家庭等に  

おけるCO2排日l抑制のための具体的な方策を検討するこ  

とば温暖化防止対策上極めて重安である。本研究におい  

ては，住宅，住まい方，都市環境を相互に関連するもの  

として把握し，その中で，住宅における高断熱・高気密  

化技術，太陽エネルギー利用技術，居住環境改善技術，  

省エネルギー技術の利用促進の検討を行っている。本年  

度は特に次の成果があった。   

快適性の向上（アメニティニ）をはかり，環境負荷の  

低減を実現する住まい「エコハウス」の構築にあたって  

は，住宅の高気密・高断熱化が極めて有用である。この  

ため木造一戸建て住宅を中心に，モデル住宅におけるエ  

ネルギ【消費を計算し，二簡化炭素排fD削減効果の検討  

を行った。これとともに住宅のリサイクルを考慮した工  

表2 同一・サイズの電気自動車とエンジン自動車が東海道往復で  

消彗したエネルギー  
（5）植物生態系への影響予測に関する研究   

温暖化が防ぎきれなかったときにどのような影響が出  

てくるかについて，植物生態系への影響の研究を紹介す  

る。この研究では，気温上昇や二酸化炭素濃度の増加な  

どによって柄物個体や植生にどのような影響を及ぼすか  

を分析している。植物個体や植生に及ぼす影響について  

は，平成3～5年度までの研究は我が国を中」L、に行って  

きたが，平成6年度からほ，我が国を含めたアジア太平  

洋地域に調査地域を拡大して以Fの研究を行っている。  

電気自動軍   か／リン卓   

電 力 消 彗 屈   164klVh  

ガソリ ン消費蔓  68 ∠   

4，100円           燃 料 コ スト   8，160トり   

エネルギー消費亀  41∠   90J  

（電池換算）  
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（単位炭素kg／世鞘・年）  

住宅建設に伴う二酸化炭素排出畳   

居住時の年間CO2排出量  

厨新照明助力分紺服  

捻り旨  一部胡唱  紛潤  一郎2嗜  

厨房十照明助力分‘‖わ  

綬2階フ■ラン  ー部2階フ■ラン  総i脂7■ラン   一部胡曙7●ラン  

全室迎総運転  郎分聞欠運転  

□新設住宅の現状レへ◆ル  
田高断熱高気密レへ′ル  
国高断熱高気密レへⅧ（十太協動温水怨）  

田高断熱苗気密レへ一ル（†多機能肝）  

田高断舶高気密レへ◆ル（†太陽熱温水器†多穐柁Ⅳ）  

囲高断然高気勘′ヘール（＋太陽熱温水器十多矧た肝†太関光発電）  

図10 住宅建設に伴うCO2発生と居住時におけるCO2発生の比較  
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決定した。これらの分布図をNORMAL気候分布図に重  

ね，各シナリオごとのCO2倍増時の気候シナリオを求め  

た。気候分布図は1度×1皮メッシュ図として表し，各  

図案ごとに計算した。   

年平均気温は，対象地域平均は，GFDLとGISSとで  

の約4eCからUKMOでの約60cまで，年間降水員は10  

～15％，年間全天日射昂は1～6％の増加が期待される。  

温暖化による気候変化は大循環モデルの間でかなり違う  

ことが分かった。自然植生ゐ純一次生産力の変化は，  

NOR九′IAL及び各シナリオについて，気候学的方法を用  

いて，各画素ごとに純放射還と放射乾燥度を計算した。  

各画素内の陸地が自然植生に覆われていると仮定して，  

この地域の潜在的な純一・次生産品を推定した。その結果  

を表3に示す。潜在生産貴は，NORMALの154，46億ト  

ンからUKMOでの177億トンまで増加することが予想さ  

れる。温暖化気候での潜在生産量の増加率は9～15％に  

なり，現在までの研究結巣と良く一致している。   

また，温暖化における開花・発芽・紅葉や落葉時期の  

生物季節変化を予測するシミュレーションモデルを開発  

し分析を行うために，アジア太平洋地域の生物季節デー  

タを収集し始めた。まず中国・韓国のデータから収集し  

ている。これらのデータが，これまで解析してきたわが  

国における生物季節への影響予測に用いた予測式がアジ  

ア地域にどの程度適用するか検証巾である。我が国にお  

ける温暖化傾向は，観測J剤始以来約100咋間を調査して  

みると，全国的に温暖化傾向を示すが，地域的には上昇  

率が大きく異なり，一鰍こは，都市，内陸で上昇率が高  

く，海岸域では上昇率が低い傾向がある。都市域の東京  

で100年に2．150c，次いで福岡の1．930c，大阪の1．690c，  

札幌の1．640cが高いほか，内陸部でも，松本の1．560c，  

前橋の1．43℃，熊谷の1．49Ccと上昇率は高く現れた。海  

岸域の銚子で0．490cや相川で0．400cとわずかな上昇を示  

し，大島や宇和島ではわずかながら低温化傾向を示す。  

1）植生に及ぼす影響については，平成6年2月19日  

から2月28日までの間，中国科学院植物研究所より研究  

員1名を当研究所に招へいし，温暖化による僻生シフト  

のモデリング，純一次生産力（NPP）のモデリング，  

今後の国際協力のあり方‘などについて協議した。   

また，植物研究所から中国全土をカバーする年降水昆  

データ（195l～80年の平均値），年平均気温データ（†司  

上），植生分類データ，標高データが提供された。この  

データは，北緯18～52度，東経73～135度の範囲をカバー  

し，セル間隔は緯度方向に24分の1度，経度方向に16分  

の1度，セルの大きさは中国中央部でおよそ5km四方と  

なっている（ただし標高データについては，それぞれ12  

分の1度，8分の＝監10km四方である）。   

中国の自然植生は，①寒温帯針葉樹林，②温帯針広混  

交樹帆 ③暖温帯夏緑広葉樹帆 ④亜熱帯常緑広葉樹林，  

⑤熱帯降雨林・モンスーン林，⑥温帯ステップ，⑦温帯  

砂漠，⑧チベット高l1」・寒帯植生に大分類される。そこ  

で，植生モデルの基礎となる，これらの植生型と気温，  

降水毘，土壌，標高との対応関係を明らかにした。   

さらに，東アジアモンスーン域については，植生の分  

布と生産力の変化も考えられるため，大気大循環モデル  

からのシナリオと筑後モデルとを用いて，CO2倍増によ  

る気候温暖化の自然植生の生産力ヘの影響を評価した。   

研究対象地域：北緯50度一両綿10皮，  

東経70慶一東経15皮   

使用シナリオ：NORMjuJ，GISS，GFDL UKMO   

筑後モデル：NPP＝0．29［e叩（0．216RDI2）］Rn   

NPP＝自然植生の純一次生産力（t乾物／（Ila・〉rr）），   

RDl（＝Rn／Ilう ＝放射乾燥度，Rn＝純放射，   

r＝年間降水昂   

まず，GISS，CFDL，UKMOモデルからの1倍と2r  

倍のCO2濃度でのシナr」オを用いて気象要素の変化伯を  

袈3 東アジアモンスーン地域の自然話区性の潜在生産力（億トン／yr）   

area〉（108ha  NORⅨ′IAL   GISS   GFD工」   UKMO   

4．33   4．74   6．62   6．89   7．21   

n   5．00   37．50   43．60   41．40   45．10   

Ⅲ   7．33   112．22   119．00   126．00   124．00   

whole   16．67   ユ54．46   169．00   174．00   177．00   
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このような温暖化現象に伴い，各々の地域の平均気温の  

変動と生物季節（開花・発芽・紅尭・落薫時期）の変化  

との相関が高いことから，中圧＝こおける生物学節データ  

を用いて温暖化した場合の影響予測を行う。巾国全土に  

61地点の観測所で，様々な木本植物・草本植物の発芽・  

展開・開花・果熟・紅葉・落葉期日のデータを現在デー  

タベースとして入力中である。希少植物種への影響につ  

いては，種の分布域の現地調査を中心に行った。その結  

果，分布の広いキグザキイチゲが全体に小型化すること，  

また，この他，クサアジサイでも小型化することが，箱  

根地方の調査で分かった。   

システムを検討する。こうしたモデルをできるだけ多く  

の水域で検証していく必要がある。そのためのデータ甲  

収集および整理も重要な研究の位置づけである。   

平成5年皮では，様々な貯水池や湖沼に適用するシス  

テムの汎用性を考え，パーソナルコンピュータを用いて，  

気象観測デ▼タ（アメダスなど）と様々な貯水池や湖沼  

の形状を入力して水温予測を行うモデルを開発する。こ  

れを用いて，代表的な貯水池や湖沼の水温予測に適用し，  

検証する。   

一般に，成層化した貯水池や湖沼の水温分布は水平方  

向には一様であるとし，鉛直方向にのみ変化を持つとみ  

なせる場合が多く，水温分布を鉛直一次元モデルとして  

解析可能である。本水温予測モデルでは，この考えに基  

づき，7k温成層が形成される湖沼や貯水池における季節  

変化をシミュレートすることを目的とする。本モデルは，  

MITモデルを基本としているが，冬季における湖沼や  

貯水池の結氷現象もシミュレートできるように，EBM  

（エネルギー収支）モデルと連結して，年間を通じて計  

算できるように開発した。   

開発した水温予測モデルを，気象，流入水塁および水  

温分布データが入手できた湯の棚（栃木県）およびA貯  

水池（千葉県）に適用して，モデルの検証を行った。   

湯の湖においては，各水深における水温変動がほぼ気  

温の変動に応じて変化している（国11）。冬季に第12層  

（巌表層に相当）が大きく変動しているのは，5cm分  

（結氷する氷の厚さ）の凝固熱の変動を受け入れるため  

である。観測された結氷期間とおおむね一致していたが，  

氷の温度の実測値が得られていないので，これ以上の議  

論ができない。図11に示した水温の鉛直分布も実測値の  

分布をほぼ再現して，水温の絶対値もはば一致していた。  

A貯水池における結果の一例を図12に示す。′ここでも水  

温の季節変動をおおむね再現できていると考えられる。  

2）温暖化が貯水池や湖沼などの水界生態系に及ぼす  

影響について，水温，動植物70ランクトン，栄養塩の循  

環速度，溶存酸素濃度を予測するシステムの開発するた  

めに，目指すモデルは，気候変化（気象条件とそれに基  

づく流入水量）と対象水域の特性データ（形状，容積な  

ど）を入力して，まず，水域の水理学的構造特性（水温  

の上昇，水温躍層の形成，混合の程度など）の変化を予  

測する。その結果に基づいて，生物の種構成とその現存  

量，さらには栄養塩の循環速度，溶存酸素濃度の変化も  

予測するモデルで，汎用性の高い総合モデルという点に  

特色がある。復雄なモデルにしても利用可能なデータが  

得られない水域の場合があるので，入手可能なデータに  

基づいて，状態変数を選択でき，かつ各パラメータのデー  

タベースを組み込んだモデルとする。ユーザーフレンド  

リーに対話形式でパーソナルコンピュータでモデルの計  

算ができる。水温予測では，結氷や融解も再現できるも  

のとする。   

本研究では，汎用性の高い生態系モデルの構築が目標  

である。このためには，従来からの生態系モデルを幅広  

くレビューして，パーソナルコンピュータで計算できる  

経過臼事如d叫  

図11水温モデルによる湯の湖の各水深における水温の季節変化  
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温暖化に伴い植物を取り巻く環境の7k分条件も変化し，  

それが植物のガス交換の場である気孔の開閉機能に影響  

し，さらに水収支，栄養生長にも影響を及ぼす。一方で，  

CO2濃度の上昇は気孔の閉鎖を誘導し，気孔の開閉機能  

が植物の温暖化影響の重要なポイントとなる。   

本年度には，新設された高性能の人コニ光型グロースキャ  

ビネットを用いて，CO2濃度・気温・湿度を制御し，陸  

上植物に及ぼす複合影響を，気孔開閉機能の観点から栄  

養生長や水収支への影響を検討解析した。  

3）植物に及ばす複合影響に関する実験的研究につい  

ては；気混上昇やC02濃度の増加などの地球温暖化の主  

因とともに，それらの変動に伴って生じる乾燥化や大気  

汚染等の環境要因の変動が陸上植物に及ぼす複合影響に  

ついては未解明なことが多く，実証実験による定量的な  

解析が急がれている。そのために，本研究は，それらの  

環境要因を植物実験用環境調節装置を用いて制御し，陸  

上植物の栄養生長や生理生態的機能に及ばす複合影響を  

実験的に定量解析することを目的としている（図13）。  

‾  計算値   

●   実測値  

O ZO 30 40  〉0 10 ZO］O dO  〉010 Z（）封）爪  

図12 水温モデルの計算結果と実洲直との比較（湯の湖）  

図13 地球温暖化が植物に及ぼす複合影響の概念図  
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実験はグロースキャビネットの環境条件を250c，500  

〟E・m－g・S‾り胡寺開日長に制御し，加えてにC02濃度  

と湿度（飽差）を，それぞれ5t吼1000ppm，及び5，■15  

mmHgに設定して行った。実験種物は，気孔開聞能力  

が異なる2系統のポプラ（ト214；PopuJ㍑S eurOαmericα  

花払 PeαCe；P．如reαmα×P，己ri亡ん0α叩α）の挿木苗を  

用いて，．水耕栽培した。また，同時に重量法によって植  

物の蒸発散売を連続計測し，気孔開閉の指標とした。な  

お，Ⅰ214の気孔は，水ストレスや光強度に応じて開閉  

するが，PeαCeはその反応性が鈍く，常時開きぎみであ  

る。   

CO2濃度と飽差の異なる条件下で2週間育成した時の  

器官別乾物生長量を図14に示した。両系統ともにCO2濃  

度が高い条件下で生長量が増加し，また，湿潤条件（飽  

差が小さい）の方が乾燥条件より生長昂が増加した。い  

ずれの場合でも，その程度はト214よりPeαCeの方が大き  

く，非同化器官の構成比も大きくなった。このことは，  

気孔開閉が鈍いPeαCeの方が，CO2濃度の増加や大気の  

乾燥化により影響されることを示唆した。   

気孔開閉の指標である蒸散速度は，ト214・PeαCeとも  

に，明暗の光周期に同調して変動した。蒸散速度の暗／  

明比は気孔が開きぎみである月2αCeが大きく，時期中も  

常に気孔が開いていた。したがって，PeαCeの乾物生長  

が乾燥条件で強く抑制されたことは（園15），暗期中の蒸  

散屋が大きいことによって絶えず軽い水ストレス状態に  

晒されていることに起因しているものと考えられた。   

また，両系統の単位乾物妥当たりの水の消費量（蒸散  

塁）を図16に示し，乾物生長に対する水利用効率を検討  

した。両系統間には有意な差異が認められなかったが，  

乾燥条件の方が両系統ともに水利用効率が悪く，その間  

係はCO2濃度が低い方がより斬首であった。   

これらのことから，乾燥状態下でもCO2濃度の増プ川ま，  

乾物生艮に対しては“＋”の効果があり，さらに，気孔  

が閉鎖傾向になることにより，水利用効率に対しても  

“＋”の効巣が認められた。加えて，常時気孔が開きぎ  

みである植物では，その効果が顕著に生じることが明ら  

かになった。  

g／plant  

血 だ（勅） 】5  5  15   5  15   5  15   5  

CO，濃度【押¶）   500    t OOO  500   1（】80  

図14 ポプラの乾物生長に及ばす飽差，CO2濃度の影響  
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CO．望虔Ip■■〉    580    1000  500    1000  

図15 ポプラの水消更に及ぼす飽急 CO2濃度の影響  

（6）健康影響に関する研究  

1）地球温暖化に伴う健康リスクの評価の際，大陸内  

陸郡やじ一トアイランド■現象の著しい大都市における夏  

期の暑熱負荷の増大に起因する健康影響の解明が重要で  

1：〉  【占  10  ：4  

1別＝け「7月  

図16 熱波の経過に伴う熱射病患者の発生数の推移（中国南京市  

1988i享7月）  
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ある。さらに熱帯病のマラリア等の動物性媒介性感染症  

の発生域の拡大に関する予測を必要としている。   

温暖化による暑熱増大に伴う健康リスクの解明のため，  

昨年にひき続き中国大陸内部の熱波発生地域において日  

中共同で健康影響調査を継続した。同時に熱波の健康影  

響の解析とIPCCの夏期の気温上昇予測に基づきモデル  

実験を行い，暑熱による健康障害発生と生体防御機構に  

ついて解析した。疫学調査結果と実験的研究を総合的に  

評価し，地球温暖化に伴う暑熱負荷の増大による健康リ  

スクについて検討した。   

また亜熱帯域におけるマラリアおよび媒介蚊の分布と  

地理的気象条件との関連を，中国南部における現地調査，  

沖縄における媒介蚊の分布の調査により明らかにし，温  

暖化によるマラリアの拡大の可能性について検討した。   

夏期の著しい暑熱による健康障害は適応能力の低下し  

た高齢者に集中することが判明しており，高齢化社会の  

進展と地球温暖化の進行による健康リスクに関して詳細  

な研究が必要とされている。特に社会基盤の整備が充分  

でない開発途上国においては，夏期の暑熱の影響が直接  

人体の負荷に結びっきやすく，暑熱負荷の増大により深  

刻な健康影響が発生すると予想されている。このため昨  

年に引き続き，猛暑が頻発する中国中南部を対象に国際  

共同調査を実施し，暑熱と熱射病患者発生数や患者死亡  

数との関連について解析した。同時に地球環境シミュレー  

ターを用い人工環境制御下のモデル実験によって高体温  

症を再現し，熱ストレスによる健康障害の発生機構を検  

討し，暑熱と核心温変動機構の関連，高体温症による免  

疫系や生体防御系の機能に対する検討，肝細胞の代謝機  

能に対する影響等について，生理学的手法，組織化学的  

手法，生化学的手法を用いて解明した。   

1）熱波時の熱射病患者発生に関する国際共同調査   

昨年に引き続き中国南京市を対象に，1988年の大規模  

な熱波時の平均気温・最高気温と熱射病患者発生数，熱  

射病患者の死亡数との関連性について日中共同で解析し  

た。その結果人の生理生化学的適応機構の発現との関連  

で注目されることではあるが，図16に示すように平均気  

温が数日連続して32℃を超えた最初の猛暑の時期に，熱  

射病患者が多発していることが判明した。7日間経過後，  

再度平均気温が320cを超える猛暑が数日連続して襲来し  

ているが，この時偶の熱射病患者の発生は最初の襲来か  

ら予想されるはど著しくない。熱射病患者の死亡動向と  

気温との関係も規似した傾向を示しているが，患者発生  

動向の方が気温依存性がより明確であった。中国現地で  

はこのような著しい熱波の際は，屋外での労働の制限，  

労働時間の短縮や休暇等の社会的行動により，熱中症等  

の発生予防に努めている。さらに熱波襲来時は，昏睡等  

の中枢神経障害や肝障害を伴う熱射病の発生に備え，中  

国医療機関は救急医療体制を整備している。   

2）地球環境シミュレーターによる健康障害発生機構  

に関する実験   

熱波による健康障害が観察された時期の気温に，  

lPCCの2030年の上位昇温予測値（BaU）を加味し，恒  

温恒湿の人工環境下で昨年に引き続き熟ストレスによる  

影響に関するモデル実験を行った。実験には人の健康影  

響へと外挿するために，反応の異なる数種の実験動物を  

用い，暑熱による細胞．組織，臓器の病理組織化学的検  

索と生理生化学的検討を行った。同時に免疫系に対する  

暑熱の影響について免疫病理学的検討を加え，人に対す  

る広範な健康障害の発生機構を解析した。   

暑熱下では動物の核心温が上昇し，軽度の高体温の症  

状を示すが，それによって免疫機能がどのように影響さ  

れるか検討した。免疫担当臓器である胞線と脾臓におい  

ては，臓器重量と免疫細胞の数が如著に減少していた。  

細胞性免疫と体液性免疫全体に関与するT細胞依存性の  

抗体産生能を抗ヒツジ赤血球（SRBC）抗体産生能により  

検討したところ，抗体産生能は脾臓器・脾細胞当たりい  

ずれにおいても暑熱負荷により低下していた。さらにマ  

イトジュン反応（リンパ球幼若化反応）によっても，熱  

ストレスに対してT細胞・B細胞を介した免疫能の侵襲  

は大きいことが判明した。   

軽度の高体温の症状に伴う生体の障害作用とその修復  

や適応に関しては，生化学的機構の解明が必須となる。  

軽度の高体温症を伴う動物においては，肝静脈と小真下  

静脈の周囲の細胞における膨化や萎縮が観察され，細胞  

／ト器官の変化としては，脂肪顆粒の増生とマイクロ小体  

の変形分布が目立ち，ミトコンドリアの変形，小胞体の  

増生が伴われていたが，このような組織化学的変化は暑  

熱負荷の継続に伴い増大した。その一方肝の小葉構造や  

門脈系には特異的所見は観察されなかった。肝以外の臓  

器としては，腎，心，帆 内分泌系およびリンパ系に所  

見が観察された。   

暑熱負荷による肝静脈と小葉下静脈の周辺の細胞にお  

ける膨化や萎縮，細胞小器官の変形に伴う生化学的変化   
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として，ラジカル障害が引き起こされ，過酸化脂質の生  

成が増大する。それに伴い細胞内エネルギー産生を担う  

ミトコンドリアの電子伝達系酵素活性が変化し，チトク  

ロームCリグクターゼ系とチトクロームCオキンダーゼ  

の活性の低下が観察された。－このような代謝機能の低下  

はラジカルに対する防御系酵素グルタチオンペルオキシ  

ダーゼ活性の誘導能と関連し，著しい動物種差が観察さ  

れた。このことから熱ショック蛋白の誘導を含むラジカ  

ル障害に対する生化学的防御機構の発現に関する種差の  

検討が重要であることが予想された。   

九州南部に相当する中緯度にあるなかで熱波が頻発す  

■る中国南京市における健康障害の解析より，高体温症発  

生には閲値が存在し，少なくとも数日連続して平均300c  

を超える猛暑が続くと，熱射病が発生することが予想さ  

れた。さらに熱射病の多発する事態は，平均32℃を超え  

る猛暑が少なくとも数日連続して継続する必要があるこ  

とが判明した。また熱波襲来の時期により熱射病患者の  

発生には願著な差が観察され，生理生化学的適応と社会  

的適応の違いが重要と考えられた。この結果は実験的に  

も再現され，暑熱負荷による軽度の高体温の症状下では，  

免疫担当臓器である胸線と脾臓においては，臓器重量と  

免疫細胞の数が顕著に減少し，T細胞依存性の抗体産生  

能の低下がみられ，熱ストレスに対してT細胞・B細胞  

を介した免疫能の侵襲は大きいことが判明した。さらに  

暑熱負荷により肝静脈周囲の細胞に特異的な腫大と膨化  

変性，細胞のラジカル障害と脂質過酸化障害，細胞内小  

器官の構造変化が引き起こされる。それに伴い細胞内エ  

ネルギー産生を担うミトコンドリアの電子伝達系酵素活  

性の低下が観察された。このような代謝機能の低下はラ  

ジカルに対する防御系酵素活性の誘導能と関連し，著し  

い動物種差が観察された。   

疫学調査と実験的研究を総合すると，高体温症と熱射  

病患者の多発の閥値温度が，320c以上の連続した外気温  

の継続にあることが判明し，予防医学上の対応策への示  

唆が与えられた。このような暑熱により誘発される高体  

温症は，園17に示すような広範な生体反応を引き起こす  

ため，高体温症による種々の生体障害と生体防御機構の  

関連について詳細な検討を行う必要がある。熱射病患者  

の発生は初期の猛暑の際著しく，猛暑の再来には初期の  

猛暑はど著しい発生は観察されない事実は，高体温症に  

よる熱射病発生の機構と生体防徹機能による適応の関係  

を明らかにする必要があることを示している。今後人の  

健康維持に深くかかわる免疫系や生体防御系の機能に対  

する検討をさらに進め，暑熱の影響を総合的に評価する  

必要があることが判明した。   

2）東アジア地域におけるマラリア及び媒介蚊の地理  

的分布とその規定要因の解明に関する研究については，  

温暖化による影響を予測するための基礎資料となる，マ  

ラリアおよび媒介蚊の地理的分布と気象条件との関連を  

明らかにするために，前年度に引き続き，①中国雷雨省  

における現地調査と②現在の沖縄における媒介蚊の分布  

調査を実施するとともに，新たに，③中国国内各地のマ  

ラリア流行及び媒介蚊分布に関する統計資料の収集を開  

始した。   

中国雲両省における現地調査については，雲両省南部  

に位置する西双版納（シーサンパーナ）及び恩茅（シー  

マオ）周辺の3地域で，住民検診（マラリア診断及び血  

清疫学的調査）と媒介蚊の分布調査および気象モニタリ  

暑  奔爽  

J  

閤恒温度  

図17 暑熱による健康障害発生と生体防御機構の発現   
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ばっ気活性汚泥法から発生するN20に着目し、温室効果  

ガスとしてのN20の発生抑制のための操作条件の解明，  

特に硝化・脱重工程における嫌気条件の影響を明らかに  

することを目的として実験的検討を行った。なお，本排  

水処理施設は1000人相が4基設置されており，各処理装  

置を各種条件下で運転することが可能となっている。本  

装置の概要とサンプリングポイントは図18に，ガス回収  

装置の概要は図19に示すとおりである。   

実規模施設での試験を行った結果の一例は園20に示す  

とおりであるが，排水処理施設から地球温暖化ガスであ  

るN20の発生が認められ，連続ばっ気法は間欠ばっ気法  

と比較して極めて多くのN20を発生していることが確認  

された。また，反応槽中の水質に着日すると，連続ばっ一  

気槽は硝化の過剰の進行により硝酸性窒素濃度が高濃度  

に残存しているのに対し，間欠ばっ気槽は硝化・脱窒を  

繰返すため槽内の硝顧性窒素濃度は低濃度に維持される  

と同時に生物学的リン除去も効果的に行われTPも低  

い値を示すことが分かった。この結果は昨年に行った室  

内実験の結果を盛付けるものであり，反応槽中の硝酸性  

窒素を低濃度に維持することはN20の発生を抑制するこ  

ングを1年間にわたって実施している。マラリアの有病  

地から無病地まで，流行の程度の異なる地域での調査に  

より，マラリア分布と気象条件との関連を示すデータの  

入手が期待される。   

沖縄における媒介蚊の分布の現況調査については，石  

垣島，宮古島，西表島，等でマラリア媒介蚊であるコガ  

タハマダラカ，シナハマダラカの生息分布調査を実施し  

た。現在，これらの島々では，市街地を離れた渓流等に  

コガタハマダラカ，シナハマダラカが生息していること  

が確認された。今後，沖縄本島さらには奄美諸島につい  

てもマラリア媒介蚊の生息調査を行い，我が国における  

マラリア媒介蚊の分布の北限を決定し，気象条件との関  

連を明らかにする予定である。   

今後，現地調査から得られるマラリア流行と気象条件  

との関連データやわが国におけるマラリア媒介蚊の分布  

現況データを用い，マラリア流行モデルを利用したシミュ  

レーションにより温暖化によるマラリア分布域をできる  

だけ正確に予測することが必要となろう。  

（7）地球温暖化抑制のための汚水・廃棄物処理処分シ  

ステムの確立と評価に関する研究   

温室効果ガスの発生抑制対策として，汚水，汚泥お  

よび廃棄物処理・処分システムを適正に構築することに  

加えて，上流域での製品等の製造から廃棄に至る物質の  

流れの制御に着目し，その対策手法を開発し，これらの  

対策を温暖化抑制の観点から評価して普及一定著させる  

上での基礎的知見を得ることを目標として昨年度に引き  

続き検討を行った。CH4，N20などの温室効果ガスは生  

活排水および産業排水の処理施設からも大量に発生して  

いると考えられているが，地球温暖化を抑制する上で具  

体的にいかなる手法を用いたらよいのか，現在のところ  

ほとんど明確にされていない。しかし，温室効果ガスの  

中でCH4は有機性排水の嫌気処理過程で，N20は硝化・  

脱窒コニ程で発生することから，処理プロセスの二1二夫を図  

れば排出量を削減することも可能になると考えられる。  

以上のことから，排水処理施設から発生する温暖化ガス  

の発生抑制対策を講じることは極めて重要である。   

本年度は，対象とするモデル地域として千葉県千葉市  

稲毛区の全8煉の660戸のマンションを選定し，その排  

水処理施設である生物処理プロセスから発生する地球温  

暖化ガスの実態調査を行った。処理プロセスとして窒素  

除去が可能とされている間欠ばっ気1野性汚泥法と，連続  

ばっ気撹梓装置  

ぱっ気撹梓装置  
間欠ばっ先進転時ののサンフリングポイント  
① ばっ気Pβj℡のないところ  

㊦ はっ気の影響のあるところ  
迦筏ばっ気運近時はどのサンプ1」ングポイントでも均一であるが  

①．⑬ でサンプリングした。  

図18 活性汚泥方式ばっ気槽とサンプリングポイント  

サン7■リングチューブ  サンプリング  

図19 ぱっ気槽におけるガス回収法とガス捕集用チャンパー  
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図20 連続ばっ気間欠ばっ気運転時におけるN20，NO＝－NおよぴTPの経時変化  

とにおいて重要であることが実証された。これらのこと  

から，間欠ばっ気等の嫌気条件を組み込むことは，表4  

に示すように窒素・リンを高度に除去すると同時にN20  

発生を抑制し地球温暖化抑制のための汚水処理手法とな  

ることが明らかになった。   

また，ごみ最終埋立処分場の十分な確保が困難な状況  

にある今日，ごみの滅容を主目的とする焼却は重要なご  

みの中間処理である。一方，その焼却熱の利用によるエ  

ネルギー回収の重要性も指摘されている。そこで，発電  

施設を有するごみ処理場の建設，運用，維持にかかわる  

エネルギー収支と二酸化炭素の排出削減効果について解  

析した。   

その結果，ごみ発電によるエネルギー回収量および二  

酸化炭素排出削減量は発電施設はもとよりごみ処理場全  

体の建設，運札維持さらにはごみ収集を考慮しても十  

分評価できることが明らかになった。発電が可能なごみ  

焼却施設は全国に1，000前後あると推定され，その活用  

による効果の大きさが示された。  

（8）おわりに   

地球温暖化の防止対策や影響に関する研究は非常に広  

範匪惰対象を含み，また大変多くの研究領域にまたがっ  

ている。このため，国内外の研究者との交流や共同研究  

を進めるとともに，着実な研究推進体制を確立するよう  

努力しているところである。  

表4 間欠ばっ気法の温暖化ガス抑制効果  

●連続ばっ気法は間欠ばっ気法と比較して約10倍程度のN20の   
放出が確認された。  

●N20の発生はばっ気に伴うものが大部分である。連続ばっ気は   
常にN20が放出されており気体中の濃度も高い。  

●間欠ばっ気を行ない水中の硝酸性窒素濃度を低く抑えることで   
N20の発生を抑制することができる。  
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2．4 酸性雨に関する研究  

〔研究組織ユ  地球環境研究グループ  

統括研究官  

酸性雨研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  

地域環境研究グループ  

有害廃棄物対策研究チーム  

化学物質生態影響評価研究チーム  

社会環境システム部  

情報解析研究室  

化学環境部  

上席研究官  

動態化学研究室  

計測技術研究室  

大気圏環境部  

大気反応研究室  

大気物理研究室  

水土壌圏環境部  

水環境工学研究室  

土壌環境研究室  

生物圏環境部  

部 長  
、分子生物学研究室  

生態機構研究室  

客員研究員 35名， 共同研究員 5名  

安野正之  

○佐竹研一・村野健太郎・畠山史郎  

向井人史  

西川雅高  

笠井文松  

橋水 明・須賀伸介  

相馬光之  

瀬山春彦・日中1敦  

横内陽子  

福山 力  

鵜野伊津志  

海老瀬潜一  

高松武次郎・服部浩之  

岩熊敏夫  

m巾 浄  

上野隆平  

北米で1960年代以後問題視されるようになった森林の枯  

損および湖沼，河川の酸性化による魚介類の死滅などで  

ある。   

我が国でも酸性雨問題に関する関JL、の高まりとともに，  

全国各地で雨水の化学成分等の調査が行われた。その結  

果地域によって差はあるものの全国各地で酸性雨が降っ  

ていることが確認され，さらに東アジア，特に中国で化  

石燃料の使用量が著しく増加しているところからその影  

響が懸念されるようになってきた。   

酸性雨問是酌ま敢性物質の放出（生成）一陣下・沈着一  

影響の諸過程，すなわち大気 森楓水 土壌などの自  

然生態系を構成する諸要素ならびにそこで行われる物質  

循環に深く関係している。このため，酸性雨問題を理解  

〔研究概要〕   

酸性雨問題の原因は人現による化石燃料の大量使用に  

ある。化石燃料の使用に伴って生成したイオウ酸化軌  

窒素酸化物などの酸性物質が森林や湖沼などの生態系や  

文化財等の人工物に被害を与えているのである。歴史を  

ふりかえってみると産業革命を契機として石炭の大屋使  

用の始まった英国でいわゆる酸性雨被害は著しく，人間  

および自然に多くの犠牲が生じた。その後世界に広がっ  

た産業革命の改は酸性雨問題をはじめとするさまざまな  

公害問題を生みだした。そして，今や問題は地球的規模  

の広がりをみせ，大気を経由し国境を越えて移送される  

酸性物質が他国に大きな被害を与えるようになってきた。  

その典型はスカンジナビア半島や中東部ヨーロッパまた  
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し，その対策を考えるためには，これらの諸過程につい  

て研究を進め，理解を深めることが大切である。したがっ  

て，本酸性雨研究において設定された研究課題はいずれ  

もこれに関係したものである。   

平成5年度は以下に述べる研究計画のもとで，大気  

植物，水，土壌などに関してそれぞれ次のような研究が  

行われた。  

不可欠である。本研究では，このような点を考慮し，生  

物とその環境について特に酸性物質の影響という観点か  

らその影響機構を解析する。また，酸性化に伴って変化  

する生態系の特色を知るために自然酸性環境にも注目し，  

研究を進める。さらに，本研究では，生態系に必要な生  

物地球化学的研究手法の検討開発を基礎にして，慢性雨  

被害の懸念される生態系及び典型的な酸性環境に分布す  

る生物種ならびにこれらの生態系における物質代謝（イ  

オウ代謝，窒素代謝，金属元素の代謝等）について研究  

し，酸性物質が与える生態系への影響を明らかにする。   

本年度は以‾Fに述べる課題を具体的に取り上げ研究を  

行った。  

1）植物環境系変化の指標となる生物地球化学的分析  

手法の開発検討に関する研究   

2）生態系における酸性雨関連化学種の挙動と影響に  

関する研究   

3）自然慣性環境の生態系に関する研究  

（1）東アジアにおける酸性雨の動態解明に関する研究   

ヨーロッパ大陸，北米大陸では前述したように酸性雨  

の被害が古くから朗在化していることもあって，酸性雨  

の大気中での反応，生成機構，その輸送プロセスなども  

かなり解明されている。わが国を含めた東アジア地域で  

は酸性雨の動態はまだはと々ど明らかになっていない。  

東アジア地域において地上の発生源から大気中へ放出さ  

れたS02やNO‡が大気中でOHラジカル等の過酸化物と  

反応して硫酸や硝酸に酸化されるメカニズムと，それら  

がエアロゾルや雲に取り込まれて輸送され，地上へ到達  

するプロセスを明らかにするため，次の研究を行った。  

1）東アジアにおける酸性雨及び関連物質の動態解明  

のための地上モニタリング及び酸性物質の沈着量マ  

ップ作成，硫黄，鉛同位体比測定による長距離越境  

汚染の解明   

2）東シナ海及び日本海上空での航空機観測とデータ  

の解析   

3）地上モニタリング及び航空機観測のための微量酸   

性，酸化性物質計測システム及び校正システムの開  

発   

4）酸性，酸化性物質の物理的，化学的過程の研究   

5）東アジア酸性雨モニタリングネットワークの構築   

6）長距離越境汚染解明のためのシミュレーションモ  

デルのl凋発  

（3）東アジアにおける酸性雨原因物質の制御対策とそ  

の評価に関する研究   

東アジア地域はヨーロッパ大陸，北米大陸に次いで  

SO2，NOェなど酸性雨前駆体物質の発生員の多い地域で  

ある。この地域には中国，インドなど多くの人口を抱え，  

エネルギー消費の潜在能力を持つ途上国が存在する。し  

たがって，これらの地域から排出されるSO2，NOェなど  

を効率的に制御するための技術を評価するために次の研  

究を行う。  

1）排煙脱硫および脱硝装置の評価に関する研究   

2）流動層燃焼プロセス技術の評価に関する研究 ′   

3）開発途上国における脱硫および脱硝の最適プロセ  

スに関する研究  

〔研究成果〕  

（1）乗アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解明に  

関する研究  

1）地上観測に関する研究   

東アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解明のため  

に，南西諸島（沖 縄本島），日本海（隠岐島），および国  

内の適地（八方尾札 八甲田山）を選定し，雨水成九  

エアロゾル成分，オゾン等の地上観測を継続している。  

さらに，酸性物質沈着量を求めるための大気汚染物質の  

連続観測を国内7地点で開始した。S，Pb同位体比の  

（2）酸性物質の生態系に与える影響に関する研究   

（酸性物質の植物環境系に与える影響に関する研究）   

自然生態系は大気圏と岩石圏の墳斯こ広がる生物圏の  

生態系，森林や湖沼や河川などの生態系の総称である。  

各々の生態系では生物を中心として土壌，水，大気の問  

で物質代謝が行われており，酸性物質の影響は生物の生  

存を支える環境要因に直接間接に及ぶ。酸性雨とその被  

害の関係を明確にとらえるためにほ，このような生態系  

構成要素ならびにその相互関係に関する基本的な理解が  
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③鉛同位体比を用いた大気汚染の長距離輸送に関する   

研究  

・鉛同位体比の測定手法の検討   

大気中の鉛同位体比を迅速に測定するために，今まで  

用いられてきた表面電離型質量分析法に変えて誘導結合  

プラズマ質量分析法を用いることにした。この方法は試  

料が液体のまま導入できる点が従来法より簡便である。  

最大の感度を得るようにレンズ系を調整し，さらに質量  

分析装置のスキャン回数，チャンネル数，Dwelltime  

などのパラメータを決定すべく検討した結果表1のよう  

な標準的な仕様が決定されるに至った。   

表1の条件で，次に鉛濃度に対する影響を検討した。  

錯濃度の減少に対して測定精度は悪くなるが，206Pb／207Pb，  

206pb／20呂Pbの比の精度は50ppbまで0．6％を切っていた。  

206Pb／204Pbは2O4Pbの存在員が小さいことから100ppb以  

下では1％精度を越えた。従ってここでは，濃度として  

50～500ppbの範囲に合わせるように想定した。比の値  

の濃度依存性を調べた結果，図2にあるような応答がみ  

られ，存在比が近い206Pbと207Pbの比の値は濃度依存性  

を受けにくいことが分かった。一方2D6Pb／208Pb比は濃度  

依存性が見られたので，測定時は濃度依存性を調べた上  

測定するか，濃度を標準と合わせるようサンプルを希釈  

または濃縮するかしなければならないことが分かった。   

・実サンプルでの測定   

実際のサンプルでの測定を国立環境研究所で調整した  

測定を開始した。   

①沖縄辺戸岬大気化学研究ステーションにおける観測   

平成5年4月から平成6年3月までの一年間のオゾン  

濃度の変動を調べた（国1）。平均値の最低は7月にあ  

り，6月から9月の4カ月間が30ppb＼「以下であった。  

平均値の高いものは，3，4，5月で40ppbv以上であっ  

た。最高濃度も7月に36ppbvと最も低く，高いほうの  

3つは4，5，6月に観測され，67ppbv以＿とであった。  

その他の月ははぼ50ppbv台の値であった。これらの観  

測結果から海洋性の清浄空気が入る7，8月を中心とす  

る月に平均濃度が極端に低くなり，成層圏からの注入，  

あるいは光化学反応による火蔓生成の可能性のある4，  

5，6月にオゾン濃度は高くなった。   

②酸性物質沈着良マップ作成   

湿性降下物のサンプリングは広範に行われている。乾  

性降下物の測定は国内でははとんど行われていない。こ  

のため，大気汚染物質の測定を開始した。青森下手了，八甲  

田，新津市，奈良市，松江市，太宰府市，紫尾IlJの7地  

点で測定を開始した。47mmのフィルターホルダーにフ  

ロロボアフィルター，K2CO3含浸フィルター，燐酸含  

浸フィルターをそれぞれエアロゾル，SO2，NH3捕集用  

としてセットした。一部地点ではナイロンフィルターを  

セットした系で全NO3▼濃度を測定した。1～2週間の  

連続慨引で平均濃度を求めた。このデータから乾性沈着  

速度を乗じて乾性降‾卜物量を明らかにする。  

医11沖縄辺戸岬における月平均03濃度の変動  
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表1鉛同位体比測定のための標準的条件  測定結果を衰3に示した。石炭中燃焼性硫黄の∂34S  

値は一種のロシア炭を除き正の値を示し，標準物質に比  

べ重い硫黄（34S）を多く含んでいるといえる。また同  

一産地√札 例えばNolとND4，No7とNollでも異なる値  

を示し，これは鉱床の違いが原因しているとも考えられ  

る。石炭中全駅董と燃焼性硫黄の∂34S値の相関（r＝  

0．982）から，今回の燃焼条件では燃焼性硫黄の∂封S値  

は全硫黄の∂34S値を強く反映しているといえる。今回  

の沢り定において，潮定植の分布から見て中国炭，ロシア  

炭はともにその燃焼ガスは，ほとんどが石油を燃料とし  

ている新潟県内の工場排ガス中硫黄（∂34S値＝－2．7±  

4．1％0，n＝17）に比べ，明らかに重い硫黄34Sを多く含ん  

でいるといえる。  

（新潟県衛生公害研究所担当）   

IC Pの条件  

R．F．ノペワー  1．3kW  

クーラソトガス  13 J／min  

補助ガス  0．6 J／min  

ネブライザーガス 0．7 8J／min  

溶液サンプル流星 0．4 mJ／min  

質量分析計の条件  
質量数スキャン範囲  201～211  

チャンネル数  512  

DwellTime  80--160 lrseccccc 

スキャン回数  8 0 0   

1．03  

1．02  

1．01  

U q  
＼も1・00  

q  
O．99  

0．98  

2）酸性雨モニタリングネットワーク構築のためのワー  

クショップ開催   

韓国′ 中風 台湾を中心として東アジア地域の研究者  

を招へいして，東アジア地域の酸性雨モニタリングネッ  

トワーク構築のためにワークショップを1月‾F旬に開催  

した。会議は3日間で，第1日はモニタリング手法とそ  

のデータ，2日は各国の発生源インベントリー研究が発  

表された。第3日は総合討論で細部の議論がなされ，今  

後も情報交換を密にするために，定期的にワークショッ  

ブを開催することが確認された。   

0   100   200   300   400   500  

鉛濃度／〟g／J   

図2 同位体比に与える鉛濃度の影響  
：縦軸は真値（R。）に対する測定値（R。）の比  

環境標準試料である自動車排出粒子（NIES No．8）及び  

米国のNationalInstitute of Standard and Teclm0logy  

作製の都市粉じん（SRM1648）を用いた。測定は分解  

試料をそのまま測定した場合と鉛だけ精製して取りだし  

た試料の両方行い，比較した。その結果表2に見られる  

ように両者に差はなく，美原のサンプルでら鉛だけ取り  

出す前処理は必要はないことが明らかになった。   

鉛の同位体比を日本のサンプルとアメリカのものと比  

べると，明らかにアメリカの方は日本より新しい年代の  

鉛を用いていることが分かる。これは，アメリカではペ  

ルーなどの鉛を多く輸入していることとうまく対応して  

いる。   

④硫黄同位体比測定   

硫黄同位体比の測定法ははぼ確立されているので，韓  

国，中国各地の石炭，石油を購入して，石炭燃焼炉で燃  

焼させ，硫黄同位体比の測定を行った。  

3）IGAC／PEACAMPOT航空機調査   

東アジア地域は今後，人口増加と工業の発展により大  

気汚染物質の排出量が増加し続けるものと考えられ，我  

衰2 粉じんサンプルでの鉛同位体比一精製の有鰍こよる比較－  

同位体比  精製なし  鉛精製あり  

自動車排出粒子（NほS No息）   

（206／204）   17．6±0．26  17．5±0．24  

（206／207）   1．127±0，010  1．125±0．009  

（206／208）  0．471±0．004  0．469±0，004  

都市粉じん（SR九′I1648）   

（206／2D4）   19．3±D．20  19．4±0．23  

（206／207）   1．233±8．004  1．22B±0．006  

（206／208）  ロー580±8．004  0．50i士口一004   
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表3 硫黄同位体比の測定結果  

試判卜 区名  産地または  種畑  燃焼性硫黄  全硫黄  
仙．  使用地‖  ♂31s（－．）5分（－）  ♂3▲S（芳．）S分（鴛）  
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5 ロシア TUGNUY D  

6 中国  L】HFEH（臨粉）  

7 中国  DATONG（大同）  

8 中国  ‖E8Ⅰ（鶴壁）  

9中匡  FUSHU〃（撫順）  

10 中歯  Y州Z‖0U  

11中国  8ATOHG（大岡）  
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35015’，東経124030’（B点）の2地点の間で8，500，  

5，500，3，000，1，500フィートの各高度を約40分ずつの観  

測（3月15日）の三回の観測を行った。各コースを図3  

に示す。ただし雲を避けるため高度および飛行コースは  

場合に応じて若干の変更がある。   

観測結果の一例として，韓国西方黄海上空における  

S02，NOェ，03のデータを図4に示した。上空ではSO2，  

NOェともに低いが低空ではB点を鏡面として対称な分布  

をしている。南のA点側でSO2，NOェの濃度が高いこと  

は興味深い。今後流跡線解析等を含め詳細に検討する予  

定である。  

が国にも，その結果として大量の酸性物質が降下するも  

のと懸念される。本研究では平成3年度より，IGAC計  

画（国際地球規模大気化学計画）に基づき，  

PEACAMPOTプログラム（太平洋上の対流圏大気に  

対する東アジアの大陸性気塊の影響）と名付けた航空機  

調査を，韓国，中国を含めた国際共同観測として行って  

きた。本年度は，東シナ海及び黄海上空において，異な  

るいくつかの高度を飛行して，汚染質の空間分布を求め  

ることを目的にした。また韓国KIST（韓国科学技術研  

究院）の研究者の協力を受け，同国済川島における地上  

観測を加えて隠岐島，及び八方尾根における集中地上観  

測と合わせ，地上と航空機両面からの観測を行った。   

本観測において観測の主な対象とした汚染質と測定方  

法は表4の通りである。これ以外に外気温 湿度も測定  

されている。なお使用航空機はCessna404（所属 昭和  

航空（株））である。   

航空機調杢は①長崎空港を基地として屋久島西方沖ま  

での東シナ海上空を往復。途中，北緯31ロ40＼東経  

129030’と北緯3000’，東経129030’の2地点の問で8，500，  

7，500，3，000，1，500フィートの各高度約40分ずつの観測  

（平成6年3月13日），②長崎から東シナ海北部上空を飛  

行して韓国済州島に着陸。途中，北緯31040’，東経  

129014’と北緯31040’，東経127015’の2地点の間で8，500，  

3，000，1，500フイ【卜の名高度を約40分ずつの観測（3  

月14日），③済州空港から韓国西方の黄海上空への往復  

観測。途中，北緯3400’，東経124030’（A点）と北緯  

表4 観測項目及び測定方法  

測 定 手 法  測 定 項 目  

紫外線吸収法  
オゾン化学発光法  
パルス蛍光法  
低温カラム濃縮法  
真空容器摘果法  
拡散スクラバー法  
ハイポリューム・サンプラー  
低温カラム濃縮法  
インバクタ一法  
パーティクルカウンター   

オゾン  

NOェ  

S022 

PAN  

炭化水素  
アルデヒド，有機酸  

無機エアロゾル  
COS，DMS  

エアロゾルの形態  
エアロゾル個数濃度  
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湿系では過酸化水素の収率の増加が見られた。   

－・方，オゾンとエチレンの反応から生成する過酸化物  

で，従来の報告ではMHPと考えられていた生成物が2－  

ヒドロキンエチルヒドロペロキシド（HOCH2CH200H）  

であることを明らかにした。  

表5 8穐煩の炭化水素とオゾンの反応による過酸化物の収率  

（力3／13   

図3 平成5年渡航空機調奇観測コース  

（×は折り返し点を表す）  

平均収率凋  
［alken81．〔QヱOnel． 維持  
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α－ビネン  
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図41994年3月15日の黄海上空におけるオソノン，NOェ，SO2   

4）微量酸化性物質の計測システムの開発   

有機過酸化物のうちヒドロペロキシド類は自然起源の  

炭化水素とオゾンとの反応で生成することが知られてお  

り，関東地方のスギ枯れ等植物の被害に影響を及ぼして  

いる可能性がある。これらヒドロペロキシド類の収率や  

生成機構に関する情報は現在の所きわめて少ない。本研  

究では平成3年度に構築した，蛍光法を用いた高感度の  

分析法と，気相の過酸化物を捕集するため従来用いられ  

ていたバブリング法より捕集時間を短くすることのでき  

るミストチャンバー法を用い，オゾンと8種類の炭化水  

素（イソプレン，αピネン，β－ピネン，1－メチルシ  

クロヘキセン，メチレンシクロヘキサン，エチレン，プ  

ロペン，2－プテン）の反応によって生成するヒドロペロ  

キシドの分析を試みた。反応には内容積4ロマのエアロゾ  

ルチャンバーを用い，生成物を蒸留水に掃集したのち分  

析した。昨年度報告したイソプレンーオゾン反応と同様  

に過酸化水素，ヒドロキシメチルヒドロペロキシド（H  

MHP，HOCH200H），およぴメチルヒドロペロキシド  

（MHP，CH300H）が検出された。各炭化水素から得ら  

れた過隊化物の収率を表5に示す。いずれの場合にも加  

5）大陸からの大気汚染物質の飛来のシミュレーショ  

ンモデル開発   

酸性雨・酸性降下物の輸送・変質過程を追跡するため  

の，中国一韓国一日本スケールの対流圏下部での化学反  

応を含む物質輸送モデルの研究を開始した。数値モデル  

としては，米国アイオア大学で開発・応用されている  

STEM（Sulfate Transport Eulerian Model）モデル  

を導入し，同大学と共同研究を展開した。同モデルは精  

密な化学反応モデルを用いており，S02→SO4への変  

換過程を陽に表現しており，従来の単純な変換率を仮定  

するモデルに比較して多くの情報をもたらすことが期待  

される。平成5年度は，STEMの入力条件を確立するこ  

とを中心として，1）同上の空間スケールの3次元気流  

ファイルの時空間内挿法，2）緯度経度メッシュ情報ファ  

イルを用いたVOCデータ推定，3）乾性沈着モジュー  

ル等の改良を行い，これらを用いたテスト計算を開始し  

た。   
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に極めて優れているという長所の反面，微量試料を用い  

ることから，試水中の各種イオンの濃度が極めて薄い場  

合の走塁が問題であることが明らかとなった。これにつ  

いては試料に含まれるイオンの濃縮が前もって必要とさ  

れ，様々な濃縮法とキャピラリー電気泳動法を組み合わ  

せて用いる方法，あるいは，キャビラリー電気泳動法に  

よって分離されたイオン穂を高感度で検出定量する分析  

手法との組み合わせ等の検討が重要であることが明らか  

となった。   

（2）酸性物質の生態系に与える影響に関する研究   

一酸性物質の植物環境系に与える影響に関する研究一  

1）植物環境系変化の指標となる生物地球化学的分析  

手法の開発検討に関する研究   

植物環境系の中で変化する化学種の中で，特に徴性両  

問題においては硫酸イオン，硝酸イオン，塩化物イオン，  

有機酸などの陰イオンならびにカリウムイオン，カルシ  

ウムイオン，マグネシウムイオン等の陽イオンの挙動が  

問題となることが多い。これらのイオンの走塁には現在  

イオンクロマトゲラフ法，原子吸光法，ICP発光分光分  

析法などの各種の分析方法が伴用して用いられる。しか  

し，特に酸性雨の生態系影響を把握しようとする場合に  

は酸性雨が降下している現場でただちに分析を行い，デー  

タを解析し，その影響を評価することが望ましく，既存  

の分析手傷でこれを可能にするには様々な困難がある。  

検討の結果，こゐような可能性を持っている分析手法と  

して，多イオン微量試料の分析法として近年急速に進歩  

している“キャピラリー電気泳動法”が有望であると考  

えられた。そこで，本年度はこの分析手法について走塁  

分析を行うため必要な様々な検討を行った。キャピラリー  

電気泳動法とは，石英製の細いチューブ（キャピラリー）  

に泳動緩衝液を注入し，その両端に電場をかけてサンプ  

ル中のイオン成分をキナビラリー中で分離し定量を行う  

分析方法で一台の測定装置で微量試料（100nJ）申の多  

イオン（硫酸イオン，硝酸イオン，塩化物イオン，アン  

モニウムイオン，ナトリウムイオン，カリウムイオン，  

マグネシウムイオ／，カルシウムイオン，そして，有機  

酸を分析できることに特色がある。酸性雨研究にこの新  

しい分析法“ヰヤピラリー電気泳動法”を用いる場合，  

第一に検討すべき点は，各種イオンを分析定塁する際の  

再現性や検出定量限界とともに，厳性雨や酸性窟あるい  

は酸性環境でしばしば登場する強酸性条件下で定員分析  

ができるかどうかという点である。検討の結果，試水が  

pH2以下の場合にはフェログラム上のべ一スラインの  

乱れなどが生じ，定量が困難であったが，pH2．5以上の  

条件ではこのような問題もなく，各種陰イオンおよび陽  

イオンについて極めて再現性の良い分析結果が得られる  

ことが明らかになった。また，pH2前後あるいはそれ以  

下のpHを持つ強酸性試水の場合についてもこれを希釈  

してpH3以上にし，分析に供すれば問題がないことが明  

らかとなった。なお，この他“キャピラリー電気泳動法わ  

が微量試料中の存在状態の異なる様々なイオン種の分析  

2）生態系における酸性雨関連化学種の挙動と影響に  

関する研究   

我が国ではpH4，7前後の酸性雨は全国各地で観測され  

窒素酸化物や中国大陸での酸性物質の排出等は年々増  

加し，最近では大陸起源の酸性物質の長距離輸送が日本  

海＿l二空で確認されるなどその影響が懸念されている。日  

本での顧性南牧害について酸性雨関連化学種の挙動と影  

響という視点でとらえる場合検討すべき気候的，地理軋  

地質的，生物的諸条件には気温や降水量等欧米と異なる  

点が多く，例えば基本的なものとして，①氷河侵食の有  

無，②火山からの酸性物質の供給，③中国大陸からのア  

ルカリ性物質を含む黄砂の飛来，④地質条件，⑤分布す  

る植物種，動物種の差異等がある。これらの点は次のよ  

うな背景を持っている。（a）我が国にも各地に石英含  

量の高い花崗岩地帯が分布している。しかし，スカンジ  

ナビ7半島等の場合と異なり，氷河による侵食がはとん  

どなかったことに注目する必要がある。風化土壌に被わ  

れたわが国の花崗岩地帯では河川は酸の中和能力を持っ  

ている。ところが，その中で屋久島の場合は中和能力が  

低い。急峻な花崗岩の山岳地帯に多量の酸性雨が降り，  

岩盤が露出し表層土壌が薄くなってしまっているからで  

ある。（b）亜硫酸ガス等多量の簡性ガスを噴出する火  

山等の影響である。その影響は噴煙の流れる方向と高度  

によって異なる。例えば屋久島に近い桜島の噴煙は年間  

を通じてみると東西南北はぼ全方角に流れている。一方，  

屋久島では年間を通じ敢性雨が観測されており，屋久島  

酸性雨の原因を桜島の噴煙のみに帰することには無理が  

ある。（c）カルシウム等を含む黄砂は，中和機能を持つ  

ものとして注目される。観測の結果，その中和畠は日本  

の酸性雨のほぼ20％と推定されている。（d）我が国の  

地質は北欧や北米に比較して大変複雑である。多くの支  

流を持っ河川が地質条件の異なる地域を流れて海に注ぐ  
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ことも少なくない。多くの場合，地下に浸透した酸性雨  

水は土壌中で中和され，アルカリ疫を増して河川に流出  

する。（e）北欧や北剰こ比較して日本に分布する植物の  

種類は格段に多い。また，日本には火山性の顧性地域  

（水域）が多く，耐酸性或いは好慣性の動植物が数多く  

生存している。また，石灰岩地帯には酸に感受性の高い  

生物が数多く分布すると推測される。酸性雨の影響を評  

価する上で種によって異なる酸に対する感受性等の研究  

が必要となっている。その中で，少なくとも杉に関して  

は，これまでの様々な室内実験の結果から，あるいは火  

山性酸性地域周辺にも杉が育つことなどから，pH4．7前  

後程度の雨で直接の影響が出ることは考えにくい。   

これらの基本的菅尾および予備調査の結果を考慮し，  

本年度より本調査に入った屋久島の概要は次のようであ  

る。屋久島の年間降水量は海岸地帯で約3000mm，L山岳地  

帯では約8000mmに達する。その量は年間1700mm前後の我  

が国の平均降水量の数倍である。また，屋久島の雨は  

pH4．6前後のことが多い。つまり屋久島に降る酸性雨の  

総量はわが国の平均の数倍に達すると推定される。   

一方，屋久島の基盤岩石は島の周辺部を除いて大部分  

が花崗岩で表層はその風化土壌で覆われている。また，  

場所によっては約6300年前に噴火した鬼界カルデラの火  

山噴出物が表層を覆っている。しかし，急峻な山岳地霹  

の表層土壌は多量の降雨による侵食を受け薄くなってい  

る。島を流れる河川は清澄である。屋久島の渓流水を分  

析してみると含まれる各種イオンの塁は大変少なく，雨  

水に近いものが多い。花崗岩の山岳地帯を流れる渓流7k  

の場合，総イオン塁の一つの目安である導電率がわずか  

15／JS／cm（マイクロジーメンス／clれ）前後のものが少  

なくない（日本の渓流水の多くは通常50を超え，河川下  

流部では200前後の値を示す）。pH4．3を基準にしたアル  

カリ産も0．05mg等量／J以‾Fと大変小さく，すでに微酸  

性を呈しているものが少なくない。これは渓流水が酸性  

雨で容易に酸性化されうる状態にあることを示している。  

島内の河川（渓流）を大別すると，微懐性の河札 徴硬  

性から中性領域で水質の変化する河川，ほぼ中性の河川  

の三つに分けられる。したがって，特に徴酸性を示す河  

川については注意が必要である。また，屋久島の森林に  

っいては，次のようなことがt、える。屋久島では確かに  

豊かな原生林が存在している。しかし，その一方で，特  

に雨量の多い海抜1500m以上のLL5島地苛には土地の人々  

によって ■白骨樹”と呼ばれる杉がおびただしく分布し  

ている占 この杉の多くは半死半生の杉である。白骨樹の  

原因や過去から現在に至る分布の変化等についてはまだ  

はっきりしていないが，少なくとも，ナラタケ等の菌類  

被害ではなく，昆虫類による被害でもなく，鹿の食害，  

塩害，落雷，乾燥害でもなく，オゾン被害等も考えにく  

い。この他，低温被害，強風害，大気汚染披苔など，考  

えられる被害原因の一つ一つについて，またその複合影  

響について検証を重ねなければならないが，これまでの  

調査の結果では，白骨樹分布地域の土壌中には交換性カ  

リウムの急が著しく少ないことが明らかとなってきてい  

る。このため，多量に降る酸性雨が花崗岩地帯から，杉  

の成長に必要な生元素（例えばカリウム）を溶脱させ，  

その洒脱が成長の阻害要因となっている可能性は否定で  

きない。いずれにせよ，屋久島における酸性雨の影響を  

これから注意深く見守る必要がある。われわれは，屋久  

島酸性雨に含まれる酸性物質の起源の解明を目指すとと  

もに，森林生態系や河川生態系等への影響について次の  

ような研究を進めている。屋久島の降水及び河川水の継  

続的な観測，硫黄やストロンチウム等の安定同位体を用  

いた酸性物質の起源を探る研究，土壌・岩石の化学組成  

に関する研究，樹木の植物栄養学的研究，森林や河川に  

分布する生物の種類とその耐酸性に関する研究，杉を対  

象とした環境汚染の経年変化に関する研究等がその主な  

ものである。   

3）自然酸性環境の生態系に関する研究   

環太平洋の島々，特に日本列島には，火山地掛こたく  

さんの火山湖が分布している。その中には火山起源の硫  

酸や塩酸が流入し酸性化した火l1J性酸性湖が少なくない。  

その酸性度は，強酸性から弱酸性，微酸性に至る広い領  

域にわたっている。火山性酸性湖の生態系は，酸性環境  

に生きる生物の特色，生態系の特色を知る上で大変興味  

深い。一方，北欧・北米に分布する多数の湖の大部分は  

氷河湖である。これらの氷河湖が今酸性雨の影響を受け，  

棚の生物が減少・死滅し大きな問題となっている。北欧  

や北米に分布する広大な花崗岩地帯は，およそ一万五千  

年前，千メートルを越す厚い氷に覆われ，今の南極のよ  

うな状態であった。その厚い氷が衰退する過程で，氷河  

が表層土を奪い硬い花崗岩を削った後に，数多くの氷河  

湖が生まれた。花崗岩はおよそ70％の石英を含み，アル  

カリ性物質の量が少なく，もともと酸を中和する能力に  

乏い－。出現した無数の氷河湖の水質は酸の中和能力の  
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極めて乏い、ものであった。一方，石炭や石油の燃焼で  

発生する亜硫酸ガスなどの酸性物質ほ，発生源の周辺地  

域だけでなく，気流に乗って100km～1000kmと長距離  

輸送され，遠く離れた国々の森林や湖沼にも降‾Fする。  

近年増加したその酸性物質の直撃を受けたのが北欧や北  

米の氷河湖である。湖が酸性化すると，巻き貝や二枚見  

エビやカニ，サケやマス等が減少・死滅し，肉眼ではほ  

とんど見えない藻類やバクテリア等の微生物にまでその  

影響が及ぶ。これらの生物はそれぞれ食物連鎖や食物綱  

で結ばれ 生態系の中で物質代謝を担っている。そのた  

め，厳に感受性の強い生物の受ける被害は連鎖的に広がっ  

ていく。魚類の餌として重安な巻き貝や二枚貝，、甲殻類  

等の受ける被害が魚の生存を困難にするなどはその典型  

的な例である。しかし，それでは恢性化された湖はいず  

れも死の世三和こ近く，どのような生物も生存できないか  

というとそうではなく，生物圏には限られているとは言  

え多くの耐酸性あるいほ好酸性の生物が存在し，これら  

の生物の生存が可能である。このため，酸性化した湖に  

も序々にではあるが耐酸性や好酸性の生物が移入L，そ  

れなりの生態系が形成されてゆく。例えば，酸性化した  

氷河湖には耐（好）酸性のミズゴケや藻類が徐々に分布  

を広げている。湖の水質が中性から酸性へと変化する中  

で新たな役者が登場しているのである。北欧・北米の氷  

河湖，中性湖は今顧性湖への生態系の遷移のまっただ中  

にあるといってもよいであろう。今後数十年あるいはそ  

れ以上の歳月が経過したとき，それがどのような生態系  

にたどり着くのか，それは酸性雨の生態系影響を考える  

上で重要な課題の一つとな っている。このような課題を  

考える上で自然酸性環境の生態系は氷河湖が酸性湖に変  

化したときの生態系を知る上でも貴重な情報を与えてく  

れる。火山性慢性湖の内，例えば，pH2．0の鳴子の“潟  

テ甘’にはその強腰性にもかかわらず緑藻やケイ藻などの  

藻類やユスリカ等の水生昆虫が分布し，そこには単純な  

食物連鎖が構成されている。さらに，本研究で特に注目  

しているpH3．4～3．8の苗森県恐山の宇曽利湖（別名恐  

Lj」湖，宇曽利山湖）には，藻規，鮎苔類，コウホネなど  

の水生維管束植物，ユスリカやトンボなどの水生昆虫，  

そしてウブイ等の魚類まで分布している。   

北欧や北米の例では員額やミズムシ等の甲殻瓶は腰椎  

化で真っ先に減少・死滅してゆく生物種であったのに，  

日本の典型的酸性湖沼の一つ芋曽利湖では，酸性に強い  

マメシジミ（貝類）やミズムシの仲間が生きているので  

ある。宇曽利湖の場合，この湖は少なくとも2万年の歴  

史を持っていることが最近の研究で明らかとなっている。  

火山性酸性湖に分布する生物種はいずれも耐酸性あるい  

は好簡性の生物種で，長い時間をかけ強酸性条件に適応  

していったものと思われる。たかだか数十咋の歴史しか  

持たない北欧や北米の酸性湖と比較すると桁違いに長い  

年月がそこに経過しているのである。石炭や石油の埋蔵  

員を考えると人為起源の酸性物質の排出は今後数十年，  

数百年，あるいはそれ以＿1二の期間継続する可能性も否定  

できない。現在，北欧や北米では腰性化を防止するため，  

石灰等の中和剤散布を行っている。しかしこの対策はあ  

くまで対象療法であり，pHをもとに戻すだけで失われ  

た生態系を回復させることは難い、。もし何も対策を行  

わないとすれば，自然界の一つの必然として，生物圏に  

分布する耐酸性あるいは好酸性の生物種が酸性氷河湖に  

少しづつ移入し，それなりの生態系を形成してゆくだろ  

う。わが国の陸水酸性化問題を考える上で自然酸性環境  

研究が重要であるゆえんである。同様に森林への簡性雨  

の影響を考える上で統気口地域などの自然酸性環境研究  

の重要性も明らかである。本年度のフィールド調査の結  

果，硫気l：け也域周辺にも杉やブナなどの針葉樹や広葉樹  

が分布する場所があり，これらの重要樹種についてその  

耐酸性についての評価を開始した。  

（4）東アジアにおける酸性雨原因物質の制御対策とそ  

の評価に関する研究  

硫黄酸化物および窒素酸化物の排出制御技術一   

束アジア，特に中国向けの実用的な脱硫，脱硝技術を  

提案するのが本研究の目的である。   

東アジア地域において硫黄硬化物排出量が最も多く，  

全体の80％を超える巾国で実用可能な技術を提案するこ  

とが最も効果的であり，そのための基本条件は，①シス  

テムが複雑でないこと，②運転費がかからないこと，③  

使用原料，副生品等が供給あるいは地域で利用できるこ  

と，以上の条件を満足し，さらに前年度の実験結果など  

から総合的に判断して，次の3つの技術を中国向けの脱  

硫，脱硝システムとして選定した。  

1）流動層燃焼式脱硫，脱硝システム   

2）石灰吹き込み微粉炭燃焼式脱硫，脱硝システム   

3）ブリケット燃料の使用   

以上の技術はいずれも燃焼過程で脱弧 脱硝を行うも  

ので，従来の排ガス脱軋 脱硝システムと異なり，燃焼  
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システム以外の装置を必要としない。また，運転費も特  

に必要としない。これらの技術の実用化の可能性を検討  

するために，中国産石炭および中国産石灰を用いてテス  

トプラントによって試験を行いそれぞれの実用性を確認  

した。石炭および石灰の粒度．適合比等の最適化条件を  

見いだせば70％以上の脱硫効果，同程度の脱硝効果が期  

得できる。中国で最も工業化が進んでおり，ばい煙発生  

施設の規模の大きい上海市および重慶市の地域の特殊性  

を生かした排ガス脱硫システムとして，上海市では炭酸  

マグネシウムを脱硫剤とした排ガス脱硫システムを，重  

慶市では，廃アンモニア水および河川水による脱硫シス  

テムを提案した。   

－54一  



2．5 海洋汚染に関する研究  

〔研究組織〕  地球環境研究グループ  

統括研究官  
海洋研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  

地域環境研究グループ  

海域保全研究チーム  

化学環境部  

動態化学研究室  

水土壌圏環境部  

部長  

土壌環境研究室  

社会環境システム郡  

情報解析研究室  

安野正之  

○原島 省・功刀正行・原田茂樹  

野尻幸宏  

木幡邦男  

柴田康行  

渡辺正孝  

高松武次郎・恒川篤史  

安岡善文・須賀伸介  

基づき，広域海洋の環境変動を評価するためには，海産  

藻類のクロロフィル量を指標とし，これを，衛星可視域  

センサー，定期航路船植による広域，高頻度・長期モニ  

タリングに基づいて評価する。   

また，重金属や有害化学物質による海洋汚染が深刻な  

問題となっている。とくに，海水の汚染のみならず，植  

物プランクトン→動物プランクトン→高次捕食者という  

物質フラックスに伴う生体濃縮機構の解明が重要な課題  

であり，本研究組織では，動物プランクトンとイカの肝  

臓における汚染機構の研究を担当した。   

また近年，原油汚染の事例が報告されており，本組織  

においては，ペルシャ湾岸の原油汚染について，衛星に  

よるリモートセンシングデータを中JL、とした解析を行っ  

た。  

〔研究概要）   

人間活動の結果生じる諸物質は最終的にはすべて海洋  

に流れ込んでいる。この結果として海洋でどのような現  

象が起こり，また，逆に海洋の環境変化が地球環境に対  

してどのような影響を及ぼしているのかを明らかにする  

ことが地球環境の保全を図る上で急務となっている。海  

洋に流入する物質には，炭酸塩や各種栄養塩のように，  

海洋プランクトンの増殖に大きな影響を及ぼすものや．  

有害化学物質のように食物連鎖の中で生物濃縮を起こす  

ものなどそれぞれの物質の特性等により異なった挙動を  

する。また，海洋は不均等な系で，環境の空間分布や時  

間変動が勤著である。しかも，これらの変動は複雑な海  

洋生態系を通して地球物理学的・生物化学的な素過程の  

連環（ダイナミカルリンク）によって生ずるものである。  

したがって，海洋環境で起こっている現象を把握するた  

めには，物質ごとに物理的・生物的な輸送速度（フラッ  

クス）を見積もり，海洋生態系における各素過程の持っ  

機能を解明するとともに，それらの素過程間の連環を明  

らかにする必要がある。さらに，親生物元素・化学物質  

等負荷の増加に対して最初に影響を受ける海産藻類は海  

洋生態系の土台となっているため，藻類での物質循環モ  

デル精度はシステム全体の精度に影響する。このため制  

御実験生態系を用いて海産漢規の純粋培養を行い，物質  

循環機能のモデル化を行う。また，これらの基礎研究に  

（1）大陸棚海域循環過程における沿岸外洋の物質フ  

ラックスに関する研究   

海洋生態系を通しての生物・化学過程は海洋物質循環  

の中で最も重要な要素である生物化学フラックス（Bio  

chemicalflux）を生み出す。生物・化学過程に基づく  

物質循環素過程を孝之場隔離生態系を用いて種粕成変化と  

それに伴う化学環境動態角孝明，及び安定同位体を用いた  

物質循環経路や循環速度の解明を行う。さらに，それら  

実験・観測データを用いて生物・化学過程に基づく物質  
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循環のモデル化を行う。親生物元素・化学物質等負荷の  

増加に対して最初に影響を受ける海産藻類は海洋生態系  

の土台となっているため，藻矧こ関する物質循環モデル  

の精度はシステム全体の精度に直接影響をもたらす。制  

御実験生態系を用いて海産藻類の純粋培養を行い，物質  

循環機能のモデル化を行う。一方，海洋物質循環の変動  

の歴史は，沿岸域，大陸棚や南極海の海底堆積物中に記  

録をとどめている。この堆積物中の長期海洋物質循環機  

構を解明することは，地球環境変動や海洋汚染物質の機  

構解明にとって最も重要かつ有効な方法と考えられる。  

採取した海底堆積物試料に含まれる各種微化石，微量金  

属元素含有亀 有機物質，人為的化学汚染物質等の分析  

から長期にわたる海洋物質循環の変遷を明らかにする。   

海洋における硫黄循環上特に近年注目されている硫化  

ジメチル（DMS）及びその前駆体物質であるジメチル  

サルフォニオブロビオネイト（DMSP）の海水中での動  

態と微細藻頬などの生態系とかかわりを隔離生態実験系  

において検討を行った。  

植物プランクトンバイオマス量は，クロロフィル量に  

代表され，栄養塩などの海洋環境要素に依存している。  

化学責は通常リモートセンシングの対象になりにくいが，  

クロロフィル量ほ，可視光域データ（海水色）という形  

で，衛星によるマッピングが可能である。したがって，  

クロロフィル塁に基づいて，リン，窒素循環への人為介  

入や自然起源による海洋環境変動を指標化することが有  

力である。ただし，衛星取得量は，海洋の比較的上層の  

間接的な光学的情報であるから，海洋環境のパラメータ  

と衛星取得責の関連を明らかにしてゆく必要がある。こ  

のような経緯から，地球環境推進費の課題D－3「衛星  

可視域のグローバルマッピングによる広域海洋環境変動  

に関する研究」を5研究所3大学で分担し，国立環境研  

究所では，本サブテーマ名のもとに，地球環境研究セン  

ターのフェリーモニタリングデータおよぴ，乗船調査に  

よる海洋実測データ，衛星データおよび環境要素間の関  

連を明らかにする部分を受け持った。、  

（4）衛星リモートセンシングによる沿岸生態系のモニ  

タリングに関する研究   

クウェートからの流出原油や油田からの火災煙がペル  

シャ湾岸域の生態系にどのような影響を及ぼすかを評価  

することを目的として，人工衛星からのリモートヤンシ  

ングデ【夕を用いて，影響の範囲と程度を計測すること  

を試みた。   

平成5年度ほ，高空間分解能画像データである  

IJANDSAT TM画像データからの海面流出油の検出手  

法を開発し，サウジアラビア ジュペイユ地域において  

原油流山時に観測されたTM画像に適用することによ  

り油汚染域の評価及びその拡散域の評価を行った。また，  

昨年度に引き続き，地」∴で収集した沿岸域の砂，土壌，  

植生等のスペクトルデータから流出油や火災煙による影  

響評価の可能性について検討を行った。  

（2）海洋汚染物質の海洋生態系への取り込み，生物濃  

縮と物質循環に関する研究   

人間活動により海洋にもたらされる汚染物質（重金属  

や有害化学物質など）は，まず一次生産者に摂取され，  

捕食を通して次第に高次捕食者へと取り込まれていく。  

動物プランクトンは，食物連鎖の底辺近くに位置する生  

物で，海洋での物質循環に重要な役割を果たすとともに，  

そこに含まれる汚染物質濃度は局所的海域の汚染状況を  

よく反映する。本研究では，日本近海で採取した動物プ  

ランクトンの汚染物質濃度を分析し，汚染物質の海洋生  

態系への取り込み経路と濃縮機構，ならびに汚染物質の  

食物連鎖を通しての循環機構を明らかにしようとしてい  

る。   

また，イカ肝臓の蓄積化学物質による全海洋環境監視  

計画に関する研究の一環として，外洋汚染の指標生物と  

して注目されるイカの肝臓中に蓄積されている重金属規，  

有機汚染物質類を高感度な手法によって分析し，イカを  

用いた外洋モニタリング（スクイッドウオッチ）の対象  

にしうる環境化学物質の範囲を探ることを目的として，  

研究を行っている。  

〔研究成果〕  

（1）大陸棚海域循環過程における沿岸一外洋の物質フ  

ラックスに関する研究  

1）海洋物質循環の変動機構に関する研究   

自然海域に存在する海洋生態系をそのまま捕獲した海  

洋メゾコズム（直径5m，深さ18mの円柱状の隔離水塊）  

を用い，主に生物化学過程に起因する海洋物質循環の機  

構について検討した。  

（3）定期航路連続計測と衛星データによる海洋環境指   

標の時空間変動に関する研究  
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海洋メゾ コズムを形成した後，直ちに栄養塩（N，P，  

Si）を添加し，生物活性を高めた。その後，約2週間  

にわたり，栄養塩濃度，植物プランクトン種・固体数，  

動物プランクトン種・固体数，全菌数，炭素現存量  

（DIC，DOC，POC），色素量，微量金属などの鉛直分  

布と種々の物理化学的パラメターをはぼ毎日計測した。   

海洋生態系を通しての炭素循環経路・速度を明らかに  

するため，炭素安定同位体を直接添加したトレーサー実  

験を行った。実験開始日の翌朝，海洋メゾコズムの表層  

（0－5m間）に，NaH】3CO3をDIC濃度の約1％とな  

るよう添加した。毎朝9時に水深0，5mと10mからサン  

プリングした試水を粒径画分し，DIC態，POC態（＞  

200〟m，100～200〟m，20～100〟m，GF／F～20〟m，  

0，2〟m～GF／F），DOC態として存在する13Cの濃度と  

滞留量を求めた0また鉛直3点（5m， 

設置したセディメントトラップ中にPOC態として存在  

する13Cの濃度と総量を求めた。13C濃度の計測には，封  

管燃焼・低温精製法を用いた。炭素循環の経路・速度に  

ついて明らかとなったことは以下のとおりである。   

①自然状態に対するDIC態の過剰13C滞留量は，0．5m  

層で急激に減少，10m層では緩やかに増加し，実験開始  

7日目に両深度でほぼ等しい値となった。物理過程ある  

いは生物化学過程により，両層の間で均一化が進んだと  

考えられる。   

②0．5m層におけるPOC態の過剰13C滞留責は生態系の  

変速に伴って変動するが，主に植物プランクトンが存在  

するGF／F～20／上m画分，主に動物プランクトンが存在  

する100～200′（m画分，あるいは＞200／Jm画分のいず  

れにおいても横ばいであった（区＝）。これらの結果は，  

海洋炭素循環において，炭素は植物プランクトン態ある  

いは動物プランクトン態としては長くは留まらず，1日  

程度の短い時間間隔で他のコンポーネントへと移動して  

いる事を示唆している。また，主に動物プランクトンが  

存在する画分には，植物プランクトンが存在する両分の  

3～8％程度の過剰13Cが常に存在していた。  

（卦10m層において，GF／F～20〟m両分，および20～  

100／上m画分の過剰13C滞留量の変動は，0．5m層のもの  

とはぼ等しい傾向にあり，この層でのPOCが0，5m層で  

形成されたPOCの速やかな（1日以内）沈降に由来す  

る割合の高さを示している（図2）。n方，主にバクテ  

リアが存在すると思われる0．2J上m～GF／F画分では，過  

剰13C蓋が実験開始後5日目から急激に増加しており，  
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沈降過程のPOC態13Cが一部分解されてDOC態13Cと  

なり，バクテリアの同化によって再びPOC態】3cとなっ  

た可能性を示唆している。   

硫黄循環に関する調査は，メゾコズム内表層，2m，  

5mの各層の海水をバンドン採水器を用いて採取し，直  

ちに静かに採水月酎こ移し，現場に設置した分析室にて海  

水中のDMS，溶存態DMSPおよび粒子状（生体内）  

DMSPをその日の内にガスクロマトグラフにて毎日分  

析した。   

分析結果では，海水中のDNISは低く表層で10～70ng  

（S）／L 2m以深では10ng（S）／LJ前後で大きな変動は見  

られなかった。溶存態のDMSPは，同様に表層で10～14  

0ng（S）／上で最大値は実験開始後8tヨ目及び11日目であっ  

た。また，2mでは，／トさなピークが3日臥 8日目及  
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に完全に欠乏状態となった。全炭酸は増殖停止後も減少  

を続け，pHは8．9であることからHCO3▼が炭酸カルシ  

ウム形成のために使用されたことが示唆された。   

3）海底堆積物を用いた長期海洋均質循環変動の推定  

手法に関する研究   

南極海エンダピー神海域より採取した海底堆積物の  

GClOO2の年代測定を再度行い，その精度向上を行った。  

GClOO2より分画した浮遊性有孔虫試料は，表面を希塩  

酸で処理し試料の約10％を溶解した後，MllllQ水で洗  

浄して乾燥した。この試料に同位体比測定用ピロリン酸  

で真空中で分解して二酸化炭素ガスを発生させる。二酸  
化炭素ガスは真空ライン中で精製した後，鉄を触媒とし  

て水素還元を行いグラファイトにする。得られたグラファ  

イトを夕一ゲットとし，名古屋大学のタンデトロン加速  

器質塁分析計に導入して14C濃度を測定した。試料の  

14C濃度はNBS標準（シュウ酸，NBS SRM－4990C）を  

標準として年代を算出した（KitagalVaeエαり993）。  

この結果10～13cmが23810±240year B．P．，20～23cm  

が30570±250year B．P．，30～33cmが36460±400year  

B，P．を得た。これは平均堆積速度が1．7cm／1000年であ  

り，それら3点のデータには良い直線関係が見られる。  

ケイ裸より推定される62cm以深（19．5万年～66万年）  

での平均堆積速度0．32cm／1000年より約5倍もの堆積速  

皮が得られており，2万～3万年代での生物生産が多かっ  

たことを示唆している。  

び11日冒に観測され 5mでは8日目から9日目にかけ  

て100ng（S）ルのピークが観測され，各深度間の相関は  

低かった。粒子状（生体内）DMSPは，大きな変化を示  

し，7日目から9日目まで最大1500ng／上を超える量が  

検出された。しかもピークは急激に立ち上がり，また急  

激に消滅するという劇的な変化を示しそいた。   

この粒子状DMSPのピークと，同時に計測した色素  

の内クロロフィルαとペリジニンのピークとにほ，強い  

相関が見出された。クロロフィルαは植物プランクトン  

ー般の，ペリジニンは渦ベン毛藻に特異な色素であるこ  

とから，この粒子状DMSPは，渦ベン毛藻が体内に蓄  

積したものであると考えられる。また，両色素の減少と  

粒子状DMSPの減少とが一致していることから，何ら  

かの形で渦ベン毛藻が系から排除されたと考えられる。  

この減少の時期と動物プランクトンの増加の時期が一致  

することから，大量に発生した渦ベン毛藻が，動物プラ  

ンクトンに捕食されたことが推察される。これは溶存態  

DMSP及び海水中のDMSがこの粒子状DMSPの減少  

の直後増加していることからも裏付けされる。   

2）海産藻類による物質循環機能のモデル化に関する  

研究   

伊混血ぬ加点かをはじめとする円石藻は熱帯から  

寒帯地域にわたって広く分布しており，海洋における炭  

素循環の重要な担い手の一つである。円石藻は光合成に  

より二酸化炭素を固定すると同時に細胞中に炭酸カルシ  

ウムを形成する。形成された炭酸カルシウムほ種により  

特徴のある形状の鱗片として細胞外隔に蓄積され，海洋  

中の主要な炭酸塩鉱物となっている，本研究では海洋マ  

イクロコズム（大量培養装置；容量1nf，高さ1．5m）  

を用いて，丘＼加㍑克カの増殖に伴う栄養塩および全炭  

酸の動態を計測した。   

E．huxleyi（CCMP374，Bigelow Laboratory for  

Ocean Sciences）の無菌培養をf／50培地，12：12時間  

の明暗周期，水温180cにて行った。実験開始後20［］目に  

はf／50培地を添加し，さらに26日目にはf／2培地を添  

加した。培養9日目までは対数増殖（細胞数9・7×106  

cells／mりを示し，この期間は緑色を呈した。その後細  

胞散tま減少し培養19巨闇には4，3×106cells／mZとなり，  

炭酸カルシウムにより白色を呈した。増殖停止後細胞平  

均径は直線的に増加し，この期間に多良の炭酸カルシウ  

ム形成が行われた。栄養塩ほ培養10日目にはN・Pとも  

（2）海洋汚染物質の海洋生態系への取り込み，生物濃  

縮と物質循環に関する研究   

人間活動により海洋にもたらされた汚染物質（重金属  

や有割ヒ学物質など）は，まず一次生産者に摂取され，  

捕食を通して次第に高次捕食者へと取り込まれて行く。  

動物プランクトンは，食物連鎖の底辺近くに位置する生  

物で，海洋での物質循環に重要な役割を果たすとともに，  

そこに含まれる汚染物質濃度は局所的海域の汚染状況を  

良く反映する。本研究では，日本近海で採取した動物プ  

ランクトンの汚染物質濃度を分析し，汚染物質の海洋生  

態系への取り込み経絡と濃縮機構，並びに汚染物賀の食  

物連鎖を適しての循環機構を明らかにすることを目的と  

した。   

動物プランクトン試料は，1986～1993年の7～8月に，  

日本近海に設けられた測線（海流を橘断するように設け  

られた5測線，内湾域測線及び沿岸主要航路上測線；咄  
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16、Omg（Porと昆几ひS汗血∂erc昆Jα£us）まで変動したが，  

Pなどの多量元素の濃度ははぼ一定していた。一方，重  

金属などの微量元素の濃度は，個体重量の減少に伴っ  

て増加する傾向を示し，微小な動物プランクトンほどよ  

り高濃度の重金属を含むことが示された。 しかし，微  

小な動物プランクトンでは，体表面積が相対的に大きい  

ために．洗浄過程でのコンタミを完全に除去できなかっ  

た可能性もあり，今後の詳しい検討が必要である。   

また，MKT－プロット（TrX CFs、vとCnⅣとの関係；  

Tr：海洋での元素の滞留時間，CFsw：元素の海水中  

溶存濃度を基準にした動物プランクトンへの濃縮係数）  

が動物プランクトンの重金属汚染や笠金属蓄積性を評  

価するのに適した方法であることはすでに報告した。こ  

のプロットの勾配は，汚染や蓄積性のない動物プラン  

クトンでは，ほぼ0の値を示し，汚染の程度に比例して  

暫増して，最大で約0．33（地殻や底質の場合：約0．37）  

に達する。今回，動物プランクトンの捕食者で，食物連  

鎖においてその直上位に位置する稚魚（ボラ，九九gよJ  

c印加JぴS；サンマ，CoJo′αゐよs sαまrα；カワハギ，  

5坤んαれOg印よsc〃T九びer）を採取・分析し，同様の手法  

で解析した（図4）。その結果，プロットの切片（7．36  

±0，19）は動物プランクトン（7．38±0．32）とほぼ同等  

であったが，勾配は0．12～0．30の比較的高い値を示した。  

稚魚は，洗浄が容易で，コンタミの影響は少ないと考  

えられるので（ただし，消化管内容物は除去していない），  

動物プランクトンに比べて重金属を濃縮しているといえ  

る。また，魚類の浮遊卵（カタクチイワシ，励餅肌血  

ノ叩0／1血5と魚種不明の卵）では，いずれの試料でも低  

い切片（平均で6．59）と高い勾配（平均で0．39）を示し  

（図5），魚頬に蓄積された重金属などが卵を通して排  

せっされてることが示唆された。   

外洋汚染の指標生物として注眉されるイカの肝臓中に  

萄積されている重金属私 有機汚染物質頬を高感度な  

手法によって分析し，イカを用いた外洋モニタリング  

（スクイッドウオッチ）の対象にしうる環境化学物質の  

範囲を探ることを目的として，研究を行った。重金属  

の蓄積濃度は試料により大きな違いが認められたが，体  

長等有意な相関を示す因子は見つからなかった。ただし，  

元素間で相関を示す組がいくつか見つかり（CuZ刀；  

Mn－Mo；Co－V；MoV；MorCo；Co－Cd），それらの体  

内での存在状態との関連が注目される。一方，有機汚  

染物質については石油起朋である脂肪族・芳香族炭化水  

和61年度 日本近海海洋汚染実態調査，昭和62il三3月  

参照）上で，ORIネット（0．328mm目）の水平曳きを  

行い，海洋表層（水深150m以浅）から採取した（なお，  

試料採取は，環境庁水質保全局が新日本気象海洋（株）  

に委託した「巨】本近海海洋汚染実態調査」の中で実施し  

た）。採叙した試料は，直ちにⅩⅩ13ネット（0．095mm  

目）に移してゴミなどを取り除いた後，0．01Mアジ化ナ  

トリウムを含む0．5Mギ酸アンモニウム溶液で洗浄・滅  

菌して半凍結状態（－40c）で実験室に持ち帰った。持  

ち帰った試料は，遠心分離またはフルイを用いて0．5M  

ギ酸アンモニウム溶液で充分洗浄した後，凍結乾燥して  

分析試料とした。また，試料の一部は実験室に持ち帰っ  

た後，実体顕微鏡下で種ごとに分別して，上と同様に乾  

燥試料を調製した。   

乾燥試料は，中性子放射化 TCP及び原子吸光などで  

分析して，最大32元素の濃度を定量した。中性子放射化  

はコンパレーク法で行った。ICPと原子吸光分析は，試  

料をテフロン内容器を備えたステンレス製高圧分解ボン  

ベを用いて硝酸または硝酸＋フッ酸（2：1）で分解し  

て溶液試料を調製して行った。分析した元素は，Na，  

Mg，Al，P，K，Ca，Sc，Ti，Cr，Mn，Fe，Co，Cu，  

Zn，As，Se，Br，Cc［，Sb，Cs，Ba，La，Ce，Sm，Eu，  

Tb，Yb，Hf，Ta，Pb，Th及びUである。   

図3は，これまでに種別に分画できた動物プランクト  

ン33試料（19属）の元素分析結果に基づいて，元素濃度  

（Zn，Fe及びPについて）を動物プランクトント個体当  

たりの重量との関係で示したものである。動物プランク  

トンの個体重量は，0．002mg（』cαr己よαOmOr∠ま）から  

ーーー▲－－－ P  

●－Fe  

－日一－Zn  

●、●●臼   

∴・キご・  

▲一  ▲  

川一310－210－1100 101102  
‾■個体当たりの重量（mg）   

図3 海洋動物プランクトンの元素濃度と個体重昂との関係  

（Fe，Znの単位はppm，Pの単位は％）  
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素について，分析前処理法の検討並びに検出範囲の探索  

を行った。B（a）Pはすべての試料で検出され，海域によっ  

て蓄積濃度に大きな善が認められた。－一方，種差による  

濃縮倍率の違いなど，結果の相互比較のために考慮すべ  

きいくつかの問題も浮かび上がってきた。  

1011  

109  

107  

1㌔   

10ユ  

肌JgfJ叩如上〟J  
●Se  

Nl●Cd zn  

打－一雛や韓軒㌫  

log（てTXCI㌔w）＝7・33十0・192lo8CFsw   
（3）定期航路連続計測と衛星データによる海洋環境指  

標の時空間変動化に関する研究   

本テーマの前年度までの経緯は，次のようである。  

1990年直ににVOS（VolunteerObservation Ship）に  

よる，海域の時空間連続計測の概念設計を行った。 こ  

の概念設計に基づいて，地球環境研究センターの業務と  

してクロロフィルと溶存態栄養塩の自動計測機器の開発  

が行われ，神戸と釜山間を結ぷ日韓フェリー’檀皇’に  

設置された。自動計測によるモニタリングと平行して，  

同船への乗船調査を行い，植物プランクトン属レベル  

の同定・計数・代表的なサイズの計測，レーザーによる  

プランクトンサイズスペクトルの計測（近畿大学への委  

託による）海水溶存CO2分圧の計測等を行った。1992年  

度末に，神戸一釜山航路が廃止になったため，1993年に，  

新規航路決定と計測手法の改良に関する検討を行い，大  

阪一沖縄航路（沖縄フェリー）と，大阪一別府航路  

（瀬戸内海フェリー）により，モニタリングを再開した。   

2路線の目的，および期待される知見ほそれぞれ以下  

のようである。沖縄フェリーでは，大阪湾一紀伊水道  

睡棚斜面一黒海卜亜熱帯海域というゾーネインョン（帯  

状構造）を横切りながら1週間2回の頻度で時系列を取  

得する。この結果，人為影響の外洋への広がりを長期に  

わたってモニターできることが期待される。   

図6，7に，沖縄フェリーの航路図と，3月29日の黒  

潮域→紀伊水道→大阪湾にまたがる海域の，水温 塩分，  

植物プランクトンの蛍光光度の分布を示す。黒潮を横  

切る際に，水温の前線が見られることと，紀伊水道にお  

いて，高温高塩分の準外洋性水塊と，低温低塩分の内湾  

性水塊の問に，熱塩前線が見られる。クロロフィル蛍光  

は，基本的に，内湾側で多いが，前線付近で極大値を示  

す観測例が得られた。このようなことから，植物プラ  

ンクトンクロロフィル濃度等の海洋環境指標量が，基本  

的に栄養塩量に依存しているが，大気物質の分布に比較  

して，非常に不均質であり，漸羊構遷に依存している  

こと，およぴ，衛星や定期航路船舶で時空間変動をモ  

ニターする必要性が示された。  

101   103  105  107  

C仙∂f川frα  
● 

■＿．  10，   

107   

105   

103  

－  ．！一・－－・ 
●  

・・・・●・■‾T・  

●●  ●・・r－－一  

log（てrxCFsw）＝7・14十0・29710gCFsw  

102   104   10‘  100  

JJgp加〝〃J叩ね cわゐ折r  
′  109   

107  

1が   

10】  

●＿・．●1与J－で－－ツー●→盲i              ●●   ●  

log（てrxCFsw）亡7・60十0・12110gCFsw  

10－1   101  ‖瓦  
CF＝  

tn了  

囲4 ポラ（AすugよJc印ん丑山s），サンマ（C口上口上αたよぶ血rα），及び  

カワハギ（5乙甲んα乃口／叩吏ぶCirrん擁「）におけるMKT－プロット  

10‾2 100 102 104 106  
CFsw  

い、・  

サンマ   ：】og（TrxCFsw）＝6▲61十0・39710gCFⅣ  

魚種不明の魚卵＝Iog（てrXCF∫W）＝6・57＋0・38510gC㌦  

図5 浮遊魚卵（サンマ，仇grα～JJ∠書ノ叩0′1よcus  

と魚種不明の卵）におけるMKT－プロット  
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26 127 12B 129 130 131 132 133 134 135 13   

図6 フェリーくろしお（大阪一沖耗）の航路図  

40  

35   

30   

25  

20  

†5   

10  

5  

流出油及び火災煙のペルシャ湾岸域への広域的な影響を  

評価することを試みた。   

まず平成4年度（初年度）には，油田火災発生時にお  

ける，人工衛屋NOAAからのAVHRR画像データ（地  

上分解能1km）を用いて火災煙の影響範囲を調べた。   

平成5年度には，流出加こよる沿岸域への影響を評価  

するために，高空間分解能センサーである LANDSAT  

TMからの画像データ（地上分解能30m）を用いて，  

海面上の流出油の分布計測及びその拡散状況の把握を試  

みた。まず，流出油による影響の大きかったサウジアラ  

ビ7 アブアリ地区において，流出原油漂着時に撮影さ  

れた TM画像（1991年2月16日及び3月20日）から  

海面上の池を検出する手法を開発し，その分布を調べた。  

まず，TM画像において，現地データとの参照の結果，  

海面の油成分がTM画像のバンドの正規化比演算によ  

り強調されることが判明したため，油の検出は，清浄な  

海水と油の遠いを最も強調する比演算（BAND5－  

BAND4）／（BAND5＋BAND4）により行った。図8  

には，両日の流出油分布図を示す。本研究の課題の一つ  

12時14時16時18時20時22時0時 Z時 4時 6時 8時  

図ア 同航跡こおける水温塩見借物プランクトン蛍光の蓮も錆十  
測結果   

（4）衛星リモートセンシングによる沿岸生態系のモニ  

タリングに関する研究   

湾岸戦争による環境への影響は主に流出油によるもの  

及び油田火災煙によるものと考えられる。いずれもその  

影響の範囲が広いため，影響の程皮と範囲を評価するこ  

とは難しい。本研究では人工衛星からのリモートセンシ  

ングデータ及び地上でのグランドトルースデータを基に  
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であった海岸に漂着，残留した油の検出については，地  

上分解能30mのTM画像では必ずしも十分とはいえず，  

必ずしも良好な結果は得られなかった。   

また，本研究では，衛星データ解析の基礎データと声  
る地上でのスペクトルデータの解析を行った。スペクト  

ルデータは1991年12月に本研究のカウンターパートであ  

るキングファハァド大学（KFUPM）と共同で，サウ  

ジアラビアダーラン地区，アブアリ地区において，柄物，  

土壌，流出油等を対象として収集したものである。デー  

タ収集は．LANDSAT TMの観測に同期して行われた  

が，衛星データは相手国の事情により提供されておらず，  

ここでは，地上スペクトルデータのみの解析を行った。  

収集された沿岸域でのスペケトルデータからは，油に汚  

染された海岸砂，海岸に残存している夕一ル及び正常な  

砂の分光スペクトルが明瞭に異なっており，人工衛星デー  

タからの汚染の影響評価が可能であることが示された0 

植生についても，正常な緑の植生，枯れた状態の植生等  

によりスペクトル特性が明らかに異なることが示された  

が，これが火災煙の影響によるものかどうかは分からな  

かった。  

図8 ペルシャ湾岸域の流山准の分布画像（アブアリ島近海，  
1991年2月t6日及び3月20ヒ1）  
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2．6 熱帯林の減少に関する研究  

（研究組織〕  地球環境研究グループ  

上席研究官  

森林減少・砂漠化研究チーム  

野生生物保全研究チーム  

社会環境システム郡  

情報解析研究室  

資源管理研究室  

客員研究員 2各 共同研究員 2名  

古川昭雄  

○可知直毅・奥田敏統  

○椿 宜高・高村健二・永田尚志  

安岡善文  

乙間末廣   

熱帯林に生息する生物は，地球上に生存している生物  

の50～80％になるといわれている。しかし，熱帯林の伐  

採によってこのような動植物種が滅びたり，種の維持が  

困難なはどに生息地が狭められている。一度滅びた種は，  

二度と地球上に戻ることはなく，生物資源の保存，・確  

保といった面からも緊急に解決しなければならない問題  

である。以上の観点に立ち，本研究では熱帯林の階層構  

造の形成機構を解明することを目的として，樹冠を構成  

している主要な植物種の環境適応機構を生理生態学的手  

法を用いて明らかにする。さらに，生活史から見た動植  

物もしくは同一生物種間の相互，競争関係を明らかにす  

る。このようにして得られた知見は，将来，野生生物種  

の保全をいかになすべきかの指針を与えると期待される。  

〔研究概要〕   

我々が推進している熱嵩林の研究は，（1）熱帯林生  

態系の環境及び構造解析に関する研究，（2）熱帯林生  

態系における野生生物種の多様性に関する研究，（3）  

熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究，（4）熱帯  

林生態系の修復に関する研究の各研究課題よりなり，国  

立環境研究所，森林総合研究所，国際農林水産業研究セ  

ンターが中心となって推進している。また，一部の研究  

は北海道大学附属低温研究諷 名古屋大学農学部，京都  

大学農学部，九州大学理学部，大阪市立大学理学部と自  

然環境研究センターの協力を得て行っている。  

（1）熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究   

近年における世界各地での森林の急速な減少は，森林  

資源の枯渇のみではなく，そこに生息する生物種の減少  

をまねき，回復不可能の段階にあると危供されている。  

特に，野生生物の宝庫でもある熱帯林の減少は大規模で，  

多くの野生生物種が消滅しているといわれている。現在  

のところ熱帯林伐採跡地への植林が試みられているが，  

過去に熱帯の各地で見られた熱帯林更生にははど遠く，  

自然条件における熱帯林生態系の基本的な知識，特にそ  

の環境と構造に関しての知識が研究の基盤として必要で  

ある。このような観点に立ち，本研究においては，複雑  

な階層構造で知られている熱帯林動物と昆虫の群集動態  

に関する基礎調査，および熱帯林構成樹種の落葉や種子  

落下の季節変化の調査を行う。  

（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

熱帯林の急激な減少が地球環境に多大な影響を与えて  

いるとの考えがある。すなわち，熱帯林の年間降水量は  

温帯林の4倍以上にもなり，その約半分が蒸発散によっ  

て大気中に放出されていや0さらに，熱帯林の伐採や焼  

払いによって熱帯林がCO2のシンクでほなくソースに  

なっているとの見解もある。しかし，環境形成要因して  

の熱帯林の役割に関して，実際のデータに基づいた解析  

ははとんどなされていないのが現状である。一方で熱帯  

林の伐採は土壌の急速な劣化をもたらし，森林の再生を  

困難にLているとの報告がなされている。そこで，本研  

究では，熱帯林内外の徴気象要因の測ヌ己 土壌形成に対  

する熱帯林構成生物の役割を解明することによって，  

熱帯林およびそれを取り巻く周辺地域の気候に対する影  

響と，周凶環境の熱帯林生態系への影響を現地調査と  

（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関す   

る研究  
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モデルの構築によって解析し，地球的規模での熱帯林の  

環境形成作用を明らかにする。  

分でない。植物の開花や結実の季節的変化は，動物にとっ  

ての利用可能な館量の変化を引き起こし，動物の移入，  

移出，繁殖や死亡に大きく関係すると考えられる。本研  

究では東南アジア低地熱帯雨林の林床で活動する／ト型は  

乳類の基本的な生態，特に種組成，個体数の変動，行動  

圏，環境との関係などを明らかにし，小型は乳類による  

果実・種子の利用と種子散布の実態を把握することを目  

的とする。調査はマレーシア国のネダリ・センビラン  

州（マレー半島都南西部）にあるパソ保護林で行った。パ  

ソ保護林ほ総面積2，450haの低地熱帯雨林である主に低  

地フタパガキ杯（Symington，1943）のKeruing（Dipter  

ocarpus）－Red Meranti（Shorea）typeからなってい  

る。パソ保護林は，かつて伐採が行われたことがない一  

次林よりなる中心部（core area）と，1954～1963年に択  

伐が行われ，その後植生遷移が進んだ二次林よりなる緩  

衝帯（buffer zone）とから構成されている。パソ保護林  

の中心部の一次林と緩衝帯の二次休の境界に位置する既  

存の2ha（東西100mx南北200m。通称プロット1）のプ  

ロットを10ha（東西200mx南北500m）に拡張し，小型ほ  

乳規の定期トラッピングと植物種子小型は乳類問の相  

互作用の調査区とした。調査を容易に行うために，調査  

地全域を20mX20mの方形区に分割し，各格子点に標識  

として塩化ビニルパイプ（直径2．5cm，長さ75cm）を立  

てた。1992年2～11月に，連続4日間の小型は乳類のト  

ラッピングを毎月1回行った。トラッビングには金網製  

カゴワナを用いた。カゴワナは先述の塩化ビニルパイプ  

の標識のそばに1箇所当たり1個，計250個を設置し，  

調査地全域10haをカバーした。ワナ間隔は20mとし，  

餌としてバナナまたはアブラヤシ巣実を用いた。1992年  

2月から11月までの定期トラッビングでは5日7科14罵  

18種の中りJ＼型ほ乳焦が捕産された。これは，Kemper  

（1988）が報告したパソ保護林のほ乳頬相1柑25科64属8  

9種の約20％に当たる。ほ乳頸裔歯目はリス科7種，ネ  

ズミ科5種と最も優占する目であった。捕獲個体数での  

上位9種は，エeopoJ血mッぶSαわα几㍑S（ネズミ科；総捕獲  

個体数70），物αよαgJ∠ざ（ツパイ目ツパイ科；46），  

エαrZsc〟Sよ花S豆作よs（リス科膏4），Cb眈矧頭〝損；侶ル山徹  

（リス科；19），〟αごOmツS Sぴ「擁「（ネズミ科；15），  

凡才．「函ん（ネズミ科；15）〃．けんはeんeαdZ（ネズミ科；  

12），月んhosciび化Sね亡血〟血乙us（リス科；9），Ecんよ花0ぶ  

oreェgッmJt比rU5（金虫目ジムヌラ科；8）であった。優占  

9種の捕獲個体数の季節的変動をみると，エ．sαわα托びS，  

（4）熱帯林生態系の修復に関する研究   

この研究で目指していることは，乱伐や開発によって  

破壊された森林の生物資源と生態系の機能を回復させる  

ためには，熱帯林生態系のもつ自己修復機能を利用して  

自然林の修復を図ることが重要であり，その機構を解明  

しこれらの知見に基づく熱帯林修復手法の開発が急務で  

ある。そこで，どのような機構で更新が進行するかを解  

明し，熱帯林修復に対して貢献できる知見を集積する。  

これらの研究によって得られた知見と技術は，荒廃し  

た熱帯自然林生態系の効率的な修復に寄与するものと期  

待される。さらに，ここで得られた知見は，熱帯地域以  

外の自然林修復にも応用が可能である。  

（5）NOAA－AVHRR（LAC）画像デp夕を用いた  

東南アジア地域の植生指数図及び植生分布図作成に  

関する研究   

本研究は，人工衛星NOAA搭載のセンサAVHRR  

（地＿1二分解能1km）からの画像データを用いて，東南ア  

ジア地域の植生分布の現況及びその変化を調査すること  

を目的としいる。平成5年度は，1986年及び1993年の  

AVHRR画像から作成された対象地域（東経66～110度，  

北緯0～35度）のモザイク画像及び植生指数分布図の比  

較を行い，7年間における植生指数の変化を調べた。さ  

らに，衛星画像から地表面の変化状況をより詳細に調べ  

るためのスペクトル変化抽出手法を開発し，インド西部  

地域において収集された1986年，1992年の多時期  

AVHRR画像に通用し，土地被覆改変図を作成した。  

〔研究成果）  

（1）熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究  

1）マレー半島パソー林における小型ほ乳頬の動態   

マレ←半島の熱帯雨林には留歯目55種，食虫目7種，  

ツパイ目3種，計65種の小型ほ乳頓が生息し，は乳類相  

全体の31％を占めている。これまで，東南アジアの熱帯  

林における小型は乳類の研究は，主に垂直的な空間利用  

と食性の大まかな記載や生息環境の解析について行われ  

てきた。しかし，大面積の調査地で長期にわたって調査  

した例ははとんどなく，森林のどの階層にも遍在する小  

型は乳矧こついて，その生態に関する基礎的な情報ほ十  
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るというものである。この仮説は理論的には正しいが，  

実際の熱帯林でどの程度「親木の下に子が育ちにくい」  

かは十分には実証されていない。3番目の仮説は，「決  

着が着かない仮説」とよばれるもので，種間の競争力に  

ほとんど差がなく，親木の寿命が長いことと，それぞれ  

の樹種の競争力が時間的に変動することによって，様  

性が維持されるというものである（Chesson＆Warner，  

1981）。これは，前2者の仮説と異なり，森林生態系が  

非平衡な状態にあることを前提にしている。これら3つ  

甲仮説はどれか1つが正しいというものではなく，重要  

なことはどの仮説が熱帯林の種多様性に最も貢献してい  

るかという定量的な見積もりである。上記の仮説のうち，  

「交互平衡仮説」ほ，実際のデータによって検証するこ  

とが可能である。親木の下で子が育たない理由として様々  

な可能性がある。たとえばその種に特有な病原菌は親木  

のまわりに多いであろうし，その樹種の英を餌とする動  

物は親木の周りに集ってくるであろう。そこで，我々は  

マレーシア森林研究所内の森林保護区とパソー森林保護  

区において，高木樹種の実生の定着過程の調査を1991年  

に開始した。以下1993年度の研究成果の概要について報  

告する。   

ペロング（Pelong）はウルシ科に属し，マレー半島  

低地林に広く分布する。調査地であるパソの森でも胸高  

直径30から40cmの成熟木を頻繁に見かけることができる。  

そのパソの保護林の中心部にはアメリカのスミソニアン  

研究所とマレーシ7森林研究所が共同で設置した大規模  

面積（50ha）の調査区があり，その調査区内で山現し  

た胸高直径1cm以上のすペての植物個体の胸高直径と位  

置が記載されている（区＝）。我々は予備的調査として，  

この巾で川現した椎樹個体（直径1～2．5cm）の密度が  

近隣域にある同種の個体の大きさ（胸高直径）によって  

どうのような影響をうけるかという解析を試みた。それ  

によると胸高直径が40cm以上の大径木の周囲半径6m以  

内には椎樹個体が全く存在しないことが分かった（国2）。  

架たして，これはJanzenらのいう稚拙の親個体からの  

逃避の結果であろうか。このことを明らかにする目的で，  

親木の周囲に生育する実生個体（約10～15cmの高さ）生  

存過程のモニタリングを1991咋8月より開始した。調査  

は最近隣域の親木から0～20mの範囲内に調査プロット  

を22個設置しその巾で出現したすべての実生個体を識別  

し，1カノ≡に、とに個体の生死，高さを記録した。親木の  

際近隣域（0～2m）における実生個体の生存率は他の  

肘・Sα可er，財．「むαh 〟．揖／最eんeαdよ，エ．よ柁S画王s，  

月．～α亡よcαu血よα5（ネズミ科3種，リス科2種）で，7月  

に最大値，9月に最低値をもち，その後やや回復すると  

いう雑似したパターンが認められた。このパターンは植  

物のフユノロジーの果実・種子の落下量の推移とよく一  

致していた。また，ネズミ翫だけでなく，生宿の揚が林  

床に限定されているエ．涙顔壷と且Jα£i化比血抽S，およ  

び且 gヅm几比ruSも同じパターンを示Lた。MedⅥray  

（1972）は，森林性のネズミ類の繁殖活動が果実のピー  

クと一致していると述べている。本研究では，捕獲個体  

数の増減が，移入移班によるものか，出生死亡によるも  

のかは明らかでない。しかし，捕獲個休数の増減の同調  

や非同調は，林冠と林床の餌の現存壷の季節的な推移の  

違いに関係がありそうである。各々の動物種の食性と食  

物の現存量をより許しく把超する必要があろう。  

（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関す  

る研究  

i）ペロング（fセ几己α申αdo几mO〟eッどHk．f．）の芽生え  

の定着過程   

熱帯雨林にみられる驚異的な種多様性がどのようなメ  

カニズムで維持されているのか，また複雑な種間関係が  

森林生態系の動的平衡とどのように関連しているかを明  

らかにすることは，熱帯雨林保全のための科学的な指  

針を与えるために不可欠な情報となる。さらに，生態学  

の分野で未解決の慮本問題を解き明かすことにもなる。  

熱帯林樹種の種多様性の維持機構を説明する仮説は，大  

きく分けて3つある。1つは，資源分割説とよばれるも  

ので，住み分け仮説ともいう。すなわち，個々の種がそ  

れぞれ異なる環境を選んで住み分けているというもので  

ある。しかし，ヘクタール当たり数百に及ぶ多数の種類  

が住み分けられるはど，熱帯林の環境が多様であるとは  

考えにくい。そこで，交互平衡説という侭説が提唱され  

たこ これは，特定の樹種に特異的な天敵が存在するた  

めに親木の近くでは子どもの生存率が低い，すなわち親  

水の下には子が育ちに〈いとt、う仮説である（JanzeJユ，  

1970：Connell，1971）。このような状況下では，親木が  

枯れた後にできたギャップは別の種類の木によって説き  

換えられる可能性が高くなる。個体数の多い樺ほど種子  

が散布された先でもまた同じ種顎の親木とど†i会う確率が  

高くなるため，相対的に個体数の少ない種の方が次の世  

代に残りやすくなる。その結果，より多く種が共存でき  
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域に存在するかどうかという点について解析を行ったと  

ころ，ペロングの親木の近隣域で見られたような「稚樹  

不在現象」は確認できず他種の親木の直下ではペ？ング  

の椎樹は存在していることが分かった。以上のことから  

次の事が推察された。①ペロングの実生の生存率には親  

木からの距離依存型の天敵（捕食者，病原菌）が関与し  

ている。②これらの天敵の作用に加えて樹冠下の光条件  

が生存率に強く影響を与える。③または，上記の要因が  

（親木からの距離と光要因）が複合して作用する。その  

結果，実生個体はそのサイズが胸高直径が1cm程度にな  

るまでに死亡し，親木の直下で椎機が不在となる。  

125。m ・～▲1庇m 。203D帥 ○ヰかさ批m 0607D亡∩  
25・如 ・lD2Dcm O qoqO。m 050・引kM 07080cm   

図1 マレー半島バソー森林保護区の50haプロットにおける，胸  

高直径1cm以上のP肌ね叩α血托mO抽ッi（Pelong）の分布  

（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

1）木材の分解に果たすシロアリの役割   

（Dはじめに   

熱嵩林樹木の光合成による一次生産産物は，木材・葉  

・花などの植物休となるが，やがてそれが枯死・落葉・   

倒木などの過程を通じて林床に供給される。林床に堆   

積した植物体は主として微生物活動によって分解され土   

壌有機物となり土壌環境を形成する。この微生物活動は   

熱帯林では極めて活性が高く，したがって分解の進み具  

合は速い。その結果土壌有機物層は極めて薄く，その匝l   

転も速くなる。熱帯域に生息するシロアリはその生息羞   

が倦めて高く，土壌に生息する小動物の中ではアリと1，   

2位を争う生息昆を誇っている。そのシロアリが植物体   

分解に果たす役割は大きいと報告されてきた。とくに落   

葉・木材の分解においてシロアリが関わると植物体の体   

積が朗著に減少していくことば自然状態での分解過掛こ   

おいて明断こ観察される点である。しかしながらシロア  

リの作用の評価を客観的に行うには，シロアリが存在す   

る条件とそれを除去した条件とを人為的に設定して両条   

件間で分解の進行速度を比較してみる必要がある。そこ   

で，表面積当たりの容積が大きくシロアリによる物理的  

・分解作用の効果が大きいと考えられる木材について実験   

的手法を用いて研究を進めている。その中閉経過につい   

て報告する。   
（塾調査場所一手法   

クアラルンプール郊外ケボンにあるマレーシア森林研   

究所構内植林地と，パソ森林保護区との2カ所において   

実験・調査を行った。2カ所ともに低地熱帯雨林にあた   

り樹相は東南アジア熱帯雨林に特有のフタバガキ科樹木   

が優占している。気温ほ年間20～30度の範囲にあり，湿   

0  5  10  15  20  

基準木からの距離（m）  

図1 マレー半島パソー森林保護区の50haプロ7トにおける，Pe′l  

己α叩αdbnmo抽γエ（胸高直径ユ～2．5cm）の密度と同種の基  

準木からの距離との関係  
上：基準木の直径が40cm以下の場合；‾F：基準木の直径が  

40cm以上の場合  

どの域（2m＞）におけ実生個体の生存率よりも有意に  

低い値巷示した。また，親木からの距離2～4mにおけ  

る生存率も4－6mのそれと比較すると有意に低い値  

となった。親木の周囲には50haのデータ解析結果で示  

されたような「一定範囲内での稚樹不在現象」は確認で  

きなかったが実生の生存率は親木からの距離によって影  

響を何らかの受けることが示唆された。また，ペロンダ  

の実生を日陰と林冠ギャップ直下に移植したところ，前  

者の生存率は後者のそれに比して遥かに低い値となり，  

鬱閉林下に設けた一部のプロットでは移植個体が移植後  

役550日後に全滅してしまった。一方，50haのデータを  

用いてペロングの椎樹が他の大径木（40cm＜）の近隣  
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れる。そこで初期重の遠いを考慮して表面積当たりの重  

量で減少率を補正してみた。そうすると初期重に対して  

右下がりの傾向は無くなった。開き箱ではすべての丸太  

にシロアリがついているのに園3では閉じ箱との問で減  

少率に差がないので，この段階ではシロアリの有無は決  

定的な影響を与えていないことになる。   

木材の中に含まれる重要な栄養素の叫つとしてリンが  

挙げられる。丸太中のリン含塁の減少率を乾燥重量と同  

様に補正した結果を囲4に示した。この補正減少率はか  

なりばらつくが，いずれの処理間でも有意な差は認めら  

れない。ただしパソからの値は閉じ箱の方が開き箱より  

も高く位置している。シロアリの影響の兆しが認められ  

るのはこの例だけであるが，今後この傾向が強まるよう  

であるとシロアリがリンの放出を促進するよりもむしろ  

抑える作用があることになり，これからの実験結果が注  

目される。   

度は高く年間降雨は2000mm前後である。森林から切り出  

した直径6c血ほどの木を長さ20cmの丸太に切り分けて分  

解実験に用いた。丸太は2種顆の容器に一本ずつ入れて  

調査地の林床上に置いた。容器は上面のないステンレス  

製の箱であるが，そのうち1種類は底面と側面の下部の  

ステンレス仮に穴が開けてありシロアリが入りやすくなっ  

ている（開き箱）。もう1種類の容器はその穴がステン  

レス製の1mm目網で覆ってありシロアリが入れないよう  

になっている（閉じ箱）。一方どちらの容器も上面は開  

放されているので，キクイムシのように飛来してくる昆  

虫は容易に丸太にとりつけるようになっている。分解の  

進行貝合の観察は年2～3匝Ⅰ行い，約1年ごとに一部の  

丸太を回収し重量測定や成分分析を行っている。   

③調査結果  

1991咋10月に実験を開始してから11カ月後に2地点の  

各種箱ごとに3本の丸太を回収した。その乾燥重量の減  

少率を図3に示した。減少率は実験開始時の重量から回  

収時点の重量への減少を指数曲線で近似してその指数と  

して表したものである。  

Wt ＝ Wo・ekt  

式中でWtは回収時の重量，Woは開始時の重量，tは経  

過年数で，kが減少率である。減少率はケボンよりもパ  

ソの方がパラツキの範囲が大きいが，範囲は重なってお  

り処理間の差は認められない。ただ，すべての点をまと  

めてみると初期重に対して右下がり，つまり初期重が大  

きいほど減少率が／トさい傾向が認められる。これは初期  

重が大きいぼど丸太の表面積当たりの重量が大きいので，  

微生物による分解作用が及びにくいためであると考えら  

2）落葉の分解過程  

（彰はじめに   

落葉は木材とは対照的に体積に対して表面積が大きい  

ことから，微生物による分解作用を速やかに受けるもの  

と考えられる。しかしながら一方では落葉を好んで採会  

するシロアリもいることからその影響も大きいと考えら  

れる。また樹種によって糞の厚み・堅さに変化があるの  

で落葉の分解過程はこれらの要素を考慮して調べる必要  

があるかもしれない。ここではシロアリの影響を評価す  

るために行っている実験のうちシロアリに食われる状態  

での分解について報告する。  
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②網査場所・手法   

調査地は木材の研究と同じ場所で行った。林床で集め  

た落葉を樹種別に分けてりターバッグに詰めて林床に放  

置した。リターバッグは2mm目のサランネットと0．1mm  

目のステンレス網でつくられた2種類を円意した。後者  

にはシロアリが入れないようになっている。毎月一回い  

くつかのバッグを匡収して中の落葉重量を測定した。こ  

こでは半年間の調査結果を述べる。   

③調査結果   

実験に使用した落葉はβαCCα弘reαrefgc㍑加α，βJumeo－  

dendro乃 CαJ叩んッ〟昆mJ助do甲eJ→mum ′乃αgαCCe花5e，  

挽「よよierαカuα花；cα，勤oreαCrよs∠よ〃α，5んoreαmαCrOが2rα′  

勤oreαmUJ好わm，方ero甲erJ乃U771几OrO几最αnαm の  

8種である。このうち5加reαmαCr（pferαの壷屋減少  

を図5に示した。この重量減少を木材と同様に指数曲線  

で近似して減少率を求めた。その結果8程の減少率は0．  

78～2．63の範囲に納まり平均は1．31であった。文献調査  

で熱帯域全般の減少率をまとめたところ，平均1月5，範  

囲0，24～8．74であった。一方温帯域では平均0．93，範囲0．  

03～7．75であった。今回の結果は中間的な平均値を示し  

たが1以上の値が半分あり，はとんどの値が1未満であ  

る温帯域の数値よりも明らかに高かった。今回の報告で  

は同じ場所でも樹種によって減少率がかなり変化したの  

で，今後菓の特徴と関連づけて分解過程を明らかにする  

必要性が認められた。  

（4）熱帯林生態系の修復に関する研究  

1）はじめに   

熱帯林生態系を修復していく＿とで，熱帯林樹木の開花・  

結実過程に関する生理生態学的解析は，熱帯林の天然更  

新とも関係するので梅めて蔓要である。そこで，本研究  

では，熱帯樹木の一つである♪αr～02Z占efんよ托びSMurray  

種子の生島パターンを測定し，生命経済表を用いて解析  

し，その解析結果を基に他器官から種子に流れる物質の  

転流に関して知見を得る試みを行った。   

2）材料と方法  

クアラルンプール市郊外に位置するマレーシア農科大  

学の実験圃場に植栽されている皿廿わz払払柚㍑5を材  

料とLて用いた。調査は1992年こ4月から10月にかけて行っ  

た。この期間に供試木は2庶にわたって開花・結実した。   

種子の相対生長速度を求めるために，種々のサイズの  

果実を合計202個体収集した。収集した果実の長径，短  

径および苓積と乾重，果軸の直径と長さを測定した。果  

実の容積は果実を水巾に沈め，増加した水墨から求めた。   

3）結果   

果実の長軸径（DL cm）と短軸径（DS，Cm）との  

問には，下式で示される関係が見られた。  

DL＝0．719DSl・042  

相対成長係数の標準誤差は0．01で，短軸径は長軸径に比  

例することを意味し，  

DL／DS＝0．773±0．006（±S，軋，n＝202）となり，  

果実のサイズに関係なく一定であった。  

DLとDSの積と果実の容積（Ⅴ，C［i）との問には，  

v＝0．468（DS・DL）3／2  

の関係が見られ，相対成長係数の標準誤差は   

±0．011で，  

Ⅴ／（DS・DL）＝0．388±0，007（±S，E‥n＝202）  

となった。  

果実の容積と乾燥重量（w、g）との間には  

1V ＝ 0．233 v川10  

の関係が見られ，相対成長係数の標準誤差は0．008で，  

果実の比重は果実のサイズに関係なく一定であることを  

示している。  

比逼は0．248±0．005（±S．E．）g cm・3であった。  

果軸の断面積（s，C汀F）とⅥrとの間には  

w ＝（sSmn）1■839   
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（5）NOAA－AVHRR（LAC）画像データを用いた  

東南アジア地域の植生指数国及び植生分布図作成に  

関する研究   

本研究は，人工衛星NOAAに掲載された可視近赤外  

域センサAVHRR（地上分解能1km）からの画像デー  

タを用いて東南アジア地域の植生分布の現況及びその変  

化を調査し，熱帯林の減少を定量化する手法を開発する  

ことを目的としている。本年度は，対象地域の衛星モザ  

イク画像の作成及び植生指数分布図の作成（平成3年度  

からの継続），及び多年次データからの植生変化抽出手  

法の開発を行った。まず，対象地域である東南アジア地  

域（東経66～110度，北緯0～35度）全域について，一  

昨年度に木研究の一環として作成した1990年の対象地域  

のモザイク画像及び植生指数図と，昨年度に地球環境研  

究センターのモニタリング事業の一環として作成した同  

地域の1986年，1993年のモザイク画像及び植生指数囲の  

比較を行い，7年間の植生指数の変化を調べた。各年次  

のモザイク画像は，それぞれ対象となる時期の良好な画  

像を収集し，これを地図と重ね合わせが可能なように幾  

何補正，さらに，隣接する画像間のムラがなくなるよう  

放射塁補正を行い，合成したものである。また，雲のな  

い画像を作成するために，同一地域の複数の画像を連ね  

合わせ，各点での芸除去を行っている。植生指数には，  

最も一般的な正規化植生指数を用いた。図6には一例と  

して，1990年，1993年の植生指数画像を示す。さらに，  

対象地域内の土地被覆変化を詳細に調べるために，イン  

ド西部地鼠 マレー半島地域については，1986年，1990  

年，1992付それぞれ4時期（1月，4札 7月，10月頃）  

のAVHRRデータを収集し，地表面の改変状況を調査  

する手法について検討を行った。各年次のAVHRR画像  

は，データの相互比較が可能となるように幾何補正によ  

り重ね合わせ，各対応地点の画像上でのスペクトル変化  

から地表面の変化を調べた。地表面変化の抽出について  

は，撮影時期の違いによる地表面の遠いの影響を受け，  

長期的変化の抽出についてほ，必ずしも良好な結果は得  

られなかった。今後，データ収集の時期を増すなどによ  

り季節変化と長期変化を判別する手法の開発が必要と考  

えられる。なお，本研究の成果として得られたモザイク  

画像及び植生指数図データは，UNEP／GRID一  

「rsuKUBAを通し世界に公閲されている。  

の関係が見られた。ただし，Sml。はw＝0の時の巣軸の  

断面積である。   

4）考察   

①相対成長速度   

果実の形は，果実の成長期間を通して一定の性質を有  

していた。すなわち，果実の長径と単径との間には，全  

成長期間を通して同一の関係が見られたばかりではなく，  

果実の比重も一定であった。この結果は，果実の長径と  

尊径を測定すれば果実の容積，重量を求めることができ，  

非破壊的に果実の重量を簡単な計測で極めて正確に求め  

られることを意味している。すなわち，果実が何時成熟  

し，成熟した種子が採取できるかの予測が極めて容易に  

行なえる。   

②果軸の役割   

果軸の役割には，①葉で作られた光合成産物の果実へ  

の転流，②巣実への水分の供給，③果実の支持器官が考  

えられる。Shinozakiら（1964a，b）は樹木の形に関して  

パイプモデル理論を提唱し，幹や枝は築からの光合成産  

物を輸送するパイプとしてとらえた。すなわち，ある枝  

に着いている葉の乾燥重量は枝の断面積に比例するとし  

た。我々のサクラの木を用いた測定でも枝の断面積と菓  

面積との間には両対数で直線関係があり，Shinozakiら  

（1964a，b）が提唱した理論に一致する結果が得られてい  

る。しかし，要衝積と伎の断面積との間に相関関係が見  

られたとしても，枝を光合成産物の輸送器官としての  

役割のみを考えるには無理があると思われる。薫から他  

の器官へ転流される光合成産物の単位時間当たりの員と，  

根から菓へ供給される水分の単位時間当たりの塁を考え  

ると，水分昂は光合成産物塁の約10倍にもなる。すなわ  

ち，枝は光合成産物の輸送の場と考えるよりも水分の供  

給の場として考えた方が妥当と思われる。一方，果軸の  

断面積と果実の重量との関係は，柴実の肥大のわりには  

異軸が肥大しない。果実の形成初期に急激に果実重量  

が増加しているにもかかわらず果仙の肥大は少なく，ま  

た，果実の正員増加率が減少している時に果軸の肥大が  

起こっている。さらに，果軸の肥大速度は極めて遅く，  

葉からの光合成薙物の輸送の場として果輔の役割をとら  

えるよりも果実の支持器官としてとらえるべきと思われ  

る。この考えは，果軸の長さが極めて短いことからも，  

光合成産物の輸送にかかわる輸送祇抗は極めて低いと考  

えられることにもよる。  
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2．7 野生生物種の減少に関する研究  

〔研究組織〕  地球環境研究グループ  

上席研究官  

野生生物保全研究チーム  

森林減少・砂漠化研究チーム  

地域環境研究グループ  

都市環境影響評価研究チーム  

社会環境システム郡  

情報解析研究室  

生物圏環境部  

環境微生物研究室  

古川昭雄  

○椿 宜高・高村健二・永田尚志  

可知直毅・奥田敏統  

高橋憤司  

安岡善文・田村正行・山形与志樹・清水 明  

渡辺 信  

失にあるが，野生動物がある程度の個体数まで減少して  

しまうと一 過伝的多様性の低下により繁殖障害や生存率  
の低下がおこり，それが絶滅を加速している可能性が指  

摘されている。野生動物種の絶滅を防ぐために，希少野  

生動物の遺伝的多様性の実体を把握し，監視する手法を  

開発するとともに，遺伝的多様性低下のメカニズムとそ  

の繁殖や生存に及ぼす影響を解明する。   

危機に瀕した種の絶滅を防止するには，生息域内にお  

ける保全施策に加え，生息域外で保存し増殖させること  

も必要となる。そのために家畜繁殖技術として発達した  

系統保存，人工受精，胚操作などの技術を野生動物に適  

用する技術を確立する。また，絶滅に瀕した野生動物は  

生殖組織や遺伝子を施設‾Fでも保存し，それらを人工増  

殖などに活用する手法を開発する。種の絶滅とともに遺  

伝情報は失われてしまうが，生殖組織や遺伝子を施設下  

で保存することによって，遺伝子資源として将来利用で  

きる可能性を残す。   

この研究は環境庁自然保護局．農林水産省森林総合研  

究所，農林水産省畜産試験場，農林水産省農業生物資源  

研究所，自然環境研究センター，早稲田大学との共同で  

行っており，研究期間は平成5年度から7年産までの  

3カ年である。研究のフローを区＝に示す。  

〔研究概要〕  

（1）森林破壊が野生生物種の減少に及ばす影響に関す  

る研究   

野生生物種の減少の主な原因は開発による森林，湿地，  

草原などの生息地の破壊にあるといわれている。この研  

究では複数のタイプの野生生物生息地における種多様性  

の差異を明らかにすることによって，森林破壊に伴う野  

生生物種の減少の機構解明を行う。本研究は国立環境研  

究所，森林総合研究所，自然環境研究センター，鹿児島  

経済大学による共同研究であり，研究期間は平成3年度  

から7年度までの5カ年である。   

研究はマレーシア国の熱帯雨林で行っている。マレー  

シア側の共同研究機閲はマレーシア森林研究所（Forest  

ResearchInstituteMalaysia），マレー大学（University  

Of Malaya），マレーシア国立大学（Universiti  

Kebangsaan Malaysia）である。   

研究調査地点はクアラルンプールの北方約10kmに位  

置するウルゴンバック（Hul11Gombak）東方的15km  

に位置するウルランガット（Hulu Langat）および南  

東約70kmのパソー保護林（Pasoh）である。この3地  

点は森林規模，自然植生の残存する程度が異なるので，  

自然林の縮小が野生生物群集に与える影響を比較評価す  

ることができる。  

〔研究成果〕  

（1）パソー林における葉虫群集   

糞虫は世界中のほとんどの森林に生息しており，明ら  

かな季節性を示すことが多い。温帯地域ではその個体数   

（2）希少野生動物の遺伝的多様性とその保存に関する   

研究  

野生動物が絶滅に至る主要な原因は生息地の破壊・消  
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図1．希少野生動物の遺伝的多様性とその保存に関する研究  

は1991年7月から10個のトラップを毎月設置している。  

第2地点を除く第1地点から第6地点までは1991年10月  

からそれぞれ3個のトラップの設置を開始した。さらに  

1992年2月から第7地点と第8地点にとラップを設置し  

ている。トラップの設置期間はいずれも2日間である。  

トラップに入った糞虫は70％アルコール中に保存してい  

る。今回は種の同定が終了している1991叶7月から1992  

年8月の糞虫群集について報告する。気象データはパソ一  

気象観測ステーションの資料を用いた。  

1992年8月までに1353頭の糞虫が採集され，少なくと  

も31種類の糞虫がパソ一休に生息することが分かった。  

各月のそれぞれの地点において採集された種類と個体数  

のリストは付表に示した。糞虫は3つの亜科  

（Scarabeinae，Coprinae，Aphodiinae）で構成され，そ  

れぞれ，3，27，2種で構成されていた。   

図2にトラップ当たりの採集個体数と種類数の季節変  

化を示した。降水員との関係を見るためにトラップ設置  

前の積算雨量と糞虫の種類数との相関関係を調べてみた。  

雨量の積算期間はトラップ設置前1週間，2週間．．．と12  

週間まで変化させて，最も相関の高い期間を探した。そ  

の結凪トラップ設置前3週間の雨量が最も相関係数が  

や種項数は主として温度変化に対応して変化し（夏に個  

体数と種類数が増加する），気温変化の小さい熱帯地域  

では雨量に対応して変化する（雨期に増加する）ことが  

知られている。しかし，東南アジアにおいてほこれまで  

長期にわたる調査が行われたことがほとんどないため，  

季節性についての知見はなかった。また，東南アジアは  

雨量に関しての季節性に場所による違いが大きいという  

特徴がある。つまり，乾期と雨期がはっきり分かれる地  

域があるかと思えば，乾期と雨期が明瞭でないという地  

域も存在し，むしろ後者のような地域が大部分である。  

我々が調査を行っているパソ一杯も季節性が明瞭でなくこ  

雨の少ない時期がやや不規則にある程度で，雨の全く降  

らない月はばとんどない。ここでは，そのような季節性  

の特徴をもつマレーシア半島部のパソ一休における糞虫  

の種類数や個体数と雨員との関係を分析した。   

ピットフォール型ベイトトラップを使うことによって，  

パソー林の糞虫の樫多様性を明らかにするとともに，森  

林の周辺部から中心、部分への種類組成の変化を明らかに  

し，森林の大きさと種多様性の関係を分析ための資料を  

収集した。トラップ設置地点はパソ一休の周辺から中心  

部にかけて200mごとに8地点を設定した。第2地点で  
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んなタイプのフタバガキ熱帯林で適応放散し極分化して  

きたと考えられている。特に，低地熱帯林はマレー半島  

部においてもあまり残っていず，低山地熱謂林も減少の  

一途をたどっている。かく乱を余り受けていないが隔離  

されている低地熱嵩林とかく乱されている低山地熱帯林  

において鳥類群集の多様性を明らかにし，熱帯林のかく  

乱に伴う烏績群集構造やギルドを構成している種類の行  

動の変化を明らかにすることを目的としている。研究調  

査地点として，あまりかく乱されていない隔離された低  

地熱帯林としてクアラルンプールの南東約70kmに位置  

するパソ森林保護区とかく乱された低地熱帯林としてク  

アラルンプールの北約10kmに位置するウルゴンバック  

のマレーシア大学野外調査ステーショイの周辺（以降ゴ  

ンパックと略す）を選んだ。ゴンバックにおいてはマレー  

シア研究者との共同研究でカスミ網による標識再捕調査  

と花蜜・昆虫食鳥類の採食行動の調査を毎月平行して行っ  

た。パソにおいても林床棲鳥類の標識再捕調査を毎月行  

うと共に，タワーを利用した樹冠部の標識調査を数回行っ  

た。各調査他の捕獲個体数および種規数を表1に示して  

ある。記録された種類数は，調査の進んでいるゴンバッ  

クの方が多かったが，群集多様度はかく乱されていない  

パソ森林保護区が高かった。ゴンパーツの推定式より求  

めた両地域の推定種現数は，パソ森林保護区では81．7種，  

ゴシバックでは7臥2種となり大きな差は認められなかっ  

た（函3）。群集を構成しているギルドに注目してみる  

と，両調査地とも林床接尾虫採食ギルドの個体数が大き  

な割合を占めていたが，かく乱されたウルゴンパックで  
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図2，マレーシア半島パソ一杯においてピットファール型ベイトト  

ラップで採集された糞虫の季節変化  
aはトラップあたり種項数 bは個体数。  

大きくなることが分かった。   

つぎに，各調査地点での種類数と個体数を調べたとこ  

ろ，森林周辺部では捕獲される個体数も種頬数も少なく，  

季節変化も小さいことが分かった。一方，森林中心部で  

は個体数も種頬数も周辺部より多いが，季節変化が大き  

いことが分かった。また，各調査地点で雨量と種頬数，  

雨量と個体数の関係を調べたところ，森林の周辺部では  

相関がなく，ヰ叱、部では雨量との相関が高いことが分かっ  

た。種顎ごとに雨量との関係をみると，雨量と正の相関  

を示す種類と負の相関を示す種類がいることも分かった。  

このことは，森林中央部では雨塁に敏感な種類が多く分  

布し，雨員に影響されない種類が森林周辺部に分布する  

ことを示唆している（図2）。  

表1調査地間の群集多様性および群集内構造の比較  

′†ソ森林保護区   ウルゴンバック  
森林タイプ  低地熱帯林  低山地熱帯林  
撹乱の程度  ′トさい  大きい  

調査日致・約数   401日・網  817日■綱  

紀捕獲個体数   t95個体  6ヱ0個体  

捕獲後数  49毯  77牲  

相対箸度  0．鵬個体／網／日  0．75個体／網帽  

群集多様度   
シンプソンの人指数  19．4   

シャノン・ウイーハ’一関数豆・  4．S7   

ヒー刃トの均衡性指数J、  0，64  

群集内構造   
チメドリ頼  

硬軟  20  
ニッチ帽  ユ．22  

ニッチ種密度  9．01   

ヒヨドリ類  
穐数  9  

ニッチ幅  1，58  

ニッチ種密度  5．70  

（2）マレー半島における林床鳥類群集構造の比較   

マレー半島において記録されている621種類の鳥類の  

うち約370種類は熱帯林およびその林線を主な生息地と  

している。多くの種はスンダ地域固有の種であり，いろ  
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に同所的にハビタットまたは資源を使い分けているかを  

調べるために，採企部位・採食方法を主成分分析により  

解析した。採食位置は3つの主成分で表され，この3つ  

の軸上にヒヨドリ類ギルドをグルーピングできた（囲4）。  

採余部位（主成分1）・採会場所（主成分2）ではグルー  

ピングできない塊が残るが，採食高（主成分3）により  

細分化された。例えば，採食部位・採全行動の解析から  

特異な位置を占めていたのはズグロヒヨドリ  

丹c花OJlOとusα亡「よc甲Sで，空中停飛・ぶら下がりにより  

他種の利用できない細い部位を利用していた。2種のア  

カメチャイロヒヨは，混群中では他種との競合を避けて，  

他種が存在するときには採食場所を変更していた。主成  

分3に沿って他の種類は分布しているようにみえるが，  

ギルド内のニッチの細分化は不明瞭である。   

熱帯林のかく乱によってチメドリ科のグループは減少  

するが，ヒヨドリ科のグループは多様化することが明ら  

かになった。より小さな環境変化の影響を知るためには，  

小規模のかく乱により果実一昆虫食ギルド内および林床  

倭昆虫食ギルド内の各構成種の行動上の変化に注目する  

必要がある。いずれにせよ，この2つのグループほマレー  

半島の熱帯林のかく乱に敏感に反応するので，森林のか  

く乱の程度を知るよい指標となる可能性がある。かく乱  

された林には，菜果や液果をつける低木が多く餌資源は  

豊富にあるためヒヨドリ類のニッチが細分化していない  

と考えられるが，検証するためには資源を定量化し比較  

する必要はある。  
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図3．調査努力と積算種煩数の関係  

はこのギルドの占める割合がやや低かった。林床接尾虫  

採食ギルドは大部分はチメドリ科で占められ，かく乱を  

受けていないパソにおいては20種類のチメドリ類が林床  

鳥類群集中の40％以上の個休を占めていたのに対し，ゴ  

ンバックではチメドリ科は8種類しか記録されず群集中  

の25％の個体を占めていたにすぎなかった。林床榛昆虫  

採食ギルドに次いで優占するギルドは，果実昆虫食ギ  

ルドであった。このギルドは∃三にヒヨドリ科で構成され  

各調査地での群集中の比率はほぼ等しかったが，かく乱  

されていないパソでは8種類が記録されたのみであった  

のにたいして，ゴンパックでは20種頬が記録された。チ  

メドリ類は，かく乱されていない低地林において広いニッ  

チ幅を持ち，多くの種類数が生息していたが，かく乱さ  

れた熱帯林においては種枚数が減少しニッチ種密度も減  

少している（表1）。したがってチメドリ類は，熱帯林  

のかく乱に敏感なグループであると結論できる。ヒヨド  

リ類は，チメドリ類とは逆にかく乱を受けているゴンバッ  

クにおいて，多くの種類が記録されニッチの種密度も高  

かった。ヒヨドリ科は，もともとギャップや林綾など比  

較的不安定な遷移途中の環境に適応しているといえる。  

次に，かく乱されている地域でどのように多種類のヒヨ  

ドリが同所的に生息しているかを見るためにヒヨドリ類  

のギルド内の解析を行った。パソとゴンパックに生息し  

ているヒヨドリ熟ま，いずれの種も日本に生息するヒヨ  

ドリ伽占わe£eぶαmα打rO£よsよりも小型で形態的な特殊  

化は進んでいない。ヒヨドリ類の餌メニューの大部分は  

果実であり，昆虫への依存度は種類によって多少違って  

いたが，大きな差は認められなかった。エリゲヒヨドリ  

〃．cr∠代なerが単独種群で採会する傾向が強かったが，  

他の種類は混群を形成していた。ヒヨドリ難がどのよう  
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図4．主成分分析を用いた採全部位によるヒヨドリ頓の  
グルーピング   
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（3）マレーシア熱帯林における陸産見放の種多様性   

マレーシア半島部の熱帯林で陸産貝類を指標生物とし  

た種多様性と群集構造を調査を行った。熱帯雨林地域で  

は土壌中のK，Ca，Mg等の溶脱が激しく陸只の殻形成に  

必須のCaが恒常的に不足している。マレーシア半島部  

の地質の大半はCaの少ない花崗岩で形成されており，  

局所的に石炊岩地域が分布している。前年度ほ，花崗岩  

地域のパソー保護林とウル・ゴンバック保護林で調査を  

行った結県 花庸岩地域の平地熱帯林での陸員生息密度  

は極端に低いことが分かった。本年度は，Buklt Takun  

地区と8uki［Batu Cal▼e地区で謂査を行った。両地域共  

に，花崗岩を母岩とする地域に孤立した石灰岩の丘で，  

比較的自然林が残っている。   

調査は，両地域の陸産貝類の生息状況を記録すること  

により，種ごとのマイクロハビタット選好性の解明をめ  

ぎした。また，生息環境中のCa景が陸産貝類の種多様  

性を決定している重要な要因ではないかと予測し，石灰  

岩の岩体から10mおきに調査区をもうけ，石灰岩から離  

れるにしたがって，種多様性がどのように変化するかを  

調査した。また，生息環境の人為的かく乱の程度も重要  

な要因と考え，林綾部を基点として，林内と体外の両方  

向にべルト状に1mおきに方形区を設けて，各種の生息  

密旺の速いを比較した。   

貝類相調査の結果，石灰岩地芹には，花崗岩地に比較  

して，多囁多様な随員が生息しており，種数・個体数と  

もに非常に豊富であることが分かった。特に，前媒質に  

属する種が多いことが特徴である。随員の生息種数は石  

灰岩地から離れるに従い激減する（園5）。特定種の個  

体数でも同じ傾向があった。すなわち，熱帯林において  

は，陸産貝類の種多様性には生息環境のCa量が重要な  

因子であることが示唆された。今後，生息地の土壌中の  

Ca量を実刺し，陸産貝類群種の穐多様性と関連性を解  

明したい。   

林綾部におけるベルト調査の結果，積数は，林縁郡か  

ら森林の奥にかけて増える傾向にあった。上）わわmmα£よれα  

sp．の個体数も同様の傾向が認められた。原生林では，  

周辺部から中心地威にかけて種数が増加する現象が種々  

の生物群でみられ，これはコア地域はど’自然旺’’が保  

たれている結果と解釈されている。動物によっては数百m  

間隔の比較をしないとこの傾向が検出できない例も多い  

が，今回の調査結果から，陸産貝類でほ20m程度のベル  

ト調査でも徴環境の変化の評価ができる可能性が示唆さ  
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図5，石灰岩の岩体からの距離に伴う陸産且玩の種難数変化  

れた。S払わu加αOCよOmαのように林綾部び外側で生息  

密旺が高かく，林内では生息密度の低い積もいた。本種  

は，畑地やプランテーションといった人為かく乱地を好  

む篠であり，このようなかく乱地嗜好種を標徴種として  

用い，かく乱の程度を推定できることも示唆された。   

今匝Ⅰの調査から，熱帯地域で陸産貝類群集の種多様性  

を決定している第一安閑は生息環境に存在するCa塁で  

あり，森林の人為かく乱も影響していることが示唆され  

′∴  

（4）遺伝的多様性の解析法に関する研究   

本年度は，メダカ，陸産貝類，鳥類からDNAを取り  

出し，保存する実験ルーチンを作った。DNAの抽出法  

には種々の手法があるが，野生動物では，血液・筋肉・  

内蔵・毛等の他種多様な組織からDNAを抽出する必要  

があり，通用範囲の広いSDS－フェノール法が適してい  

ることが分かった。さらに，PCR法でDNAの特定遺伝  

子部位を増幅し，ごく微量のDNA々ゝら個体間多型を検  

出できる方法を開発した。これには，1990年に発表され  

たRAPDマーカー法を応用してみた。RAPDマーカー法  

とは，数十個のDNA塩基からなるプロープDNAを用い  

て遺伝子の特定塩基配列部位を数百万倍に増幅する手法  

である。このため，野生動物のような十分な資料が得ら  

れず，微量のDNAを分析しなければならない場合に適  

している。どのブロープが分析に適しているかは種によっ  

て異なるため，種々のプローブを用いて，分析に適した  

プローブを選定する実験を行った。その結果，メダカの  

場合では，RÅPDマーカー法のブロープとして，OPA－  

01，OPA－02，OPA－05を用いた時に，個体間の多型が  
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検出できDNAフィンガープリンティングのプ⊂】・－プと  

して適していることが分かった。陸産貝類のオナジマイ  

マイでは，OPA－02，OPA－04，OPA05で多型が検出  

できることが判明した。また，メダカを用いた飼育実験  

の結架，RAPDマーカー法は，親子判定や個体識別に有  

効であることが分かった。今後は，この手法を使って，  

動物の絶滅に関する遺伝的メカニズムの解明をめぎす。   

絶滅危惧動物のアマミノクロウサギの毛を野外で採集  

し，野外に落ちている動物の毛から，DNAが抽出でき  

るかどうか検討した。その結果，毛の塊から，分析に十  

分な量のDNAが摘出できることが分かった。RAPDマー  

カー法を併用することにより，野外に落ちている毛で，  

個体識別が可能になる。本研究で開発した手法をさらに  

発展させることにより，個体数が著しく少なく捕獲の困  

難な哺乳類の過伝的多様性の解析が可能になると考えら  

れる。  

図6は室内飼育系統と野生系統における左右の差のヒ  

ストグラムである。ムナビレの長さのFAにほとんど性  

差がなかったので，オスメスのデータをこみにしている。  

室内飼育系綻の方が広がりの大きな正規分布をすること  

から，一見してFAが大きいことが分かる。また，年齢  

の異なった野生メダカ（0歳魚と1歳魚）を比較すると  

1歳魚の方がFAが小さく，FAの小さい個体の生存率が  

高いことを示している。これらのことから，メダカのヒ  

（5）メダカの遺伝的多様性と生存力に関する研究   

絶滅に瀕した野生動物の追伝的多様性（ヘテロ接合対  

率）が低下していることはいくつかの種で知られている。  

一方，動物には本来左右対称であると考えられる部位を  

たくさん持っているが，正確に測定するとわずかではあ  

るが左右の長さが異なっていることが多い。これを左右  

対称性のゆらぎ（FluctuatingAsymmetryP：略してFA）  

という。この左右対称性のゆらぎは遺伝的な現象で，ゆ  

らぎの大きさはヘテロ接合対率と関係があることが最近  

分かってきた。また，左右対称性のゆらぎは生存力や繁  

殖力とも関連していて，非対称な個体は繁殖成功度が低  

いと考えられている。   

そこで，近交劣化の生存力ヘの影響を見るために，野  

生メダカと室内飼育系統メダカ（ヒメダカ）のFAの比  

較を行った。室内で同系交配を繰り返しているヒメダカ  

よりも野生系統の方が遺伝的多様性は高いと考えられる。  

また，年齢の異なる野生メダカのFAを比較することに  

ょってFAへの自然淘汰の影響を検討した。   

FAを測定した形質はムナビレの長さである。室内飼  

育系統のヒメダかは国立環境研究所水生生物実験棟の飼  

育水槽からランダムに約60匹採集した。一九 野生系統  

のメダカはつくぼ市内を流れる小野川で採集したもので  

ある。採集したメダカのムナビレを解剖バサミを用いて  

切除し，万能投影機で20倍に拡大して第2条の長さを測  

定した。  

－20  －10  0  10  20  

ー20  －10  0  10  20  

－20  －10  0  10  20   

ムナビレ長の左右差相対値（％）  

図6．室内飼育系統および野生メダカの左右対称性のゆらぎの頻度  

分布  
野生メダカは2つの年齢グループ（0歳と1歳）別に示した。  
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レ長に関するFAは生存力の指標として利用できること  

を示唆している。  
個体群サイズ  

（6）ウグイス亜科における個体群サイズと左右対称性  

のゆらぎ   

生息地の減少および分断化により野生生物の個体数は  

急速に減少している。このような個体群サイズの減少ほ，  

個体群の持っ退伝的多様性にも影響を与えていることが  

予測される。近年，個体群の遺伝的劣化を測定する指標  

として，左右対称性のゆらぎが注目されてきている。異  

なった個体群サイズを持つウグイス亜科を材料として，  

個体群サイズの減少に伴い左右対称性のゆらぎがどのよ  

うに変化するかについて注目し これを遺伝的劣化の指  

標として利用できるかどうかを調べた。環境庁のレッド  

データブックで希急種に指定されているオオセッカ，同  

じく希少種に指定されているウチャマシマセンニュウ，  

また広く分布し今のところ絶滅の心配のないコヨシキリ  

を材料として用いた。オオセッカ・コヨシキリは茨城県  

鹿島郡神栖町の利根川河川敷のスゲ・ヨシ掛こおいて，  

ウチャマシマセンニュウは博多湾入口の大机島において  

捕獲調査を行った。捕獲した個体は，足環装着後に各部  

位を計測したのちに採血を行い放鳥した。個体群サイズ  

は，博多湾に生息するウチャマシマセンニュウが最も小  

さいメタ個体群を形成していて個体数は200羽以下，有  

効個体群サイズは60羽であった。オオセッカは利根川‾ド  

流域に局所的に分布していたが，繁殖個体数はおよそ80  

0羽程度と推定される。コヨシキリは広く分布する夏鳥  

で，個体数ほ推定できないが個体群サイズとしては数千  

羽であると推定される。それぞれの種の翼長にみられる  

左右対称性のゆらぎを図7に示してある。個体群サイズ  

と左右対称性のゆらぎには関連が認められ，ウチャマシ  

マセンニュウでは最も左右対称性のゆらぎは大きかった  

（標準偏差0．95）。左右対称性のゆらぎの標準偏差は繁殖  

個体群サイズが大きくなるにつれてオオセッカ（標準偏  

差0．80），コヨシキリ（標準偏剃，66）の順に小さくなっ  

ている。オオセッカとコヨシキリについては個体群生態  

学的なデータが欠如しているため，有効個体群サイズや  

実際に交配可能な個体群サイズについての情報が不足し  

ている。実際に，左宕l◆対称性のゆらぎが個体群の遺伝的  

劣化の指標にどの程度使えるかは，個体群生態学的パラ  

メータおよび今匝＝ま未解析の血液サンプルを用いたDN  

A解析の結果と比較してみる必要がある。   

－2．5 －2 －1．5 －1 －．5  0 ．5 1 1．5  2  2．5   

左右対称性の乱れ：翼長の差（右一左）（mm）  

図7．個体群サイズと左右対称性のゆらぎ  

（7）希少野生動物の生息域外保存および増殖技術に関  

する研究   

絶滅の危機に瀕した野生動物の生息域内外において，  

先端技術による保存技術の確立が重要となっている。今  

回は，鳥類の始原生殖細胞（PrimordialGerm Cells，  

上）GCs）に注目し，その保存を試みた。   

国立環境研究所動物実験施設で継代維持されている実  

験用ウズラ系統ほ，数十世代にわたる継代繁殖により，  

近交退化現象が出現している。これらの近交系ウズラは，  

絶滅の危機に瀕した野生馬規のモデルとして有用と考え  

られるので，選抜基礎集団から現在に至るまでの繁殖能  

力を分析した。また，近交系ウズラの PGCs の分離お  
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よび培養を行った。先ず．ニワトリ PGCs の採取培養  

法に従い，近交系ウズラ胚における PGCsの採取時期  

の同期化を行った。すなわち，近交系ウズラ発育胚から  

のPGCs採取を行い，特定時間で照卵したウズラ胚の  

卵黄動脈等からマイクロピペット法により PGCsを採  

取できることが分かった。   

次に，採取した血液を培養液と混合し，200Gで5分間  

遠心後上清を除去し，血液からPGCsの単離を行い，  

その上清を除去した培養液を高濃度フィコール溶液を含  

む培養液を混合することにより，その混合液に高頻度で  

PGCsを回収した。また，低濃度フィコール溶液を含  

む培養液を重層し800Gで30分間遠心を行い，PGCsを  

含むフラクションを培養液に分散させ，これを200Gで  

5分間遠心することで近交系ウズラのPGCsの精製を行  

うことができた。なお，近交系ウズラPGCsの保存法は  

ニワトリPGCsと同様に既存の凍結保存法を用いて行え  

ることら確認できた。   

近交系ウズラにおける血統，体重，卵重，羽装，受精  

率，発生率，血液性状及び病原抵抗性などの各系統にお  

ける世代ごとの詳細なデータの入力を行いこれらのデー  

タベース化を図った。  

（8）人工衛星データ等利用による湿地植生分布の調査  

に関する研究   

沼沢地やマングローブ林などの湿地は，野鳥など多様  

な生物種の生息域として，またさらには地球温暖化ガス  

であるメタンの発生源として，地球環境を考える上で重  

要な地表面被覆形態の一つであり，近年その実態を調査  

する必要性が指摘されるようになってきた。しかしなが  

ら，湿地は対象となる地域が広いうえ，その分布が全球  

レベルにわたってt、ること，また通常その中に入ること  

が難しく地上調査が容易でないことから，地域レベルに  

おいても地球レベルにおいても，得られている情報は極  

めて少ない。本研究は，人工衛星からのリモートセンシ  

ングデータを利用して，個別湿地の植生，水，土壌環境  

を調査するとともに湿地の分布を全球レベルで調査する  

ことを目的とするものである。   

平成5年度（初年度）は，まず国内における実験フィー  

ルドを北海道釧路湿蜘こ設定し，衛星データの収集，現  

地調香による地＿F∴観測データの収集を行った。また，世  

界の代表的湿地の衛星層像データの収集を開始するとと  

もに，オーストラリアにおいて現地調査等による地上デー  

タの収集を行った（園8）。＋～方，衛星画像から湿原環  

境を調査するためのデータ解析手法の開発を行い，衛星  

図8 オーストラリアにおける湿地の衛星画像（タスマニア島東部のL八Nl〕S〟T「m1画像1989年1月）  
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1991年6月，8月及び11月に得られた3時期のTM画  

像を重ね合わせ，その季節変化特性の違いから，対象地  

域をbog，fenなど7つのクラスに分校したもので，分  

解能は30mと高い。分類は，地上調査データ等を基にし  

て選択した約90地点の参照地点データ（トレーニングデー  

タ）を用いて最尤法により分類した。   

なお．本研究は一部，芋苗開発事業団との共同研究と  

して実施されており，使用する衛星画像は一部事業団か  

らの提供によるものである。  

データ，地上データに蓄積のある釧路湿原を対象として，  

多時期のLANDSAT TM画像データからの植生分布  

図の作成，火災による植生焼失分布図の作成を行った。  

また，衛星画像からの植生，土壌，水環境の評価手法に  

ついて検討を行い，特に，マイクロ波帯域のセンサーで  

ある合成開口レーダー（SAR）画像データから植生分  

類を行うためのテクスチャ解析手法を開発した。   

図9には，一例として，LANDSAT TM画像から分  

類された釧路湿原の植生分布図を示す。本分布園は，  

＼  

ランドサットTM画像による   
釧路湿原植生分類図   

VegetationClassincation  
Mapof theKushiroMire  
UsingIANDSAT TMImage  

ミズゴケ （Spbagnum）  

スゲ   （Sedge）  

ヨシ   （Reed）  

ハンノキ （Alder）  

（Water）  

（Forest）  

域
林
 
 

水
森
 
 その他 （Others）  

国立環境研究所（NIES）  
宇宙開発事業団（NASDA）  

◎1別ほ．NIES  

図9 北海道釧路湿原の相生分布図（6月，8乱11月3時期のLANT）SAT TM画像より分頬，作成）  
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2．8 砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する研究  

〔研究組織〕  地球環境研究グループ  

統括研究官  

上席研究官  

森林減少・砂漠化研究チーム  

生物圏環境部  

社会環境システム部  

情報解析研究室  

水土壌圏環境部   

土壌環境研究室  

地‾F環境研究室  

地球環境研究センター  

研究管理官  

客員研究員 5名  

安野正之  

古川昭雄  

○宮崎忠国  

安岡善文  

恒川篤史  

木村 強  

大坪国順  

〔研究概要〕   

砂漠化は，乾燥，半乾燥，半湿潤地帯において気候変  

化 人間活動等，様々な要因に起因して起こる土地劣化  

である，と定義されている。国連環境計画（UNEP）  

の調査によると，砂漠化は全乾燥地域の70％に当たる  

3600万km2で生じており、世界人口の約1／6に影響を  

与えている。砂漠化の最も朗著な影響は，貧困の拡大に  

加え3300万km2の放牧地（全体の73％）の劣化，乾燥地  

域の限界降雨依存農地の内47％の土地生産性，土壌構造  

の劣化 乾燥地域の潅漑農地の内30％の三射ヒなどである。  

砂漠化の自然的要因としては気候変動による乾性化や土  

壌荒廃が進行することであり，．人為的要因としては人口  

の急激な増加に伴う耕作地の拡大や酷使，薪炭としての  

樹木の伐採，羊や牛などの過放牧等による環境資源の不  

適正な利用などであると考えられている。このような砂  

漠の拡大に対して，人為的な要因による砂漠化現象を制  

御し，砂漠化に伴う環境への影響を予測するためには，  

これらの地域の生態系の現状とその変化，土壌，水文特  

性等の環境客員を辞出する手法の開発を行い，人間活動  

と砂漠化危険地域の環境容量の観点から人為的要因によ  

る砂漠化進行機構を解明し砂漠化危険地域を予測，抽出  

することが急務である。また，砂漠の調査，砂漠化危険  

地域における砂漠化進行の防止技術の開発，持続的発展  

のための社会システムの提言等においては地域社会的か  

つ国際的共同研究が不可欠である。   

本研究では，インド西部のタール砂漠に極乾燥地，乾  

燥地および半乾燥地域の砂漠化危険地域において，様々  

な人間活動が砂漠化進行にどのような影響を及ばしてい  

るかを，′特に，植生，水環境，土壌環境および社会経済  

システムの面から明らかにする。さらに，世界の代表的  

な砂漠および土壌荒廃地域（ケニア，インド，中国，タ  

イ等）を複数箇所選定し，気象状況，地域，社会システ  

ム，経済活動等の違いによる砂漠化進行要因の国際比較  

研究を行う。   

以上の目的を達成するために，以下のような研究課題  

を設定して，砂漠化研究を実施した。  

（1）乾燥・半乾燥地域における砂漠化に及ぼす人間活   

動の影響評価に関する研究  

1）乾燥・半革燥他における植生回復手法の解明に関   

する研究  

2）乾燥・半乾燥および土壌荒廃地域における人間活   

動と水循環に関する研究  

3）砂漠化進行の広域的モニタリングに関する研究  

4）砂漠化の人為的要因に関する研究  

（2）砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する国際比   

較研究  
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1）乾燥・半乾燥地域における砂模化に及ぼす人間活  

動の影響評価に関する研究では，平成4年度はインドの  

共同研究機関，中央乾燥地研究所（CentralArid Zoれe  

ResearchInstitute）と共同研究に関する研究協定書の  

調印を行い，極乾燥地と半乾燥地に試験地を設定し，植  

生に関する基礎的な調査を開始した。本年度は，昨年度  

に設定した極乾燥地および半乾燥地の試験地において昨  

年度と同様な植生調査を行うとともに，乾燥地にも試験  

地を設営した。また，乾燥地の試験地では土壌諏査，ス  

ペクトル調査，社会調査等を実施した。さらに，平成4  

年度に構築した砂漠化地理情報システム（GIS）の更  

新を行った。平成6年度はこれまでの調査を継続すると  

ともに，極乾燥地と半乾燥地において社会粛蓮を行い，  

人間活動と砂漠化危険地域の環境容量の観点から人為的  

要因による砂漠化進行機構の解明を行う。   

2）砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する国際比  

較研究では，平成4年度に砂漠化比鮫項目の検討を行い，  

比較項目の選出を行った。平成5咋度はインドの砂漠化  

と人間活動に関する資料，データ等を収集し，比較項目  

ごとにまとめを行った。平成6年度にはアフリカ，中国，  

タイの砂漠化と人間活動に関する質札 データの収集を  

行い，4地域の砂漠化進行と気象状況，社会経済活動  

社会システム等の比較を行い，砂漠化進行に関する地域  

的な要因の抽出とその比較を行う。さらに，平成4年度  

に構築した砂漠化研究情報データべ一スの更新を行った。  

本年度は特に研究論文の収集に焦点を合わせ情報収集を  

行った。  

〔研究成果〕  

（1）乾燥・半乾燥地域における砂漠化に及ぼす人間活  

動の影響評価に関する研究   

本サブテーマではインド西部のタール砂漠（図1）を  

研究対象として研究を行った。タール砂漠内の年間降雨  

員の異なる極乾燥地（チャンダン），乾燥地（ジョドプー  

ル），半乾燥地（パ1り に設定した3試験地において，  

インド中央乾燥地研究所（CentralArid Zone Research  

Institute）と共同で，植生，水土壌，リモートセンシ  

ング，社会・経済調査に関する研究を行った。図2に3  

試験地の位置と年間降雨良を示す。  

1）乾燥・半乾燥地における植生t司復手法の解明に関  

する研究   

極乾燥地（チャンダン），半乾燥地（パリ）に設定し  

た試験地において，放牧の影響を受けない保護区と放  

牧の影響を受ける複数個の非保護区を作成し，各区にお  

いて，①種組成調査，②乾物生産調査，③種子動態調査，  

（塾生物季節調達を行った。図3はチャンダンとパリに作  

成した保護区と非保護区の図である。各保護区の面積は  

1haで計6区画作成した。各区画にはそれぞれ0，3，  

3，6，6，8頭の羊を入れ牧草の成長速度と羊の頭数  

の関係を明らかにする。表1にはチャンダンおよびパリ  

で観測された主な植物種を示す。   

2）乾燥・半乾燥および土壌荒廃地域における人間活  

動と水循環に関する研究   

乾燥地（ジョドプール）の試験地を対象に①稿景，流  

出水見 地‾F水量，土壌水分，蒸発散量等の調査データ  

の収集，②気温 湿度，風向，風速，日射量，土壌温鑑  

蒸発量，雨竃等の調査データの収集，③リモートセンシ  

図1 インド西部タール砂漠  
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表1植物の種組成  

半乾燥地（バリ）  庵乾燥地（チャンタン）  

⊥eぶ血ru5∫血dfcu∫  

A止痛虎＝m血清丑  
C加cムm5CjJfa〃∫  
昂亡び∫血ecomp柁5∫a  

pa叫′mCJen山msp．  
q′mb（岬qgO〟  

Aerva  
Ca55f8  
Col℃力√Uざ  

Dicoma  
亡70raJa〟a  

Leざfur日吉5血dicIJざ  

C七月C上汁U∫bJ〃om5  

Ce′血rug5e山ge√U5  
CeJ】Cムru5CJfa〃∫  

A心血ねm両虎此  
A〟ざrメd∂丘：山cリノara  

mbJuざSp．  
血djgofe√8sp，  

ぶeu5血ecoJ叩化∫5∂  

且℃m叩曙0月  

q珊ムqpqgo刀  
月柑C加a〃5J召爪0ざ∂  

月代p力e∫丁ざ  

Aerv∂Sp．  

C肘U5COJoり′〃血∫  

乃pムmsfa5Ub′汀伽用  
Cbね什叩U5PrOCer∂  

図2 タール砂漠の試晩他 チャンダン，ジョドプールおよぴパリ  

図3 チャンダンおよぴパリに作成した保護区  

3）砂漠化遊子引犬況の広域的モニタリングに関する研  

究   

乾燥地（ジョドプール）のオンアン郡において，人工  

衛星リモートセンシングによる桶生，士風 土地利用分  

顎等を行うためのスペクトル調査（グランドトルース）   

ングを利用した水源地の調査とデータ収集，④かんがい  

水の入出水量調査と既存データの収免 ⑤定期的な地下  

水蓋と水質調査等を行い，ジョドプール地域の適切な水  

資源の利用可能貰の策定を行う方式について検討を行っ  

た。  
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を行った。スペクトル調査では阿部設計製2703型ポータ  

ブルフォトメータを使用した。本装置は0，4から1．05ミ  

クロンの波長帯を17バンドに分光して，地表の対象物賀  

の反射スペクトルを測定する装置である。地表の対象物  

質としては，植生，土壌，水域，人工物等を試験地周辺  

から選出し，それぞれの反射スペクトルと対象物質の状  

況，植生の種組成，植被率，土壌の物理性，化学性，土  

地利用等の調査を行った。表2にスペクトル調査の概要  

を，表3にグランドトルースの調査結果を示す。また，  

図4はスペクトル詞査結果を示す。現在，風食の生じ  

やすい明るい砂と風食の生じにくい暗い砂との判別が可  

能かどうか検討をくわえている。このようなスペクトル  

データほ人工衛星データの植生分類，土壌分類，土地利  

用分瓶等に使用される。人工衛星データとしてはわが国  

のMOS，JERS衛星，米国のLANDSAT，NOAA衛星  

インドのIRS衛星，フランスのSPOT衛星のデータを  

目的に応じて使用する。例えばLANDSAT衛星画像は  

植生，土壌，土地利用分類に，NOAA画像はインド全  

域の植生指数図の作成等に使用する。また，過去の衛星  

データと最近の衛星データの比較から砂漠化地域の増加  

やその速度を推定する手法の検討を行った。   

砂漠化地理情報システム（GIS）については，ラジャ  

表2 スペクトル調査の概要  

場所  測定数  対象物質  

1993年11月20日  テウリ  
1993年11月23日  西オンアン  

1993年11月24日  カプラカラン村郊外  
1993年11月25日  バナカバ  
1993年11月26日   カブラカラン  

放牧地，潅漑農地  
放牧地，潅漑農地，砂丘  
放牧地，確漑地，河床  

放牧地，濯漑農地，砂丘  
濯漑農地，休耕地  

5
 
8
 
5
 
2
 
5
 
 

5
 
2
 
3
 
1
 
2
 
 

表3 グランドトルース結果  

No．  月日   場所   土地利用  土壌  植生  第1優占種   第2優占種  

硬度  EC  p11  N且＋  K＋  NO3・  ＝≡～・  SDR2－No．1   SDR2－No．2   

l  11月20B  ヲげヲとマ，二Tの中間  放牧地   I3．0  0．06  さ．つ9  7  4  57  5  丁卸加慮i8pU呼化慮  丁中仙フ∫由〃〟血相   

2  ＝月20日  テクリ   
mJl仏cma  

潅漑農地 （マスター〉一）   ヱ4．6  ヱ．10  8．30  ）3  2l  110  7  8月やIq 仙叩矧血  ♪0血ねc且！仙m   

3  11月208  テナリ   滝漑農地  
（チリ）  ‾   E  CJp∫fc〟明朗ひ爪  風脚05鮎 d7f丘〟亡〟∫f∫   

4  ‖月ヱ0日  ハ●門の南   放牧   29．8  ○，11  8．75  8  5  74  10  T如如庇岬叩撒  蝕〟血eぐ叩佗J∫a   

放牧地／休耕  
5  11月238  オシアンの酉4km砂丘上   地（5年酌まで  

耕作）   

6  1Ⅰ月23日  オシ7ンの西4hl砂丘上  （放牧地）  4  A8′γ貞fb摺Jc8  Cナp′〟〟由bu〟汀a   

7  11月24日  オシ7ンの西】Okm  放牧地   27．0  0．】‘  8．45  ‘  8  120  ざ  〃p〃0∫l且  乃go〟慮C帽山一   
8  11月24日  わ■ラカランの兼3km  水路跡   2．2  0．】4  8．37  5  5  49  

9  l1月24日  粛7●ラ醇ノの西   人工池   27．2  0．24  8．44  20  円  7：l  17  q′乃Odoけ8さ叫血口  T帥耶j叩Mpひ柁虞   

10  11月25［i  ハ●ナか＼●   潅漑農地  
（休耕中）   

4．0  0．24  7．7コ    さ  38  無  

ロ  11月25日  ハ●ナかl●   放牧地   29．4  

」、さな砂丘の  
12  1】月25日  ハ●ナかl●  周辺（放牧  0．74  7．90  11ppm   9  36  

地）  

小さな砂丘の  
1ユ  11月15日  ハ●ナかl’  周辺、表層  0．24  官．06  lユ  10  ユ5  

（放牧地）  

14  11月258  ハ●ナか＼－   
小さな砂丘  

（放牧地）  

0．29  g．19  9  5  21  

11月26日  カブ■ラカラン   休耕地   13．6  18  a郎山元‖w鋸  上面U瓜ぬ止机m   

16  11月26月  舟7■ラカラン   耕地  0．2，  8．32      〃4  

一 17  11月268  カ7■ラカラン   潅漑農地   4．6  0．18  g．20  10  lき  gO  

】g  ‖月26日  か7●ラカラン   滝就農地  
（チリ）  

0．3‘  8．60  34  4  6ヨ  
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スタン州，オンアン郡，カプラカラン村の三つの空間レ  

ベルで，既存地図をディジクイズし，地理データセット  

を開発した。今後．ラジャスタン州データセットはNOAA  

データと，オシアン郡データセットはLANDSATデー  

タと，カブラカラン村データセットは社会調査データお  

よび土地利用調査データと，それぞれリンクして，砂漠  

化と関係する自然的・社会経済的要因について解析  

する。   

4）砂漠化の人為的要因に関する研究   

平成5年12月，オシアン郡カブラカラン村（図2）に  

おいて砂漠化と人間活動に関する社会調査を実施した。  

この村では天水農業を主体に，10教頭の家畜を飼うとい  

うインド北西部の典型的な農業形腰がみられる。またこ  

の一帯は，真の強い風による風食の激しい地域としても  

知られている。表4にカブラカラン村の概要を示す。   

調査は，インド人研究者が村人と1対1で面接し，一  

人当たり約1時間はどかけて聞き取りを行った。調査の  

内容は，被験者の属性，水や燃料の使用量，農撰形態，  

砂漠化の実態および影響，砂漠化の防止対策に関する  

住民の意見などである。得られたサンプル数は64件で  

ある。   

調査結果の概要は以‾Fのとおりである。  

被験者の属性   

∩＞   

0
 
 
 
 
 
∩
〉
 
 

5
 
 
 

（
宗
）
掛
宗
旧
 
 

0．コ  0．4  0．5  0．8 【）．7  0．8  0．9  t l．一  

波長（Hm）  

宗教は全員がヒンズー教。カーストは，ラジプートな  

どの農業カーストが主。1戸当たりの平均家族数は6．2  

人。  

人口・家族計画   

8．0  

7．0  

／、 6．0  

凍  
掛 5・0  

蒜  
曝 4．0  

コ．0  

2，O  

t．0  

最近10年間の出生と死亡についてほ，出生が1戸当た  

り平均男性1．63人 女性1．53人，死亡が男性0．37人，女  

性0．53人。子どもの数として望ましいのは男児2．19人，  

女児1．39人。家放計画の履行について披験者もしくはそ  

の家族が避妊していると答えたのは17人（27％）。その  

うち男性による避妊は5件，女性による避妊は17件。避  

妊の開始は，子どもが平均3．9人生まれた後に開始する。  

土地所有面積の推移   

0．1 0．4  0．5  Q．8 （）．7 〔l．8  0．9  1  1一  

波長（州1）  

現在，平均計10．1ha。祖父の所有していた農地は44．0  

ヘクタール，父が所有していた農地は17．8ヘクタール。  

農業の方法  

6．0  

5－0  

首 J【1   

馳  
蒜コ．0  

喝  
2．0  

l．0  

0．q  

表4 カプラカラン村の概要  

面積  
人口  

降水量  
土地利用形態   

宗教  
カースと制度  
砂漠化  

1638h a  
922人  

300～400mm／年  
自然降雨依存型農業  
伝統的農業形態  
ヒンズー教  

ラジプット等  

風食による砂漠化進行  

0．3  0．4  0．5  0．8  8．7 【l．8  0．g l  －1  

波長（州1）  

図4 スペクトル調査結果  

ー牒5－   



混合耕作をしている人は52人（84％），していない人  

は10人（16％）。輪作をしている人は54人（84％），して  

いない人は10人（16％）。休耕期間は平均で1．8年。休耕  

期間中に根株を残している人は47人（77％），残し■てい  

ない人は14人（23タす）。農地の耕し方についてほ，トラ  

ククー利用が64人（100％），木製器具利用が5人（7，8  

％），鉄製器具利用が1人（1．6％）。   

この調査結果をもとに砂漠化の人為的要因を以下の二  

つの側面から考える。   

第1点は，土地に対して直接的に影響を及ぼす要匪】で  

ある。この地域の伝統的な天水農業は，①ラクダを用い  

た土地の丁寧な耕起，②十分な休耕期間（通常3年程度），  

③いくつかの作物を混ぜて植える混合掛作 ④収穫後の  

根株の保持（姫に根株を残す）を特徴としており，この  

ことによって潜在的には強い風食の脅威にさらされなが  

らも，長いこと持続的な土地利用を可能にしてきた。   

しかし，この謂査の結果によると，混合耕作および根  

株保持については，過半数の農家で実践されているもの  

の，最近では畑を耕すのに，はとんどの農家がラクダの  

かわりにトラクターを使いはじめている。このため土壌  

が地中深くまで細かく砕かれ，風により吹き飛ばされや  

すくなっている。また休耕期間については，平均して  

1．8年に減少している。   

第2点は，直接的要因を引き起こす背景として考えら  

れる間接的な要因であり，なかでも人口の増大と集中化  

が問題である。この背景として，①多産・早婚を好む社  

会・文化 ②均等相続による土地の細分化があげられる。  

この調査の結果からは，約27％の家庭で家族計画が実践  

されているに過ぎず，避妊はおもに女性の側で行われて  

いる。また1戸当たりの平均土地面積については，祖父  

の代が所有していた土地は44ha，父の代では18haであ  

り，それが現在では10haとなっていることから，この4  

0～50年間のあいだに，1戸あたりの土地面積は約4分  

の1に減少している。その分，単位両横当たりの人口圧  

ほ増加しているわけで，これが休耕期間の減少にもつな  

がっていると推測される。  

と世界の砂漠化地域に共通してあらわれる共通性‥普遍  

性を十分ふまえておく必要がある。   

このサブテーマでは，このような砂漠化の共通性・普  

遍性と地域固有性・特殊性を国際比較を通じて明らかに  

することを目的としている。比較の対象は主としてアジ  

ア地域とし，具体的にはインド（ジョドプール・ジャイ  

サルメール），中国（薪彊・蘭渓），カザフスタン，タイ  

を考えている。さらにアフリカからいくつかの地域を選  

び，アジア地域との比較を行う。   

平成5年皮は，平成4年度に作成された比較指針にし  

たがって， インド・ジ ョドプール地区をモデルとして，  

現地調査および情報収集を行った。収集した情報ほ，以  

‾Fのとおりである。  

気候・気象   

月平均気温，月平均降水量，乾燥度，暴風日数，過去  

100年間の気候変動，ニー二ばつ年  

型些   

植生図，植生型ごとの現存鼠植被率，．優占種，群落  

構温植生荒廃の程度（種組成の変化現存量の変化等）  

水・土壌   

土壌図，土壌型ごとの粒径組成，透水性，化学性，  

EC，pH，塩基置換容量 地下水の水位・水質，流域，  

干ばつ年の水源の状況，妙の移動，塩鮭化 水魚周食，  

土壌に加わる人為インパクト  

土地利用   

伝統的土地利用システム，近年の土地利用形態の変化  

土地所有システム，相続形態  

社会経済   

作物収鼠 家畜構成，家畜頭数，人口，死亡率，平均  

寿命，死因，移住者数，平均収入，主要収入源，主食，  

エネルギーソース   

また大学等への委託により，ケニア，中国，タイ，  

サブサハラアフリカ地域において現地調査およびデータ  

収集を行った。   

平成6勺三度には，これらの地域での現地調査および情  

報収集を完7し，地域間の相互比較を行う。   

また現在，国連の砂漠化防止策に関する専門家会議で  

は，砂漠化の現状を評価するために，アフリカ諸国を対  

象としたミニマムデータセットを作成し，その判断材料  

にしようとしている。われわれの研究成果がこのような  

国際的な枠組みの中で活用することができないか，その  

可能性を検討する。  

（2）砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する国靡比  

較研究   

砂漠化のメカニズムは地域によって多様であり，地域  

的な固有性・特殊性を強くもつ。したがって，適切な砂  

漠化対策を講じるためには，その地域の固有性・特殊性  
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砂漠関係の研究論文数は2347論文である。  砂漠化情報データベースの更新では，本年度は砂漠化  

研究論文の収集に焦点を合わせ収集を行った。収集した   
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2．9 総合化研究  

〔研究組織）  地球環境研究センター  

総括研究管理官  

研究管理官  

交流係  

地球環境研究グループ  

温暖化影響・対策研究チーム  

地域環境研究グループ  
交通公害防止研究チーム  

社会環境システム郡  

環境経済研究室  

客員研究員18名  

○西岡秀三  

大坪屈帽・原沢英夫  

和田篤也  

森田恒幸・Fl】斐沼美紀子・増m啓子  

森口祐一  

後藤別行・胃柳みどり・日引 聡・川島康子   

〔研究概要〕   

地球環境研究センターにおいては地球環境研究総合推  

進費による総合化研究を実施している。この「総合化研  

究」という特殊な研究領域は，分野別に実施されている  

個々の研究プロジェクトと異なり，   

第1に，「課題別研究」として分野ごとに研究プロジェ  

クトが推進されている地球環境研究に対し，これら個々  

の分野にまたがる研究機域や共通する研究領域を体系的  

かっ集中的に解析する「横断的研究」。   

第2に，個々の研究プロジェクトの成果を総合的かっ  

体系的に集約して，政策の具体的な展開に資する知見を  

提供する「政策研究」。   

第3に，個々の研究鎖域の重要性を地球環境問題の解  

決という観点から総合的に評価する「リサーチ・オン・  

リサーチ」。  

の3つの役割を有しており，現在までに次の3つの研究  

に着手している。   

総合的な世界モデルの開発を目指した「持続的発展の  

ための世界モデルの開発に関する研究」（世界モデル研  

究，平成2年度～）においては，個々の研究プロジェク  

トの成果を活用しながら地球環境の変化を総合的に予測  

する「環境総合モデル」と，この環境変化に影響を及ぼ  

す経済活動を分析する「世界経済モデル」の2っを開発  

中である。この研究により，具体的な政策展開につなが  

る知見の総合化，地球環境研究全体の推進方針及び各分  

野に共通する掻済的前提の明確化等を行うことができる。  

地球環境問題に共通する社会経済システムの変革方向  

を探る「地球環境保全のための社会経済システムのあり  

方に関する国際比較研究」（社会システム研究，平成3  

年度～）においては，各種の地球環境問題の原因となっ  

ている社会経済活動をより体系的に解明するため，これ  

らの活動の基礎となる社会経済システムの基本構造を国  

際比較により分析するものである。   

環境と経済を統合する評価体系づくりを目指した「環  

境資源勘定体系の確立に関する研究」（環境勘定研究，  

平成4年度～）においては，環境資源や環境汚染物質の  

フローとストックに着目して，個々の地球環境問題を横  

断的に解析することを目的としている。この解析の中で，  

自然の劣化や環境の汚染の収支を毎年集計し，それを経  

済的価値に換算することにより，従来の国民経済計算体  

系に環境の大切さを反映した新たな評価方法を開発する  

ことをねらっている。   

以下では，この3つの研究について平成5年度の研究  

成果をとりまとめた。  

〔研究成果〕  

（1）世界モデル研究   

地球的規模の環境問題を体系的に解明し，総合的な問  

題解決の方策を検討するためには，地球温暖化，オゾン  

層破風森林破壊，砂漠化漸羊汚染などの個別の由題  

の相互関係を明らかにして地球環境問題全体の構造を把  

握するとともに，地球環境保全と世界経済の問のトレー  
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ため，長期均衡タイプの2種類のモデルすなわち，一般  

均衡モデル及び動学的最適化モデルの開発を昨年度から  

開始している。   

一般均衡モデルについては，米国のパテル研究所のエ  

ドモンズ博士を中心に開発中の第二世代モデル（SGM  

）のプロジェクトに参加して，日本モデルの開発を進め  

ている。このSGMモデルは，図1に示すように，3つ  

の生産部門と家計部門及び政府部門からなる計量一般均  

衡モデルである。エネルギー部門は8つの部門にさらに  

分割され，温室効果ガス排出量を詳細に推定できるよう  

配慮されている。また，世界を最終的に20地域に分割す  

る予定になっており，我が国は一つの地域として独立し  

てモデル化される。そして，エネルギー，農産物，その  

他生産物に関して地域間貿易が考慮されている。   

SGMの国別・地域別モデルは，各国の専門家が参加  

して開発しており，日本モデルについては国立環境研究  

所が分担している。今年度は，昨年度に引き続いて基礎  

データを収集するとともに，このデータを用いて主要な  

パラメータや人力条件を設定した。収集したデータは，  

各種経済基礎データ，環境データ，農業データ，エネル  

ギーデータ，土地利用データ等である。これらのデータ  

を基にして，土地供給関数，労働供給関数，法人貯蓄関  

数，家計貯蓄関数，政府移転支出関数，最終需要関数，  

政府部門効用関数，生産関数のそれぞれのパラメータを  

決定するとともに，基準年のデータに合わせるためにキャ  

リプレ⊥ションを実施した。こうして，プロトタイプの  

ドオフを分析して，持続的発展の基本条件を見出してい  

く必要がある。本研究は，地球環境研究総合推進費に基  

づく総合化研究として，個々の課題別研究の成果及び  

IGBPやTPCCなどの国際機関の要請や成果に基づいて，  

地球環境問題を横断的・総合的に検討するとともに，世  

界経済との関係を検討することによって，持続的発展の  

ための基本的条件を見いだすことを目的としている。   

今年度は，経済モデルの開発に重点を置いて，一般均  

衡モデルの開発，動学的最適化モデルの開発およびシス  

テム・ダイナミックスモデルの開発を進めた。これらの  

経済モデルの開発は，地球環境研究センターに設置した  

「地球環境経済モデル研究会」を中心にして推進してい  

る。この研究会は，天野明弘神戸大学教授を座長として，  

森俊介東京理科大学教及 伴金美大阪大字数授，松岡譲  

京都大学助教授らの専門家とともに，当研究所の経済及  

びモデル分野の研究者によって構成されている。また，  

環境総合モデルに？いても地球環境フレームワーク・モ  

デルの開発を進めた。以下にこれらの成果の概要を紹介  

する。  

1）一般均衡モデルの開発   

地球環境保全と経済発展との相互間係を分析するため  

には，30年から100年という地球環境保全の時間スケー  

ルに合わせて，炭素税等の価格政策の効果や国際マーケッ  

トを通じたダイナミ＿ツクなエネルギー需給の調整などの  

長期的な経済シナリオを描くモデルが必要となる。この  

農林水産業  

（1）労働供給  

（2）土地供給 ，  
（3）資源（地下資源）  

（4）最終需要  

エネ ルギー産業  

（l）原油鉱業（2）天然ガス鉱業  
（3）石炭鉱業（4）核燃料業  
（5）電力（石油火力，石炭火力  
ガス火力，水力，原子力）  
（6）石油・石炭製品業  

（7）ガス業  

（1）教育  

（2）その他政府支出   

図1 SGMにおける財・サービスの流れ  
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にノルドハウス教授の開発したDICEモデルである。   

まず，GDMEEMモデルについては，マクロ経済及  

びそれとリンクしたエネルギー市場からなるシステムを  

対象として，二厳化炭素排出量の抑制と経済活動やエネ  

ルギー消費との関係を分析する目的で開発を進めている  

もので，図2に示すようにエネルギー生産部門とエネル  

ギー消費部門，それに両者を統合する市場均衡と二酸化  

炭素排出算定モジュールから構成されている。今年度は  

このモデルの基本プログラムを開発するとともに，産業  

部門を詳細に分割して生産関数のパラメータを同定し，  

併せて省エネ技術選択モジュールを附加するなど，政策  

分析に活用できるように改良を施した。  

SGm′Ⅰ日本モデルを開発して標準シナリオにのもとでシ  

ミュレートできるようになった。   

来年度は，このモデルを用いて我が国の炭素税等の経  

済的手段の効果予測をシミュレートするとともに，  

SGM世界モデルとのリンクを試みる予定である。   

2）動学的最適化モデルの開発とそれを用いた分析   

次に，もう一つの長期均衡タイプのモデルとして動学  

的最適化モデルについても，3種規のモデルを開発・改  

良して，地隕忌暖化問題の解析に適用した。これらのモ  

デルは，後藤別行環境経済研究室長の開発したGDMEE  

M，アラン・マン教授の開発したグローバル2100，それ  

エネルギー消費部門  エネルギー生産部門  

産業部門  行動基準：費用最小化  

外生条件：  

・1次エネルギーノ・ストック型供給曲線  

・エネルギー変換技術（費用．変換効率）  

・原子九 新技術（太陽エネルギ檜等）   

導入制約 ・割引率  

行動基準：利潤（付加価値）最大化  
外生条件：  

・生産構造（CES型生産関数，投入要素代替弾   
力軋 技術進歩諷 エネルギー利用効率）  

・有効労働量成長率（潜在戚長率）  
・割引率  
郡門（14部門）：農林水風 紋業，食料品，  

組維，紙・パルプ，化学．窯業土石，鉄鋼  
非鉄金属．機械，その他製造業，建設，運輸．  
サービス及び商業  

エネルギー形態：  

1次エネルギー（6種類）：  
原油．石炭，LNG，天然ウラン．  
水九 その他（地熱 ごみ発電等）   

2次エネルギー（9種規）：  
竃九 ガソリン，ナフサ，単独  
灯油二 重油等，都市ガス．コークス．   
その他石炭製品  

民生部門  

行動基準：効用最大化  
外生条件：  
・参照エネルギー需要レベル  
・エネルギー利用効率．価格弾力性  
・割引率  

（Z次）エネルギー需要曲線  （2次）エネルギー供給曲線  

市場均衡（近地）  

図2 分析モデル（GDME下］M）の基本構造  
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開発したGDMEEMモデルを用いて，我が国の二酸  

化炭素の排出抑制とそのマクロ経済影響との関係を分析  

した。この結果，図3に示すように，二酸化炭素排出量  

を1990年レベルに安定化する場合（Cケース）には，我  

が国のマクロ経済的損失が0．11％程度生じ，特に鉄鋼，  

窯業土石，紙パルプ及び化学の各産業部門が大きな影響  

を受けることが分かった。一一方，新たな省エネ技術を導  

入する場合（Sケース）の経済的効果はGNPの 0．1％  

程度あり，窯業土石，紙パルプおよび化学の各産業部門  

が大きなメリットを受けることが予想された。このため，  

新たな省エネ技術の効果を勘案して二酸化炭素排出量の  

経済影響を推定してみると（S＋Cケース），マクロ経  

済的損失は省エネ技術導入のメリットと相殺されて，二  

酸化炭素排出抑制はGNPに対して中立的な関係となる  

可能性が示された。   

また，グローバル2100の世界モデルについては，今ま  

で世界を5地域に分割して構成されていたものを，日本，  

インド及び動態的アジア経済（DAE：韓国，台北，香  

港，シンガポール，タイ，フィリピンを含む）の3地域  

を加えて8地域に増やし，それぞれのパラメータを設定  

した。この改良されたモデルを用いて，アジア太平洋地  

域における二酸化炭素排出抑制の経済的損失を推定する  

とともに，二酸化炭素排出抑制に伴って副次的に二硬化  

硫黄や窒素酸化物等が減少し，地域の環境が改善される  

効果について推定した。表1には，グローバル2100のシ  

ミュレーションによって推定された日本，中国，インド  

［］S   

圏 C   

Eヨ S＋C   

田 S＋C＊  

ー10  －8   －6  ■  －2  0  2  

収益額減少率（％．vsBASE）  

図3 各ケースにおける部門別収益額の変化率  

哀1二酸化炭素排出安定化の2次的利益（発）  

日本   中国   
SO2  NOご  計  COz   SO2  NOJ  計  COど   

削減の削減の  捌誠   削減の削減の  削減   
利益 利益   利益 利益   

20DD O．006 D．079 0．220 －0．14B  20DO D．010 0．135 0．378 ■Ⅷ．938   
2010 0．008 0．114 0．319 －0．200  2010 0．017 0．227 0，633 2．095   

インド   DAE   
SOz  刊0ェ  計   C（）2   SO2  洞Dェ  計   CD2   
削減の削減の  削減   削減の 削減の  削減   
利益 利益  利益 利益   

2000 0，01（）0．134 0．373 －0．074  2qOO Q．047 0．6371．780 －5．622   
2010 0．0110．154 0．429 0．389  2010 0．073 0．992 2．769 9，518   
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及びDAEにおける二酸化炭素の排出安定化に伴う経済  

的損失，副次的に生じる二酸化硫黄及び窒素酸化物の排  

出削減の利益，これらの利益とともに自然環境劣化の緩  

和や道路交通による被害減少等の利益を加えた合計の二  

次的利益のそれぞれを2000年および2010年について対  

GDP比率により示している。これによれば，二畷化炭  

素の排出安定化による経済的損失はDAE諸国において  

最も大きく，中国においても比較的大きな損失が見込ま  

れる。これに比べて我が国やインドの経済的影響は少な  

い。また，二酸化硫黄や窒素酸化物等の排出量が減るこ  

とによる副次的な利益は，DAEや亘】国において大きい  

が，経済的損失をカバーするまでには至らない。これに  

対して日本及びインドの副次的な利益は経済的損失より  

も大きく，温暖化防」＝こ伴う利益を考慮しなくても二酸  

化炭素の排出量の安定化は経済的に見合うものであるこ  

とが示唆された。   

一方，DICEモデルは世界全体を一つの閉鎖経済とし  

たモデルであるが，二酸化炭素の排出にとどまらず，温  

度上月・や温暖化による被害を簡単な関数形を用いて定式  

化しているため，温暖化の被害も勘案して最適経済成長  

の経路を推定することができる。このため，このモデル  

のパラメータを最新の科学的知見に基づいて設定し，各  

種のシナリオのもとでの二酸化炭素排出の社会的史用を  

推定した。表2には，DICEモデルによって推定された  

2030年までの二酸化炭素排出の社会的費用がシナ1」オご  

とにまとめてある。これによれば，二酸化炭素排出の社  

会的費用は，将来の消賀をどのように現時点で評価する  

か（割引率），温室効果ガスによってどの程度地球の温  

度が上昇するか（気候感度パラメータ），世界の人口が  

今後どの程度伸びるか，温暖化がどの程度の経済的損害  

をもたらすか（被害関数の形状）によって大きく異なる  

ことが明らかとなった。   

3）その他の持続的発展モデル開発   

以上の長期均衡タイプの経済モデルの他に，環境投資  

の長期的経済効果を評価するために，システム・ダイナ  

ミックスモデルの適用を検討した。システム・ダイナミッ  

クスモデルは通常の経済モデルに比べて社会現象や自然  

現象の動学的相互作用を柔軟な構造のもとで表現できる  

ため，超長期の経済と環境との相互間係という今の経済  

モデルが不得手とする領域を分析するには，現在のとこ  

ろ最も有効な手法である。分析に用いたモデルは，メド  

ゥズらが「成長の限界」の分析のために開発してその後  

改良されたWORLD3であり，工業生産や人口の増加  

と資源制約や環境制約との関係をダイナミックにモデル  

化したものである。このモデルに環境投資とその効果推  

計のモジ ュールを付加して改良し，環境汚染防止投資に  

伴う労働力供給の安定化効果や省資源投資に伴う資源棋  

給の安定化効果のシミュレーションを通じて，環境投資  

が経済発展に及ぼす効果を推定した。   

図’4はこのシミュレーション結果のうちの2つを示し  

たものである。上の図は特段の環境投資を行わない場合  

のシミュレーション結果で，これによれば，2040年頃か  

ら資源制約と環境制約が威しくなり経済的発展の基盤が  

失われていくシナリオが示唆されている。これに対して  

下の凶は，汚染防【トニ及び省資源に工薬資本の15％程度を  

投資すれば，来世紀末まで工業生産を増加させることが  

できるシナリオが描ける。長靴的にみれば環境投資は結  

局のところ経済発展を支えるものであり，環境と経済を  

対立させた概念として論じるのではなく，統合した概念  

として論じる必要性が明らかにされた。  

4）地球環境フレームワーク・モデルの開発  

一方，環境総合モデルについては，地球環境フレーム  

袈2 炭素排出の社会的費用（炭素トン当たりドル）  
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を開発してきた。特に，コントロール・サブシステムに   

は最適化計算モジュールが用意されており，各指標の制  

約条件を与えて基本発展指標を最大化させ，それぞれの  

制約条件のシャドープライスの大きさから，対応する指  

′標の相対的重要度を見いだすことができる。このモデル   

ほ概ね完成し，実際のデータや知識を入力して試験的な  

分析を開始している。  

（2）社会システム研究   

地球環境保全のためには個別の分野の各種対策ととも  

に，個々の分野に共通する経済構造，都市構造，エネル  

ギー構造，ライフスタイル等の社会経済システムの基本  

構造を変革していく必要がある。これらの社会経済シス  

テムのあり方は，各国の社会制度や文化によって大きく  

異なり，総合的な国際比較研究が必要である。このよう  

な研究については，地球温暖化防止行動計画において環  

境保全型社会システムの必要性を掲げる等，今後の地球  

温暖化への対応方針を検討する上からも緊急を要してい  

る。本研究は，経済構造 部市構造，エネルギー構造，  

ライフスタイル等の地球環境保全の基本となる社会経済  

システムのあり方について各方面の専門家の参加により  

国際的な比較研究を行い，個別の分野別の保全対策の前  

提条件や対比、カー針を総合的に明らかにすることを目的と  

している。   

本年度は，本研究プロジェクトの最終年度として，昨  

年の社会経済システムの基本構造と地球環境保全との関  

係の分析をベースにして，これらの分析を深めるととも  

に，各仮説やシナリオを検証あるいは検討を深めるため  

に各種のデータを収集・整理した。さらに，社会経済の  

基本構造のうち，ライフスタイル及び国土利用構造に焦  

点を当てて，地球環境保全のための社会システムの変革  

に関する提言を取りまとめた。  

1：人口［億人］  

2：エ業生産［百億ドル／年］  

3：汚染指数（1970年の汚染量を1とする）  
4：資源埋蔵畳［資源埋蔵単位］  

図4 環境投資の組長瀾的効果  

ワークモデルの開発を進めた。このモデルは，人類の発  

展→その発展を支える基本的人間活動→これらの人間活  

動に不可欠な活動要素→これらの活動要素から生じる廃  

物→活動要素や廃物により変化する地球環境→地球環境  

変化によって生じる人間社会への影響→これらの影響に  

よる人類の発展の制約といった一連のプロセス巷体系的  

に分析することを目的としている。本モデルの特徴は，  

可能な限り構造を単純化して，政策決定者や環境研究の  

管理者が容易に理解できることを目指している点で，7  

つの指標群と8つのマ．トリクスによって構成される。こ  

のフレームワークモデルの管理のため，全体のオペレー  

ション制御と管理を担当する「コントロールサブシステ  

ム」，指標項目やマトリクス要素の増減や構造モデルの  

修正を管理する「モデル修正サブシステム」，構造モデ  

ルの項目間の関係の修正やパラメータの修正を管理する  

「関係修正サブシステム」，各指標の状態をわかりやすく  

表示する「状態表示サブシステム」，関係や構造の根拠  

となる各種知識を管理する「知識ペースサブシステム」  

1）社会経済構逓と地球環境保全の関係の分析   

まず，地球環境保全に番犬な影響を与えるおそれのあ  

る社会経済システムのうち，ライフスタイル，政治・経  

済システム及び都市構造の三つの分野を来り上げ，昨年  

度に引き続き地球環境問題とのかかわりについて各種の  

仮説及びシナリオを分析した。検討対象とした社会経済  

システムの項目は多様であり，合計で100項目を超える。  

これらの全項目について，地球環境問題とのかかわりに  

ついての仮説もしくはシナリオの分析を進めた。  
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方が圧倒的に消極的であることが分かる。このような行  

動の差がどこから生じるかについては今後さらに分析が  

必要であるが，我が国の環境保全にとってこの消極的な  

行動パターンを改善していくことが重要になると考えら  

れる。   

図5はこれらの分析のうち，食生活と地球環境問題と  

の関係についての結果である。現在の食生活は 所得水  

準の工場による「食の高級化」と，時間制約とレジャー  
志向による「外部サービスの利用」という大きく2つの  

特徴を持つ。食の高級化ほ輸送や加工に要するエネルギー  

の消費を急激に増大させ，また外部サービスの利用は食  

料の自体利用効率が悪くなるだけでなく使い捨て容器等  

による資源の浪費も加速される。しかしこの一方で，自  

然食志向等が進んで環境保護意識が高まる現象も考えら  

れる。これらの関係について可能な限りデータを収集し，  

実証を試みた 

一方，昨年度に西ドイツのZUMA研究所を中心に推  

進されている「環境に対する態度と認識についての国際  

比較調査」に参加し，世界共通の質問票を用t、て調査を  

実施したが，この調査結果を詳細に分析Lた。この調査  

はEC5か国との共同調査ではあるが，今年度に分析可  

能なドイツと日本について比較分析を遷めた。園6は，  

その比較分析結果の一つで，自動車利用についての認識  

と行動についての日独比較である。これによれば，自動  

車排ガスの影響に関する認識は日独ではとんど差が見ら  

れないが，その認識を行動に移すことについては日本の  

2）地球環境保全のための社会システム変革の提言   

以上の分析をもとにして，ライフスタイル及び都市構  

造の分野に焦点を当てた社会的ブレークスルーの提言を  

とりまとめた。衰3には，2つの分野の基本戦略課題，  

提言の基本方向及び具体的方策が整理してある。   

まず，ライフスタイルの分野については，食生活，衣  

生活，住生活という人間の基本的生活行為に加えて，現  

代生活に欠かせない要素である労働と．余暇，さらには行  

動様式や価値観形成に関係の深い情報化や教育について  

も取り上げた。また，開発途上国において特に問題とな  

る女性の社会進出についても検討した。これらの各項目  

について，地球環境保全のため変革の基本方向と具体的  

方策の提言をとりまとめ，併せてその根拠や参考になる  

各種のデータを整理した。   

一方，都市構造分野については，郡市構造の基本要素  

図5 食生活と環境問題の関係  
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れたAgenda21でも1章を割いて，環境資源勘定開発の  

必要性を述べている。さらに，国連は1993年の国民経済  

計算体系（SNA）改訂に際し，環境経済統合サテライ  

ト勘定（SEEA）を新たに導入することを決定した。  

一方，我が国でも本年度に成立した環境基本法第30条に  

おいて，「環境が経済から受ける影響及び経済に与える  

恵沢を総合的に評価するための方法の開発に関する科学  

技術の振興」を明記するなど，この間題に対する関心は  

内外で急速に高まりつつある。   

こうした国際的要請に応えるために，我が国の環境資  

源勘定を作成する手法を整備することが急務であるが，  

取り組むべき課題が多岐にわたるため，本研究に先立ち，  

研究を体系的かっ効率的に進めるための予備的検討を平  

成3年度に行った。予備的検討の結果，自然資源供給の  

大半を輸入に依存し，世界第5梢二のCO2排出国である我  

が国については，貿易を介した問題や全球規模の問題を  

視野に入れることが重点課題の一つであることが明らか  

にされたことから，国立環境研究所においては，地球規  

模の環境変化を反映した我が国の環境資源勘定の作成手  

法の開発を主たる目的として設定した。平成4年度から  

経済介画庁，農林水産省の研究機関との省際研究プロジュ  

クトを実施中である。   

本年度は，前年度に引き続き環境資源勘定に関する国  

際的活動に参加するとともに，国際的金融フローに伴う  

環境変化を勘定体系で扱うための理論的枠組みの構築，  

SEEAを国内の具体的な環境問題へ適用するための検討  

を行った。また，前年度に作成した貿易データベースを  

用いて，主要な自然資源の国際間寂引の現況を把握する  

ととらに，CO2排出量を例に，国際間での環境負荷収支  

の試算を行った。－′方，二酸化炭素排出削減を例に，グ  

リーンGDPを経済政策の目標体系として採用すること  

の効果を，世界経済モデルを用いて試算した。  

州自動車の排気ガスの環境影響に対する掟罷  

図6 自動車利用に関する認識と行動  

である人l二1密度，居住と雇用の配置，駐車場，土地利用，  

公共交通機関，自動車走行性についてそれぞれ変革の方  

向を検討するととらに，総合交通体系や都市の国土配置  

といった要素の複合した全体の体系のあり動こついても  

検討した。そして，環境負荷抑制型の都市機能配置や国  

土利用変革，それに都市成長管理の基本方針と具体的方  

策の提言をとりまとめ，併せてその根拠や参考になる各  

種のデータを整理した。  1）環境資源助走に関する国際的活動への参加   

我が国の環境資源助走体系を確立していく」二では，環  

境資源勘定開発に取り組んでいる諸外国，国際機関等と  

共同研究や情報交換を行うことが重安と考えられる。こ  

うした観点から，今年度も前年度に引き続き，経済協力  

開発機構（OECD）環境政策委員会環境の状況グルー  

プ会合に出席し，環境資源勘定および環境指標に関する  

加盟各国の調査研究状況について調査するとともに，  

1994咋9月に開催が予定されているOECD環境資源勘  

（3）環境勘定研究   

「持続可能な発展」の達成に向け，環境保全と経済発  

展の両立を目指した新しい評価体系の確立が緊急の課題  

となっている。1989年のアルシュサミット紅済宣言は，  

「経済と環境を両立させる政策決定をするうえで国際的  

な尺度となる指標を開発する」ようOECDに検討を依  

頼し，1992年6月の地球サミット（UNCED）で採択さ  
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蓑3 地球環境保全のための社会システム変革の提言  

基本戦時課題   提言の基本方向  具体的方策   

〔ライフスタイル〕  
〔食生活〕  
・輸送効率化の高い物流システ  ・環境負荷の見えるエコラ  

生活の諸局面における環境         ムの確立  べリングの導入   
保全意識の向上と環境負荷  ■循環利用生産システムの構築  ・旬ベースの食の見直し   
低減型の生活様式の定着   ・食の環境教育エコクッキ  

ングの実施  

〔衣生活〕  
・効率の高い衣料生産シÅテム  ・エコブランド服の開発  
の確立  ・衣服の使い回しの制度化  

・素材や生産過程に関する環境  
教育の推進  

〔住生活〕  
・資源、エネルギー効率のよい  ・住宅の耐用年数デポジッ  
住宅の採用推進  卜制度の導入  

・不在住宅所有者への課徴  
金制度の導入  

・「グリーンハウス」の公  
共住宅への採用義務  

■〔労働・余暇〕  
・余暇増大によるェコ活動参加  ・エコ休暇制度の新設  
の促進  ・職場のエココンシャス運  

・環境NGOによる情報支援シ  勃への参加  
ステムの構築  

〔情報化〕  
・環境情報のインフラ整備  ・環境VR施設の開設  

・環境情報の供給量増大  ・エコチャンネルQ2の開  
三／t  己又  

・遠距離情報通信料金の大  
幅値下げ  

・環境負荷のエコインデッ  
クスの導入  

〔教育〕  
・女子教育機会の促進  ・環境シミュレーションソ  
・環境教育の明確な位置付け  フトの開発  

・自然観察ツアー・の普及  
・父親参加の野外活動促進  

〔女性〕  
・性差別のない社会づくり  ・女性による女性のための  

NGOの途上国派遥  
・途上国への農業指導  
・途＿ヒ国へのエコツアー   
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表3 （つづき）  

基卿課題 提言の基本方向   具体的方策   

（都市構造〕   

〔人口密度〕   
環境負荷抑制型の都市機能 ・人口密度を用いた都市政策   ・政令指定都市の都心部の  
配置・土地利用の推進   人口密度による負荷の   

コントロール  
環境負荷抑制型の都市成長  
管理政策の実施  〔居住と雇用の配置〕   

・都心部オフィスの総員規          ・都心の居住促進と雇用集巾の抑   
制   制   

・居住と雇用の郊外部への配置  ・周辺核地域における新都  
市交通の整備促進  

〔駐車場〕  
・都心部の駐車場の制限   ・パークアンドライド  
・都心周辺部大規模駐車場の整備  ・「駐車場調整地区」導入  
・都心部における駐車場の一律付   
置義務の見直し  

〔土地利用〕   
・環境負荷抑制型の都市機能配   ・環境負荷抑制型の新用途  
置・土地利用の推進   地域制度の制定   

・環境アセスメントを総合的環境  ・大規模開発に伴う交通量   
保全のための基本調査とする  誘発に関する環境アセス  

メントの強化  

〔公共交通機関〕  
・多様で有機的な公共交通機関   ・都JL、部の車乗り入れ禁止  
の整備   ・新都市交通システム   

・多様で高密度な公共交通機関の  ・都心部に全天候型サイク   
ル・モール網の建設  

・ライドアンドライド導入  

〔自動車走行性〕  
・タクシー相乗りの緩和   

整備       ・自動車走行性の向上のため、一  人乗り自動車を減らす  ・都心部の一人乗り自動車  ・長期休暇における自動車交通の  への課徴金制度  発生の分散 〔総合交通体系〕  ・長期休暇分散促進法の制 定 ・貨物の一貫集配輸送会社  ・輸送距離に応じた軌道系中心の  モーダルミックスの整備 〔多極分散型の国土利用〕  の設立 ・自律都市圏の育成促進  ・地方への権限委譲の促進  ・広域行政組織の確立  ・地方自治体による環境負 荷削減組合の設立   
定セミナーのステアリンググループ会合に出席し，同七  物見的勘定による自然資源勘定を検討課題としてきたが，  

ミナーの企画立案に参画した。  1989年のアルシュサミットから委嘱された「環境と経済   

OECD環境の状況グループでは，過去数年，おもに  の両立を示す指標の開発」の一環として，より広義の環  
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境資源勘定への椒り組みにも着手している。最近取りま  

とめられた「自然資源勘定：OECD諸国における取り  

組み」と題する報告書では，環境資源勘定に関する多様  

なアプローチの整理を試み，SNA自身の修正，現在の  

SNAに付加すろ環境に関するサテライト勘定，物塁的  

な自然資源勘定の3種に分類している。報告書によれば，  

加盟24カ国のうち，現在までに我が国を含む13カtヨにお  

いて，環境資源勘定に関する何らかの取り組みが行われ  

ていることが紹介されている。   

物量的な自然資源勘定の使途としては，自然資源の管  

理，政策分帆 環境指標開発などの基礎情報としての利  

用があげられており，ノルウェーやフランスにおける先  

駆的取り組みは】定の成架をあげているものの，政策の  

立案や評価に直結した利用は未だ不十分との評価かある。  

今後，環境資源勘定の作成の方法論だけでなく，如研こ  

この手法を政策に結び付けていくかの議論が活発化する  

と考えられ，日本でもこうした側面からの検討も視野に  

いれる必要があろう。   

に多少の修正を加え，SNA［P枢体系と勘定構造＿上：の整  

合的関係を持った新たなSEEA体系を導出することが，  

金融面の付加という目的のみならず汎用性の高い包括的  

統計システムの設計＿し望まい、ことが明らかとなった。  

また，実際に勘定行列の変換操作を行い，SNA中枢体  

系と整合のとれた修盲LされたSEEA体系の勘定行列を  

導出した。   

3）SEEAの具体的問題への適用に関する検討   

まず，SEEAについての理解を深めるために′，貝体的  

問題への適用について考察し，次のような問題点を見い  

だした。第1に，物的勘定と貨幣勘定の関連を扱う際に，  

重点的に扱うべき局面をみきわめる必要がある。例えば，  

廃物処理に関連する維持費用を算定するには，物的勘定  

の机でほ単に廃物処理施設へゐ廃物フローの量を推計す  

るのみでは不十分であり，廃物の質的内案と処理施設の  

種頸を考慮した変換マトリクスが必要である。第2に，  

国の境界を通り抜けて国外の自然環境に影響を及ぼす，  

いわゆる廃物の越境フローが扱えない。すなわち，木材  

貿易による熱帯林破壊のような，経済取引によるものは  

扱えるが，酸性雨やCO2のように，経済取引外で領土外，  

公海上を通過していく廃物は現在のSEEAの枠組みに  

は記載できない。環境勘定において地球規模の環境変化  

を考慮することは，我が国には重要な課題であり，この  

点について検討を深める必要がある。第3に，持続可能  

性基準に基づく維持費用の評価では，自然環境中での廃  

物の動態をブラックボックスとして扱っており，経済活  

動が自然環境の追加的悪化をもたらす場合においてのみ，  

その活動に環境費用を帰属させるとしている。しかし，  

実際には，過去からの廃物の蓄積的影響や自然環境中で  

の物質の動態のために，ある経済活動とある「追加的」  

悪化との帰属関係は明確ではない。経済統計としての  

SEEAに，自然科学的な物質動態をどのように反  

映するかが一つの重要な問題となろう。   

叫方，SEEAの枠組みによる具体的な勘定表の作成の  

準備として，関連する基礎データの調査を行った。我が  

国では，こうした基礎データの大半は地方自治体によっ  

て収集，保管されているため，2つの地方自治体を例と  

して，環境負荷および原凶となる経済活動に関するデー  

タ，環境および自然資源の現状に関するデータ，環境に  

関する貨幣単位で表記されたデータの整備状況を調査し，  

主要な項目についてデータを収集整理した。また，自動  

2）国際的金融フローに伴う環境変化を環境勘定に取  

り入れるための理論的枠組みの検討   

国連から提案されたSEEAは，自然資源や廃棄物な  

ど，もっぱら実物的なフローおよびストックを記録の対  

象とする，実物的統計システムとして設計されている。  

この枠組みは，生産，消費，資本形成といった経済活動  

が，地球上の種々の環境資源に対してどのような影響を  

与えているかを分析する上で有効な統計システムである。  

しかし，環境と経済とのかかわりは広範かっ複雑であり，  

こうした実物的統計の枠組みでは十分ではない場合があ  

る。たとえば，近年，先進諸国による環境規制の緩い国  

や地域へのODAや直接投資といった海外経済協力が，  

しばしば地球的規模の環境破壊を引き起こす要因となっ  

ていることが指摘されている。ODAなどの海外経済協  

力と受け入れ国における環境破壊との関係を分析するに  

は，金融的な側面をも取り扱うことのできる統計システ  

ムが必要である。   

そこで，こうした金融的なフローー・ストックを環境助  

走体系に取り入れるための枠組みについて検討を行った。  

その結果，SEEAは，SNAの中枢体系から実物面だけ  

を抽出して作成されたものであるため，SNA中枢体系  

との整合性を考慮しながらSEEAに金融面を付加して  

いくことは極めて困難であること，むしろSEEA行列  
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車代替によるNO澗」減と下水道整備によるBOD削減を  

事例として，物的勘定と貨幣的勘定の関係を整理した。   

また，こうした地域単位のデータを環境勘定のための  

データとして用いる際に，空間集計に伴って生じる問題  

点を抽出・革埋した。空間集計による誤差の例として，  

へドニック法による環境の価値評価における人口移動に  

よるバイアスをとりあげ，事例分析のためのデータを整  

備した。   

エビ養殖によるマングローブ林の消失 畜産物に関連す  

る温室効果ガス発生などの事例について，定量的データ  

を収集した。   

5）CO2を例とした国際環境負荷収支勘定の試算   

貿易にともなう相手国の環境負荷発生の別の郭例とし  

て，海外での工業生産に伴う汚染物質発生があり，こう  

した環境負荷は，製品に「内包」されて貿易相手国へ移  

動するとの考え方がある。ここでは，エネルギー消費に  

随伴するCO2排出を取り上げて，先述の貿易マトリクス  

に基づき，世界各地域間の内包環境負荷の収支を試算し  

た。   

ある地域iにおいて，生産物kを1単位煤塵するまで  

に直接■間接に発生する環境負荷をElkとすると，地域  

jが生産物kをⅩi瓜単位輸入したとき，地域jは地域i  

に対して，Ei曲＝Eik・Ⅹijkの環境負荷を発生させたとみ  

ることができる。これほ，内包（embodied）エネルギー  

の概念を拡張し，「内包環境負荷」が，生産物の取り引  

きに伴って地域間を移動すると考えるものである。日本  

の産業連関表から，部門k’ごとのCO2直接排出量と（Ⅰ  

A）1型の逆行列を用いて，単位金額当たりの内包CO2  

原単位どOk’（以下，添字0は日本）を求め，産業連関  

表の分類k’（84部門表）とS汀C（国連貿易統計における  

品目分類）の分類k（117分類を抽出）を対照して，亡Ok  

を求める。ここではすべての地域についてど混＝と〔眈と  

する方法（ケースA），各地域iのGNPあたりCO2封F  

出量αiによってどik＝（αノα0）どDk のように全部門  

一律に補正する方法（ケースB）の2種類を用いた。こ  

れら2ケースの結果を表4に示す。日本について，ケー  

スAでは，輸入（∑E親）＜倫出（∑E嘩）であるが，  

ケースBでは大幅に輸入＞輸出となっている。これは，  

輸入相手国のとikが日本の値£okより全般に大きいため  

で，とくに輸入額の約30％を占める東南アジアからの寄  

与が大きい。どをより厳密に与えるには各国別の産業連  

関表および多国間産業連関表の適用が考えられる。   

さらに，産業連関表と貿易マトリクスによるマクロ分  

析を補完するための事例分析として，エネルギー多消費  

産業の典型であり，かっ日本への輸入量が急増している  

アルミニウム地金について，より詳細な検討を行った。  

アルミ製遷は電力の多消費で知られるが，地域によって  

電源が大きく異なる。産地別の電源構成の差異を考慮し  

た上で，日本のアルミ需要に伴う世界各地域でのCO2排  

4）貿易に伴う相手国の環境変化に関する情報整備   

我が国ほ，化石燃料や木材などの自然資源の大部分を  

輸入に頼っている。また近年，工業用原材料についても  

近隣諸国へ生産拠点を移す動きがある。したがって，こ  

うした資源，原材料の国際的取引によって海外で生じる  

環境への負荷を環境資源勘定体系に反映させる必要があ  

る。   

このためまず，前年度に着手した国連統計局の国際貿  

易統計データベースに基づく品目別，国・地域間貿易マ  

トリクスの整備を継続して行った。解析対象とする自然  

資源の直接取引として，すでに着手した森林資源，野生  

生物賀源に，鉱物資源，農水産品を加え，品目別のデー  

タを摘出・編集した。   

これとともに，貿易マトリクスをもとに，国・地域間  

の貿易フローを世界地図上に自動作図するシステムをワー  

クステーション上に作成し，これらの自然資源関連の主  

要品目について，我が国の貿易が世界全体の貿易に占め  

る位置づけを把握した。日本への輸入が世界全体の取引  

量の大半を占める品目としては，すでに指摘されてきた  

熱帯産木材のほか，ニッケルなどの鉱物資源があげられ  

た。こうした資源の輸入が最終的にどのような経済活動  

に帰属するかを明らかにするため，木材資源について産  

地を区別しながら，供給から最終用途にいたるマテリア  

ルフローを作成した。また，こうした解析を支援するた  

め，行列形式のマテリアルバランス衷から，資源フロー  

をワークステーション上に自動作図するシステムを整備  

した。   

さらに，日本の関係する主要貿易品目と相手国におけ  

る環境変化との関係をリスト7ップした上で，取引量と  

環境変化を定量的に結び付ける手法について検討した。  

例えば，木材について，実際に取引された木材の伐採に  

伴って，伐採されたり，損傷を受けたりしたした屋を含  

めた場合の環境変化について情報を収集した。このはか，  
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このモデルの二酸化炭素排出制約を取り除く代わりに，  

地球温暖化を考慮した国内総生産（グリーンGDP）の  

勘定体系を導入し，これによって環境資源勘定の効果を  

シミュレートした。このグリーンGDPは，国内総生産  

（国内の消費と投資の和）から二酸化炭素の排出量によ  

る環境費用を差し引いたもので，環境費用は二酸化炭素  

の排出員とその費用換算係数を掛け合わせて求めた。図  

8には，この費用換算係数を増加させた場合に，二酸化  

炭素の排出量がどの程度削減され，またGl〕Pがどの程  

度減少するかについて，シミュレーション結果を地域別  

に示している。これによれば，グリーンGDPを導入す  

ることによって，世界の二酸化炭素排f．1膿は確実に減少  

することが明らかとなり，この排出量を1990年レベルに  

安定化して将来さらに減少させるためには，1炭素トン  

当たり約200ドル以上の環境費用を見込んでおく必要が  

あることが分かった。また，このような手段によって二  

硬化炭素の排出量を減少する場合，GDPの損失は避け  

出量を1980年と1990年について比較した結果が図7であ  

る。この間に国内生産が激減し，南米や豪州からの輸入  

が増加している。とくに，豪州でほ石炭火力発電が主体  

のため，CO2発生量が大きい。   

6）世界経済モデルによる環境資源勘定の導入効果の  

分析   

環境資源勘定を用いて修正したグリーンGDP等の経  

済指標は，それを国家の経済政策の目槙体系として導入  

した場合，大きな環境保全効果が期待される。この効果  

を定量的に推定した研究が今までにないために，環境資  

源勘定の政策上の重要性が十分に理解されないできた。  

このため，本研究では二酸化炭素の排出削減を例として，  

世界経済モデルを用いてこの効果を定員的に分析した。   

分析に用いたモデルは，了ラン・マンらによって開発  

された動学的最適化モデルを改良したもので，日本を1  

地域に独立させて世界を6地域に分割している。そして，  
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琶賢  

琶賢  

図7 アルミニウム地金貿易に伴う国内外のCO2排出旦  
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図8 各国における環境費用換算係数とGDP損失率／炭素排出削減率の関係  

られないが，同じ現象をグリーンGDPで評価した場合  

には，かえってグリーンGDPは増加し，環境を勘案し  

た経済的便益の増加を示す指標になりうることを示した。   

一方，世界一律の環境費用換算係数を導入することは，  

経済効率からみて最適とはいえない。事実，図8に示す  

ように換算係数と二酸化炭素削減量やGDPロスとの関  

係は国や地域によって大きく異なる。このため，図9に  

示すような環境アカウントによる国際調整メカニズムを  

提案して，デコンポジションのアルゴリズムによりモデ  

ル化した。この調整メカニズムは，国際炭素税や国際排  

出権取引制度とは異なった調整手段で，環境資源勘定を  

国際調整の手段として用いる全く新しい提案である。こ  

の調整手段を導入した場合の効果を，シミュレーション  

により推定したところ，世界一律に環境費用換算係数を  

課す場合と比べて，l．1～2．6兆ドルの便益が増加するこ  

とが明らかとなった。これにより，環境資源勘定は国際  

協調の調整手段としても有効であることが示された。  

衡タイプの経済モデルの開発に賂点を当てて，動学的最  

適化モデルおよび一般均衡モデルの開発とそれを用いた  

分析を進めるとともに，システムダイナミックスモデル  

を用いた環境投資の経済効果分析も行った。   

また，社会システム研究については，研究プロジェク  

トの最終年皮として，今までの社会経済構造と地球環境  

問題との関係の分析に基づいて，地球環境保全のために  

ライフスタイル及び都市構造をどのように変革していく  

べきかについて，提言をとりまとめた。   

さらに，環境勘定研究については，環境資源勘定の理  

論的枠組みの構築，国連の環境・経済統合勘定の我が国  

への適用の検討，貿易に伴う相手国の環境変化に関する  

情報整備，国際環境負荷収支勘定の試算，世界経済モデ  

ルによる環境資源勘定の導入効果の分析のそれぞれの研  

究を進めた。   

社会システム研究は既に今年度で終了し，世界モデル  

研究及び環境勘定研究は来年度に最終とりまとめの年度  

をむかえることから，来年度は総合化研究の全体として  

進め方を見直す意味からも，個別の研究の推進とともに  

今までの総括的な検討も行うことを予定している。  

（4）まとめ  

以＿l∴ 今年度の成果をまとめれば次のとおりである。  

まず，l世界モデル研究については，今年度は，長期均  
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①自国の経済アカウントに   
環境費用を反映させて経   
済政策の目捨値とする。   

．J  
②この目標値を最大にするく   
ように炭素排出量を削減   
する政策を決定する。   

1  
③この政策の実施により削  

①自国の経済アカウントに  
環境費用を反映させて経  
済政策の目標値とする。  

J  
．・＞②この目榛値を最大にする  

： ように炭素排出量を削減  
： する政策を決定する。   

J  
③この政策の実施により削   

減された炭素排出量とG   
DPの減少量を国際機関   
に報告する。  

された炭素排出量とG  ④各国からの報告をもと   
DPの減少量を国際械関  
に報告する。  

に世界全体の経済集計   
計算に環境費用を反映   
させこれを国際調魔の   

目標値とする。  J  
⑤世界全体の炭素排出量  
の制約のもとで、この  
目標値が最大となって  
いるか否かを確認し、  
最大でない場合にはこ  
れを最大にするように  
各国の環境コストを見  
直す。  

⑥国際機関の勧告がある場  ⑥国際機関の勧告がある場  
．． 合にはそれに従って環境   
費用の算出法を見直して   
経済政策の目標値を修正   
するも  

合にはそれに従って環境‥；  

費用の算出法を見直して  
経済政策の目標値を修正  
する。  

園9 環境アカウントによる炭素排出真の国際語整メカニズム（Green AccountingAdjustmerltSystcm）  
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2．10 課題検討調査研究  

2．仙2 定期航空便を利用したシベリアにおける  

二酸化炭素，メタンの高度分布の通年測定  

に関する予備的研究  

2．佗1オゾン層変動による植物影響の国際的モ  

ニタリング手法の確立に関する予備的研究  

〔研究組織〕   

地域環項研究グループ  

新生生物評価研究チーム ○近藤矩朗・佐治 光t  

中嶋信美  

〔研究概要〕   

オゾン層破壊により増加すると予測されているUVB  

は生物に遺伝子損傷や様々な生理機能障害をもたらし，  

生態系に重大な影響を与えると考えられているが，UV－  

B増加の生態系影響を評価するための指標・手法は明ら  

かそない。UV－Bにより遺伝子損傷産物のビリミジン  

ニ量体が増加することが知られており，これを国際的に  

長期間にわたってモニタリングすることによりUV－B  

増加の影響を評価することができると考えられる。本研  

究課題は，UV－Bによる植物のどリミジンニ量体生成  

を測定する方法を検討し，ビリミジンニ畠体測定がオゾ  

ン層変動の生物影響を監視するための手段として利用で  

きるかどうかを明らかにすることを目的に計画された。  

この目的を達成するためには，わが国だけでなく，国際  

的に共通に使用できる手法を確立しなければならない。  

すなわち，植物のビリミジンニ員体の簡便で高感政の測  

定法を確立する必要がある。   

本研究により次のことが明らかになった。①野外や室  

内実験において，植物試料を採取後直ちに液体窒素など  

で凍結し，凍結乾燥してDNA抽出まで乾燥・暗所に保  

存することが重要である。②植物のビリミジンニ量体は，  

動物などで確立された単クローン性抗体を用いることに  

より定量的に測定できる。③自然条件に近い屋のUVB  

を室内で植物に照射したところ，ビリミジンニ員体が生  

成し，UVB照射を停止すると遺伝子損傷が部分的に  

回復した。   

これらの結果は，この研究で確立した方法を用いるこ  

とにより，太陽光中の紫外線により生成した植物のビリ  

ミジンニ塁体の測定が可能であることを示しており，国  

際的に使用可能な植物種を選定することにより，紫外線  

増加の植物影響を国際的にモニタリングするためのシス  

テムを作り出すことが可能であると考えられる。  

〔研究組織〕  

地坪環境研究グループ  

統括研究官  

上席研究官  

安野正之  

古川昭雄  

温暖化現象解明研究チーム ○井上 元・泉 克幸・  

町田敏暢  

〔研究概要）   

地球温暖化を引き起こす二酸化炭素やメタンなどの大  

気微量成分の観測は，GCMや発生源に関する研究やデー  

タベースとリンクして，それらの地球規模での循環を理  

解する上で大きな役割を果たしてきた。既に地上での大  

気微量成分の連続的な観測は，WMOや各種研究機関が  

世界各地で実施している。しかしながら特に陸域生態系  

’との相互作用を評価するための長期連続観測は，方法論  

的にも確立しておらず，各方面で試行錯誤が行われてい   

るのが現状である。その一つの試みは，陸域・海上を問  

わず温室効果ガスの高度分布を求めることであり，すで  

に先進的な研究グループは組織的な観測を開始しつつあ   

る。シベリアは大きな自然湿原や森林を擁しており，大  

気＝陸域生態系の相互作用の観点から極めて重要な場所  

である。ここで高度分布を継儲的に行う方法を検討し，  

試験的な観測を開始した。当初は旅客機を利用する予定   

であったが，高度に関する情報が得にくいことと，ジェッ  

ト機は＿ヒ昇速度が大きいため大気の取り込みから採取ま   

での間に高度が変化するなどの問題があり，チャーター  

機で採取を行うこととした。環境研から容器を送り，  

CAOが大気を採取し環境研に送り返し，環墟研や東北  

大学で分析する体制を整えた。結果はまだ初歩的な段階   

であるが，夏期には低高度では数十ppmも低かった二億  

化炭素は11月から地表面の方が高くなってくるなど，興   

味あるデータが出つつある。  
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2．10．4 アジア・太平洋地域における気候変動の  

影響評価ガイドラインの作成に関する研究  

〔研究組織〕   

地球環境研究センター  

総括研究管理官  ○西岡秀三  

研究管理官  原沢英夫  

〔研究概要）   

気候変動に関する政府間パネル（1PCC）が1990年に  

第1次評価報告書，1992年に補足報告書を作成したが，  

その際，気候変動の影響評価を実施する際のガイドライ  

ンづくりの必要性が確認され，日本・英国が中心となっ  

て『気候変動の影響評価の予備的ガイドライン』を作成  

された。その後，1PCCは1995年を目指して第2次影響  

評価報告書の取りまとめ作業を開始したが，IPCC全体  

会合において，気候変動の影響評価ガイドラインの重要  

性が再確認され，引き続き日本・英国を中心に，前回の  

ガイドライン作成メンバー及び各分野の影響評価を担当  

する研究者を含めて作業チームが組織され，本格的なガ  

イドラインづくりが開始された。本研究は，英国と共同  

してガイドライン作成作業（必要な資料収集，討議，編  

集など）を進め，ガイドラインを作成しIPCCへ貢献す  

るものである。   

平成5年11月には，カナダのトロントで影響評価ガイ  

ドライン作業チームと，別途開発途上国の影響評価（カ  

ントリースタディ）を進める米国，UNEPの関係者が  

一堂に会し，気候変動の影響評価について情報交換と役  

割分担を明確にした。ガイドラインについてほ，予備的  

ガイドラインの充実を図るために，1）統一した気候変  

動シナr」オ，2）適応評価，3）マクロ経済的評価，4）  

海面上昇の影響評胤 5）総合的な影響評価について，  

章を新たに設けること，またガイドラインは気候変動の  

影響評価に必要な最新の知見を簡潔にとりまとめる科学  

的な資料としての位置づけを行い，米国，UNEPの進め  

るカントリースタディに必要な実用的なハンドブックと  

の役割分担を明確にした。これを踏まえガイドラインの  

草稿を作成し，作業チームメンバーによる修正を経た上  

で，IPCC第二作業部会に提出した。ガイドラインは，  

1PCCの関連分野の執筆者や各国政府のレビューを経て，  

1995年の第2次評価報告書に盛り込まれる予定である。  

2．仙3 リモートセンシングおよび地上探査によ  

るシベリア凍土地帯における植生調査手法  

に関する予備的研究  

〔研究組織〕   

社会環境システム部  

情報解析研究室  ○安岡善文・m村正行・  

・山形与志樹  

地球環境研究グループ  

温暖化現象解明研究チーム 井上 元・竹中明夫  

〔研究概要〕   

シベリアは二酸化炭素やメタンなど温室効果ガスの重  

要な発生・吸収源であると見られているが，定量的な解  

析を行うには科学的データが不足していた。そこで平成  

3年度より日露共同の航空機観測が開始され，シベリア  

における温室効果ガスの動態が次第に明らかにされつつ  

ある。これら温室効果ガスの発生・吸収は地表面および  

植生の状態により大きな影響を受けるため，その発生・  

吸収量を評価するには，地表面と植生の状態を把握する  

必要がある。シベリアのように広大な領域においてこれ－  

らの面的分布データを得るためにほ，航空機観測と地上  

探査に加えて，衛星リモートセンシング画像の利用が不  

可欠である。本研究の目的は，地表面および植生の状態  

の推定手法として，衛星リモートセンシング技術の有効  

性を検証すること，およびその推定結果と温室効果ガス  

の動態との関係を検討することである。   

本年度は，シベリアにおける観測フィールド（ハンティ  

マンシスク，チクシ，ヤクーツク）を選定し，これらの  

地域において衛星画像（SPOT／HRVおよびJERS－1／  

SAR）を取得した。衛星画像を領域分類し，航空機観  

測による二硬化炭素とメタンのデータと比較したところ，  

地表面・植生の状態と温室効果ガス濃度の問に相関関係  

があることが明らかになった。今後は，この相関関係に  

っいて詳しく分析するとともに，復数の衛星センサーを  

組み合わせることにより観測手法の高度化を図る予定で  

ぁる。  
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2．1q．5 都市における温暖化防止対策研究の総合  

化に関する予備的研究  

〔研究組織〕   

地域環境研究グループ  

統括研究官  ○内藤正明  

交通公害防止研究チーム  清水 浩・森口祐一  

〔研究概要〕   

温暖化ガスの大排出源としての都市において，どのよ  

うな防止対策がありうるかを総合的に研究するための基  

本的研究方向とフレーム，その貝体的課題設定を行うこ  

とを目的とした予備研究である。   

そのための作業の第一・段階として，内外の諸都下†了にお  

ける既存の対策事例を現地調査を行うことによって収集  

した。特にヨーロッパ諸国で先進的事例が多いことから，  

「環境科学会」に委託し，都市環境計画，交通計画，エ  

ネルギー，水循環などの専門家4名によるドイツ，スイ  

スを［トL、にした実状調査とデータ収集を実施した。   

一方，国内的にもエコロジカルな都市・地域づくりの  

事例が近年いくつか見られるようになってきたので，こ  

れについても並行して調査をし，得られたデータの分析  

・整理をした。これらは学会からの委託報告書としてま  

とめられている。   

このようなデータ収集と並行して，外部専門家も交え  

たワークショップを1回，検討会を2回開催し，都市レ  

ベルでの温暖化防止策の全体像とその問題点に関して活  

発な情報交流と討論を行った。これら成果もまた詳細な  

議事録としてまとめられている。   

以上のような内外の最新情報を基に，今後の都市にお  

ける総合的対策研究の方向性を考察した。その結果，恕  

暖化防止をその主目的に据えつつ，同時に都市環境質全  

体を評価関数とし，エネルギー・物質循環，交通システ  

ムというハードな技術対策と土地利用やライフスタイル  

という地域計画的手法とを含めた都市環境対策に関する  

総合化研究を望ましい課題として描いた。  

2．10．6 北極アイスコア分析による地球環境変動  

研究の予備調査  

〔研究組織〕  

地球環境研究グループ  

統括研究官  

上席研究官  

安野正之  

古川昭雄  

温暖化現象解明研究チーム ○井上 元・町m敏暢  

〔研究概要〕   

大気中の二硬化炭素，メタン，亜酸化窒素などのいわ  

ゆる温室効果ガスの濃度増加によってもたらされる気候  

変動を予測する方法の一つとして，古気候と当時の大気  

組成を解析する手法がある。南極のいくつかの場所でサ  

ンプリングされたアイスコアに含まれる気泡中の二酸化  

炭素，メタン，亜酸化窒素，さらにはその同位体の分析  

の結果として，人間活動が活発化する以前の大気組成に  

ついてのデータや，さらに古い氷河期の大気組成と当時  

の気候との関連を明らかにするデータが得られている。  

南北半球の大気の混合はそれほど速くはないため，南極  

のデータには，北半球の変動が直接反映されておらず，  

北極域ではグリーンランドやエレスメア島，デポン島に  

古い氷が残っており，我が国はグリーンランドでの氷床  

コアのポーリング計画に参加している。カナダNRCよ  

り提案のあったェレスメア，デポン両島で計画されてい  

るアイスコア研究に参加するかどうかを検討するために  

予備調査を行った。その結果バックグラウンドとなるデー  

タの解析・整備状況は良好であるが，大気成分の保存性  

が悪く（夏期の融解がある），地球環境の変動を測定す  

るには不向きであるという判断に至った。しかしながら，  

この分野の研究が温暖化の研究に重要な寄与しており，  

現在の環境研の人材からこの分野に大きな貢献ができる  

こと，新しい分析項目も増やせる見通しがあることから，  

将来は本格的にこの研究に取り組むことも十分に考えら  

れる。  
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